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令和元年度の主な事業 

 

  

新会頭に田口義隆氏が就任 臨時議員総会を盛大に開催 

  

新旧役員・議員 新体制スタート 

「田口会頭、竹中・西脇・浅野副会頭が揃って記者会見」 

 

 

ローカル鉄道「養老鉄道」等を活用した 

新たな魅力発見モニターツアー 

キャッシュレス決済導入セミナー 

大 垣 商 工 会 議 所 



令和元年度の主な事業 

 

  

地域活性化セミナーで講演する牛窪恵氏 ワンストップ経営相談会 

  

働き方改革推進支援「新卒採用ノウハウ塾」 創業者ネットワーク交流会 

  

地元実業高等学校で開かれた 

大垣地域合同企業展 

産業展出展事業（メッセナゴヤ） 

大 垣 商 工 会 議 所 
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令和元年度事業報告の総括的概要 

1.総 論 

令和元年度における我が国経済は、人手不足の拡大、燃料費・原材料費の上昇、消費税率引上げ、

コスト増加分の価格転嫁への遅れなどの課題に加え、新型コロナウィルスの流行拡大による観光需要

の減少やサプライチェーン・生産活動への影響なども加わり、中小企業を取り巻く経営環境は極めて

厳しい状況が続いた。 

こうした中、当商工会議所では、11月に役員・議員の改選が行われ、田口会頭による新体制がスタ

ートした。これを機に、「ＳＭＩＬＥ ＳＵＰＰＯＲＴ～いつでも笑顔溢れる街 大垣を目指して～」

をスローガンに掲げ、地域の生態系（産学官金）を活用しながら、会員事業所をはじめとする地域中

小企業及び地域産業の振興発展のための諸事業を推進した｡ 

また、大垣ビジネスサポートセンター（ガキビズ）や関係団体等との連携により、中小・小規模企

業に対する伴走型経営支援を行うとともに、ＩＴ活用の推進、人材の確保・育成を支援した。 

さらに、新規事業として、消費税増税直近対策事業や働き方改革推進支援事業を実施するとともに、

環境対策の推進や当地への誘客促進及び交流産業の活性化、中心市街地における再開発事業の推進な

どに取り組んだ。 

 

2.運営体制 
 

会  員 2,326 社（年度中加入 66 社、脱退 92 社） 

 

部会・女性会  委  員  会 

 商業部会(437 社)  部会長  河合映治 

 工業部会(412 社)  部会長  北川資雄  

 建設部会(486 社)  部会長  小野義明 

 食品部会(275 社)  部会長  鈴木 伝 

 情報・公益部会(306 社) 

 部会長  上田元久 

 サービス業部会(410 社) 

                   部会長 橋川寛治   

 女性会(56 社)     会  長  藤井恵子 

 企画広報委員会  委員長  境 敏幸 

 地域振興委員会  委員長 児玉栄一 

 労働委員会    委員長 早田隆昭 

 産業振興委員会  委員長 髙木健志 

 交流産業委員会  委員長 金森 武 

 情報委員会      委員長 原 正昭 

 まちづくり特別委員会   

         委員長 松本正平 

 

議 員 100 名(うち常議員 32名)   

監 事 山田通博 小川 明  髙橋茂樹  

 

 会  頭  田口義隆 

 副会頭  竹中裕紀 西脇史雄 浅野圭一 

 

 

 

事務局長兼総務企画課長 

 岩田正章 
 

 事務局職員 15 名 

  専務理事 三輪正直 

  事務局相談役 菱田耕吉 
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3.具体的な事業活動 

１．中小・小規模事業者への経営支援 

会員事業所をはじめ、地域中小企業のさまざまな経営課題の適時適切な解決に向け、各種事業を展

開した。 

(1)消費税増税直近対策事業（新規） 

   10月の消費税率引上げと軽減税率制度の導入に伴い、税理士による相談会やセミナーを実施し、 

価格転嫁や税務処理について支援した。相談会には 10件の相談があり、セミナーには 2回であわせ 

て 72名が参加した。 

 

(2)働き方改革推進支援事業（新規） 

働き方改革関連法の施行に伴い、会員企業のうち 300 社を対象に労働環境に関する調査を行うと

ともに好事例の収集を行った。あわせて開催した、働き方改革セミナーは 15人、新卒採用ノウハウ

塾は延べ 44人が参加した。 

 

(3)大垣地域経済戦略推進協議会との連携事業 

大垣地域経済戦略推進協議会が実施する、大垣地域経済戦略第 1 期基本計画及び実施計画の策定

及び大垣ビジネスサポートセンター（通称：ガキビズ）の運営を支援。年間で 1,805 件の相談があ

り、主な相談内容は、販路拡大 893件、情報発信 611件、創業 120件、新商品・新サービス 84件で

あった。 

 

(4)伴走型小規模事業者支援推進事業 

管内の小規模事業者が抱える経営課題の解決に向け、経営指導員が巡回指導及び窓口指導を行っ

た。年間の巡回指導件数は 1,849件で窓口指導件数は 835件であった。 

また、中小企業診断士、税理士など専門家による個別相談会を年間で 156回実施し、656件の相談

があった。この他、経営指導員の支援スキルを高めるための勉強会や支援検討会議を実施した。 

 

(5)ワンストップ経営相談会事業 

地域の中小・小規模事業者が抱える課題が多様化、複雑化する中、自社の未来を築くため意欲的

に企業経営に取り組む企業をサポートするため、関係機関と連携し、経営計画作成、販路開拓、技

術革新など様々な相談にワンストップで応じる経営相談会を実施した。 

相談会は、9月 4日と 2月 4日に開催し、あわせて 238事業所、延べ 401件の相談があった。また、

相談会終了後も相談のあった事業所に対し、金融機関職員と当所指導員による巡回指導や、大垣ビ

ジネスサポートセンターでの経営指導を行う等、課題解決に向けた支援を実施した。 

 

(6)産業展出展事業 

11 月に開催された異業種交流展示会「メッセナゴヤ」に出展ブースを確保するとともに、出展し

た 6 社に対し出展費用の一部を助成した。また、その他の岐阜県外で開催された展示会に出展した

18社に出展費用の一部を助成し、中小・小規模事業者の販路拡大を支援した。 

 

(7)小規模事業者持続的発展支援事業 

小規模事業者の販路開拓等を支援するため、「小規模事業者持続化補助金」の申請に係る指導を行

った。応募のあった延べ 24事業所（小売業 2件、卸売業 1件、製造業 3件、サービス業 18件）に、
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経営計画書及び事業計画書の作成について支援を行い、23事業所（小売業 2件、卸売業 1件、製造

業 3件、サービス業 17件）が採択された。 

 

(8)創業・ベンチャー支援事業 

女性起業家とこれから起業を考えている人を対象に「創業塾」を開講し、起業に関する経営課題

の解決策や起業に必要な知識・ノウハウ、税務、資金調達、業績向上手法などについて学んでいた

だいた。また、起業家間のネットワーク構築のための交流会を実施し、ビジネスチャンスの拡大を支

援した。 

・女性創業塾       7回 延べ 75人 

・創業塾         7回 延べ 107人 

・創業ネットワーク交流会  2回 延べ 45人 

 

(9)新商品・新サービス広報支援事業 

会員事業所の新商品・新サービスの販路開拓を支援するため、当会議所の会報「ＮＡＶＩ大垣」

に専用コーナーを設け、新商品・新サービスの情報を無料で掲載するとともに、当会議所ホームペ

ージのお知らせコーナー及びピックアップコーナーで新着情報として広報した。6 月、9月、12 月、

3月と 4回に亘って、計 16件をＰＲした。 

 

２．ＩＴ活用推進事業 

会員向けにオンラインでセミナー動画を配信するＷＥＢセミナー事業を実施するとともに、地域の

グルメ情報を発信し誘客促進をはかるため、経営者のおすすめグルメガイド事業を実施した。 

(1)ＷＥＢセミナー事業 

ＷＥＢセミナーシステムを導入し、販路開拓、経理、税務、労務、ＩＴなど様々なテーマのセミ

ナー動画を配信した。年間アクセス数は 2,317件であった。 

 

(2)経営者のおすすめグルメガイド事業 

経営者自らが、地域のおすすめ飲食店の逸品などに関する記事をブログ形式で投稿し、当会議所

のホームページ上で全国に情報発信する「経営者のおすすめグルメガイド」事業を推進した｡ 

令和 2年 3月 31日時点での投稿件数は 46件であった。 

 

３．環境対策推進事業 

再生可能エネルギーの導入について研究するため、部会・委員会活動の一環として、先進事業所視

察研修及びセミナーを実施。企業の環境に対する意識の高揚と、環境対策関連事業への取り組みを支

援した。 

(1)先進事業所等視察研修会 

環境に配慮したエネルギーの製造方法や、自然エネルギーの活用、エネルギーのベストミックス

等についての知識を高めるため、滋賀県米原市の山室木材工業㈱と同県草津市の㈱パナソニック草

津工場を視察し、16名が参加した。 

 

４．中小企業の人材確保・育成事業 

大垣市内の実業高校で、ものづくり企業が自社の魅力を説明する大垣地域合同企業展を開催すると

ともに、地域産業を担う優秀な人材を育成するため、金型人材育成講座、ものづくりリーダー育成講

座、検定事業を実施した。 
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 (1)大垣地域合同企業展 

地元企業の優秀な人材の確保及び定着化を図るため、高校生や保護者に対し、地元ものづくり企

業などの採用担当者が自社の経営理念や技術力などの魅力を説明する「大垣地域合同企業展」を開

催。大垣商業高校（7月）、大垣養老高校（7月）、大垣工業高校（12月）の 3校で実施し、地元企業

延べ 85社が出展、延べ 1,767人が来場した。 

 

(2)金型人材育成講座 

大垣地域の地場産業であり、地域のものづくり産業の基盤である、金型産業における人材の確保

と育成強化を図り、地域の国内外における競争力を高めることを目指し、金型人材育成講座を開催。

岐阜大学地域連携スマート金型技術研究センターと連携し、基礎編、応用編（ハイテン材成形コー

ス及び精密プレスコース）を実施し、延べ 15人が受講した。 

 

(3)ものづくりリーダー育成講座 

   ものづくり企業のリーダー（幹部候補者）を対象に、高度かつ実践的な技能や知識の習得に加え、 

部下育成能力、コミュニケーション能力、問題解決能力の向上を目的としたセミナーを 3日間開催 

し、延べ 51人が受講した。 

 

(4)検定事業 

 簿記検定、リテールマーケティング検定（販売士）検定など 12種類の検定試験を実施し、2,303

人が受験。主な検定の受験者数は、簿記検定が 1,373人、リテールマーケティング検定が 305人、

福祉住環境コーディネータ検定が 102名、カラーコーディネーター検定が 49名であった。社会人や

学生が企業から求められる高度な実務能力を身に付けることへの関心と意欲の高さの現れであり、

検定事業を通じて地域企業の能力開発に貢献した。 

 

５．交流産業戦略の推進 

 西美濃地域の産業と観光資源の活用による交流人口の拡大を図るため、奥の細道むすびの地、もの

づくり力など大垣の魅力を全国に向け発信した。また、養老鉄道を活用した観光コースを作成しモニ

ターツアーを実施した。 

(1)交流産業戦略推進事業 

西美濃地域の産業の歴史や工場見学受入企業など紹介する「西美濃産業観光読本」の改訂版を

2,000部作成。全国の旅行会社等に配布し、ものづくり都市大垣のＰＲのために活用するとともに、

過去に地域力活用新事業∞全国展開プロジェクトを活用して開発した商品を「ｆｅｅｌ ＮＩＰＰＯ

Ｎ春 2020」に出展した、 

 

(2)養老鉄道を活用した観光資源開発に関する魅力発見事業 

   西美濃地域の創出・育成と交流人口拡大を図ることを目的に、ローカル鉄道である「養老鉄道」

を活用した新たな観光資源開発に関する調査研究結果を踏まえ、観光資源開発を目的としたモニタ

ーツアーを地域力活用新事業∞全国展開プロジェクトを活用して、実施した。 

モニターツアーは、「親子でチャレンジ！西美濃ゆったりサイクリングツアー」、「義の武将『明

智光秀』と『島津豊久』ゆかりの地ツアー」、「養老鉄道で行く桑名初詣の旅」と 3回開催し、62名

が参加した。 
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６．中心市街地活性化推進事業 

  中心商店街への集客を図り、中心市街地に賑わいを創出することを目的として、中心市街地活性化

協議会を中心に行政はじめ関係機関・団体と連携し、意見集約と事業推進に取り組むとともに、郭町

地区の再開発推進支援、中心市街地ハツラツ店舗支援事業などを推進した。 

(1)郭町東西街区再開発推進支援事業 

 郭町東西街区の一体的な再開発事業の実現に向け、大垣市等の関係機関と連携し、地権者主導に

よる「郭町東西街区市街地再開発準備組合」の側面的支援等を実施した。 

 

(2)大垣市中心市街地活性化協議会推進事業 

 大垣市中心市街地活性化協議会の事務局機能を担うとともに、大垣市中心市街地活性化基本計画

の実現に向けた協議を行い、行政をはじめ関係機関や団体との連携を図りながら同協議会の運営支

援を行った。 

  

 (3)中心市街地ハツラツ店舗支援事業 

 大垣市商店街振興組合連合会、大垣市、大垣まちづくり㈱、一般社団法人大垣タウンマネージメ

ントなどの関係機関との連携を図り、中心商店街で気軽に出店できる「ちょいみせ」を管理運営す

るとともに、中心市街地への出店希望者に対し、出店に向けた諸支援を行った。 

 

(4)イベントなどの推進・支援 

 中心市街地の活性化を目的に開催される水都まつり、十万石まつり、まるごとバザール、おおが

きマラソン、元気ハツラツ市、共通商品券発行事業などのさまざまなイベント及び各種活動を支援

した。 

 

７．産業基盤の整備促進事業 

全線供用開始に向け整備が進められており、企業進出をはじめ、物流の効率化、観光客の誘致、

交流人口の増大など、地域への多大な経済効果が期待されている東海環状自動車道の整備促進に向

け、沿線の市町や商工団体との意見交換会や建設状況の説明会、建設促進大会などを実施した。 

 

８．会員サービス事業 

(1)地域活性化セミナー（旧会員大会） 

会員サービス事業の一環として、（一社）大垣法人会、（公財）日本電信電話ユーザ協会大垣地区

協会との共催により、地域活性化セミナーを実施。世代・トレンド評論家の牛窪 恵 氏が「時代の

流行を読み解く方法～新たなマーケットを切り拓くには～」をテーマに講演し、会員ら 240 人が聴

講した。 

 

(2)会議所共済制度の普及促進 

昨年に引き続き、4月から 6月の 3ヶ月間、県内 15会議所による「県下統一共済制度加入促進キ

ャンペーン」を実施した。年換算保険料部門で会員数に応じて設定された目標の 100.5％を達成し、

15会議所の中で 3位となった。また、9月から 11月に実施したベストウィズクラブキャンペーンで

は、目標の 117.0％を達成し、15会議所中 2位となった。 

 

(3)会員増強活動 

会員増強は、会議所の財政基盤と組織力を強化し、会議所活動を効率的、効果的に推進するうえ

で重要な課題であることから、会議所が一丸となって会員増強運動に取り組んだ。会議所の各種事

業を広く周知し、理解を得るための広報活動を積極的に行った。 
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Ⅱ 事 項 別 状 況 

１．定款および規約等 

(1)定 款 

令和元年度中において定款の改定なし。 

(2)規約等 

①就業規則の一部変更 

令和元年 6月 19日開催の常議員会において、次のとおり変更した。 

1.大垣商工会議所 就業規則 

現行 改正後 

第１条～第２７条 省略 

 

（年次有給休暇） 

第２８条 

職員は業務に支障のない限り、１年を通じ

２０日を超えない範囲内において年次有給休

暇を与える。ただし、請求された時期に休暇

を与えることが業務の正常な運営を妨げると

認められる場合には、他の時期に変更させる

ことがある。 

２．年度初日に発生した年次有給休暇は、その

年度中に取得せず残存の年次有給休暇は、翌

年度末まで権利を与えるものとする。 

３．残存年次有給休暇の限度において欠勤を年

次有給休暇に振り替える事ができる。 

 

 

 

 

 

 

 

第２９条～第６８条 省略 

 

附  則 

 

第６９条 省略 

 

第７０条 

この規則は、昭和３０年５月２５日からこれ

第１条～第２７条 省略 

 

（年次有給休暇） 

第２８条 

職員は業務に支障のない限り、１年を通じ

２０日を超えない範囲内において年次有給休

暇を与える。ただし、請求された時期に休暇

を与えることが業務の正常な運営を妨げると

認められる場合には、他の時期に変更させる

ことがある。 

２．年度初日に発生した年次有給休暇は、その

年度中に取得せず残存の年次有給休暇は、翌

年度末まで権利を与えるものとする。 

３．残存年次有給休暇の限度において欠勤を年

次有給休暇に振り替える事ができる。 

４．年次有給休暇が１０日以上与えられた職員

に対しては、付与日から 1 年以内に、当該職

員の有する年次有給休暇日数のうち５日につ

いて、商工会議所が職員の意見を聴取し、そ

の意見を尊重したうえで、あらかじめ時季を

指定して取得させる。 

 

第２９条～第６８条 省略 

 

附  則 

 

第６９条 省略 

 

第７０条 

この規則は、昭和３０年５月２５日からこ
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を施行する。 

 

第２４条（育児時間・育児休業）の一部改

正は、平成５年５月１９日からこれを施行す

る。 

 

第２６条（特別休暇）の新設条項の改定規

定は、平成６年３月１６日から実施する。 

 

第２１条（時間外勤務及び休日勤務）及び

第２９条（産前産後の休日）の一部改正は、

平成７年３月１５日から施行する。 

 

第１７条（就業時間・休憩）及び第２０条

（休日）の一部改正は、平成８年４月１日か

ら実施する。 

 

第１７条（就業時間・休憩）の一部改正は、

平成１０年３月１１日から実施する。 

 

第９条（服務の心得）、第２４条（育児時間）

の一部改正及び第２５条（育児休業・育児短

時間勤務）、第２６条（介護休業・介護短時間

勤務）の新設条項の改定規程は、平成１１年

６月９日から実施する。 

 

第１７条（就業時間・休憩）及び２０条（休

日）の一部改正は、平成１４年４月１日から

実施する。 

 

第３条（パートタイム労働者の適用除外）

第５３条（解雇）の新設条項の改定規程及び

関連する改正は平成１５年４月１日から実施

する。 

 

第２条(職員の種類)、第３条（適用範囲）、

第２８条（年次有給休暇）及び第４８条(退職)

の改定規程は平成１８年４月１日から実施す

る。 

れを施行する。 

第７１条 

第２４条（育児時間・育児休業）の一部改

正は、平成５年５月１９日からこれを施行す

る。 

第７２条 

第２６条（特別休暇）の新設条項の改定規

定は、平成６年３月１６日から実施する。 

第７３条 

第２１条（時間外勤務及び休日勤務）及び

第２９条（産前産後の休日）の一部改正は、

平成７年３月１５日から施行する。 

第７４条 

第１７条（就業時間・休憩）及び第２０条

（休日）の一部改正は、平成８年４月１日か

ら実施する。 

第７５条 

第１７条（就業時間・休憩）の一部改正は、

平成１０年３月１１日から実施する。 

第７６条 

第９条（服務の心得）、第２４条（育児時間）

の一部改正及び第２５条（育児休業・育児短

時間勤務）、第２６条（介護休業・介護短時間

勤務）の新設条項の改定規程は、平成１１年

６月９日から実施する。 

第７７条 

第１７条（就業時間・休憩）及び２０条（休

日）の一部改正は、平成１４年４月１日から

実施する。 

第７８条 

第３条（パートタイム労働者の適用除外）

第５３条（解雇）の新設条項の改定規程及び

関連する改正は平成１５年４月１日から実施

する。 

第７９条 

第２条(職員の種類)、第３条（適用範囲）、

第２８条（年次有給休暇）及び第４８条(退職)

の改定規程は平成１８年４月１日から実施す

る。 
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第６４条(懲戒の種類)、第６５条(懲戒解雇

の基準)、第６６条(出勤停止､減給及びけん責

等の基準)及び第６８条(弁明の機会)の改定

規程は平成１８年４月１日から実施する 

 

第４８条（退職）第２項の一部改正は、平

成２５年４月１日から実施する。 

 

第１０条（服務の心得）第４項及び第５項

の一部改正は、平成２６年９月１０日から実

施する。 

 

第８条（提出書類）の一部改正は平成２７

年１２月２日から実施する。 

 

 

 

 

第８０条 

第６４条(懲戒の種類)、第６５条(懲戒解雇

の基準)、第６６条(出勤停止､減給及びけん責

等の基準)及び第６８条(弁明の機会)の改定

規程は平成１８年４月１日から実施する 

第８１条 

第４８条（退職）第２項の一部改正は、平

成２５年４月１日から実施する。 

第８２条 

第１０条（服務の心得）第４項及び第５項

の一部改正は、平成２６年９月１０日から実

施する。 

第８３条 

第８条（提出書類）の一部改正は平成２７

年１２月２日から実施する。 

 

第８４条 

第２８条（年次有給休暇）の一部改正は、

令和元年６月１９日から実施する。 

 

 

2.大垣商工会議所 嘱託職員就業規則 

現行 改正後 

第１条～第１４条 省略 

 

（年次有給休暇） 

第１５条 

嘱託職員は業務に支障のない限り、６ヶ月

以上継続して勤務し、会議所が定める所定労

働日数の８割以上出勤したときは、次表のと

おり年次有給休暇を与える。但し、年次有給

休暇の計算の基礎となる勤務期間について

は、定年前の期間を通算する。 

２．業務の正常な運営を妨げると認められる場

合には、他の時期に変更させることがある。 

３．年次有給休暇を利用しようとする者は、所

定の手続きにより原則として１週間前までに

申出なければならない。 

４．当該年度の年次有給休暇で取得しなかった

第１条～第１４条 省略 

 

（年次有給休暇） 

第１５条 

嘱託職員は業務に支障のない限り、６ヶ月

以上継続して勤務し、会議所が定める所定労

働日数の８割以上出勤したときは、次表のと

おり年次有給休暇を与える。但し、年次有給

休暇の計算の基礎となる勤務期間について

は、定年前の期間を通算する。 

２．業務の正常な運営を妨げると認められる場

合には、他の時期に変更させることがある。 

３．年次有給休暇を利用しようとする者は、所

定の手続きにより原則として１週間前までに

申出なければならない。 

４．当該年度の年次有給休暇で取得しなかった
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残日数については、翌年度に繰り越すができ

る。但し、有給休暇の権利の時効は２年とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

第１６条～第３７条 省略 

 

附  則 

 

第３８条～第４２条 省略 

 

 

 

 

残日数については、翌年度に繰り越すができ

る。但し、有給休暇の権利の時効は２年とす

る。 

５．年次有給休暇が１０日以上与えられた嘱託

職員に対しては、付与日から 1 年以内に、当

該嘱託職員の有する年次有給休暇日数のうち

５日について、商工会議所が職員の意見を聴

取し、その意見を尊重したうえで、あらかじ

め時季を指定して取得させる。 

 

第１６条～第３７条 省略 

 

附  則 

 

第３８条～第４２条 省略 

 

第４３条 

第１５条（年次有給休暇）の一部改正は、

令和元年６月１９日から実施する。 

 

 

 

3.大垣商工会議所 パートタイム労働者就業規則 

現行 改正後 

第１条～第１６条 省略 

 

（年次有給休暇） 

第１７条 

パートタイム労働者は業務に支障のない限

り、６ヶ月以上継続して勤務し、会議所が定

める所定労働日数の８割以上出勤したとき

は、次表のとおり年次有給休暇を与える。 

２．業務の正常な運営を妨げると認められる場

合には、他の時期に変更させることがある。 

３．年次有給休暇を利用しようとする者は、所

定の手続きにより原則として１週間前までに

申出なければならない。 

４．当該年度の年次有給休暇で取得しなかった

残日数については、翌年度に繰り越すことが

第１条～第１６条 省略 

 

（年次有給休暇） 

第１７条 

パートタイム労働者は業務に支障のない限

り、６ヶ月以上継続して勤務し、会議所が定

める所定労働日数の８割以上出勤したとき

は、次表のとおり年次有給休暇を与える。 

２．業務の正常な運営を妨げると認められる場

合には、他の時期に変更させることがある。 

３．年次有給休暇を利用しようとする者は、所

定の手続きにより原則として１週間前までに

申出なければならない。 

４．当該年度の年次有給休暇で取得しなかった

残日数については、翌年度に繰り越すことが
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できる。ただし、有給休暇の権利の時効は２

年とする。 

 

 

 

 

 

 

 

第１８条～第３９条 省略 

 

附  則 

 

第４０条～第４４条 省略 

 

 

 

できる。ただし、有給休暇の権利の時効は２

年とする。 

５．年次有給休暇が１０日以上与えられたパー

トタイム労働者に対しては、付与日から 1 年

以内に、当該労働者の有する年次有給休暇日

数のうち５日について、商工会議所が職員の

意見を聴取し、その意見を尊重したうえで、

あらかじめ時季を指定して取得させる。 

 

第１８条～第３９条 省略 

 

附  則 

 

第４０条～第４４条 省略 

 

第４５条 

第１７条（年次有給休暇）の一部改正は、

令和元年６月１９日から実施する。 
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1

2

3

2 21 ～ 25 76 ～ 80

3 26 ～ 30 81 ～ 85

4 31 ～ 35 86 ～ 90

5 36 ～ 40 91 ～ 95

6 41 ～ 45 96 ～ 100

7 46 ～ 50 101 ～ 150

8 51 ～ 55 151 ～ 200

9 56 ～ 60 201 ～ 300

10 61 ～ 65 301 ～

11 ～ 15 66 ～ 70

16 ～ 20 71 ～ 75

3 1

0 1

65 0 7

1

2 1

73 0 0

6 45 1

製 造 業 529

2 11 合 計

0

2,326

4

口 2,008 1 0

18 0 0

36 4

0 3

33

会 員 数 口 数 会 員 数 口 数 会 員 数

漁 業 1 卸売業・小売業・飲食店 650

鉱 業 6 金 融 ・ 保 険 業 56

建 設 業 387 不 動 産 業 45

サ ー ビ ス 業 548

合 計 2,326

○ 会費負担口数別会員数

口 数

林 業 1

農 業 6

運 輸 ・ 通 信 業 89

業 種 名 会 員 数 業 種 名 会 員 数

電気・ガス・熱供給・水道業 8

547

1,751

年 度 末
会 員 数

脱 退 者 数

56

36

28

2,326

○ 業種別会員数

（内　特別会員数  569）

団 体

計

1,759

565

28

2,352

0

66

0

92

組織替等に
よる変更者数

5

△ 5

0

0

2. 組　織

(1) 会　員

① 会員数

会員分類

法 人

個 人

前 年 度 末
会 員 数

新 規
加 入 者 数

43

23
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女 性 会
大垣商工会議所の会員である女性の経営者及び会員である法
人・個人企業の経営に参加している女性

56

6. サ ー ビ ス 業 410

合 計 2,326

名 称 構　　　　　　成 会員数

486

4.

5. 情 報 ・ 公 益 306

食 品 275

3. 建 設

② 部会・女性会

部 会 名 業種及び販売品目
所属部
会員数

2. 工 業 412

1. 商 業 437

呉服・反物・服地・洋反・各種衣料洋品雑貨・洋服仕立、被服縫製加

工・既製服・寝具・綿・中古衣料・染色加工、室内装飾・手芸用品・白

衣・法衣・百貨店・貸衣装、洋品雑貨・小間物・洋裁材料・手芸洋品・

化粧品・帽子、洋傘・ショール・鞄・袋物・運道具・玩具・時計・眼鏡、

貴金属・靴・ゴム履物・自転車・荒物・家庭用雑貨・金物、陶磁器・ガ

ラス器具・漆器・プラスチック製品・文房具

事務用品・印判・楽器・ＣＤ・ステレオ・カメラ・書籍、仏壇仏具・工

芸品・自動車及び同部品販売・オートバイ及び同部品販売・医薬品・衛

生材料・石油・石炭・燃料販売・質・新聞発行・電気機械器具販売・和

洋紙・楽器・紙製品・表具、表装・家具及び木工製品販売、その他（他

の部会に属さない販売業種）

鋳造・板金・鋳造木型・鉄工・一般機械器具・工具農機具、工作機

械・木工機械・紡績機械・内燃機・給水ポンプ、土木機械・諸機械及

び部品・自動車・自転車・同部品、製缶・板金加工・ネームプレー

ト・計量器・鉱業機械、ミシン・諸機械工具・熔剤・溶接器具・鋼

材・古鉄屑鉄、冷凍空調設備・電線・化学薬品・医薬品・衛生材料、

鉱業薬品・ゴム・ビニール・セロファン・石鹸・化粧品製造、油脂・

火薬・皮革・肥料・飼料・合成樹脂・カーバイド、ガラス壜・家具及

び木工製品製造・各種紡績・織物製造、撚糸・織布・織物補修・染色

整理、その他（他の部会に属さない製造業種）

土木建設・建築設計・水道・衛生工事・冷暖房工事・造園、建設材

料・畳製造・室内装飾工事・産業廃棄物処理、大理石・板金・砂利・

左官・測量・屋根工事・クレーン作業、さく泉・木材・製剤・銘木・

木工・合板・家具・建具・建材、枡・製樽・新建材・育材・電気工

事・電気設備、その他（他の部会に属さない建設関連業種）

穀類・精米麦・製粉・製麺・清涼飲料・各種飲料・調味食品、茶・食肉・製

氷・給食・牛乳・酒・味噌・醤油・酢・塩、鮮魚介・蕋菜青果物・加工水産

物・水産加工・菓子製造、卸、小売・種菓子・製菓材料・料理・割烹・食

堂・飲食店・喫茶、その他（他の部会に属さない食関連業種）

出版・印刷業、鉄道業、道路旅客運送業、道路貨物運送業、水運業、航

空運輸業、倉庫業、不動産業、洗濯業、理･美容業、浴場業、駐車場業、

生活関連サービス業（写真業、冠婚葬祭業等）、旅館・宿泊業、娯楽業

（映画館、遊技場等）、自動車整備業、機械・家具等修理業、物品賃貸

業、廃棄物処理業、その他（他の部会に属さないサービス関連業種）

電気業・ガス業・熱供給業・郵便業・電気通信業・融業・保険業・映

画、ビデオ制作業・ソフトウェア業・情報処理、供サービス業・専門

サービス業（法律事務所、特許事務所、司法書士事務所、理士事務

所）・調査票・医療業・保険衛生業・社会保険、社会福祉・教育
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1. ま ち づ くり 22

④ 特別委員会

委員数委員会名

3.

中小企業振興と経営改善に関する事項

産 業 振 興4. 19

大中規模小売店の調査・研究に関する事項

異業種交流の促進に関する事項

大垣地域の景気動向に関する事項

技術・技能振興に関する事項

5. 交 流 産 業 14

合 計 98

6. 情 報 18

税制に関する事項

組織力強化に関する事項
13

広報に関する事項

労 働

労働者の福利厚生に関する事項

労働力の資質向上と雇用定着に関する事項

人材確保に関する事項

13

労働環境の安全性の整備促進に関する事項

外国人労働者の問題に関する事項

情報社会の対応に関する事項

産学連携に関する事項

ＩＴ活用による産業振興に関する事項

③ 委員会

委員数 主 な 審 議 事 項委員会名

2. 地 域 振 興

地域文化の振興と広域観光に関する事項

1. 企 画 広 報

21

産業基盤の整備・改善に関する事項

会議所運営（定款、規約、事業計画・予算）に関する事項

中心市街地活性化のための提案に関する事項

中心市街地活性化に向けた関係者の合意形成に関する事項

行政をはじめとする関係機関との連絡調整に関する事項

交流産業･産業振興･地域振興の各委員会との連携によるま
ちづくり推進に関する事項

国際化に関する事項

他の委員会に属さない事項

主 な 審 議 事 項

商・工業に関する事項

環境福祉に関する事項

地元産品を活かした特産品等の振興に関する事項

産業観光の振興に関する事項

観光資源ネットワークに関する事項

広域観光開発に関する事項

地域文化や観光の振興に関する事項

地域商工業者の育成・支援に関する事項

ソフトピア等の情報都市への整備推進に関する事項
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㈱

㈱

㈱

監 事 3 3

常 議 員 3232

専 務 理 事

副 会 頭 3

実 数

1

備 考

1

名誉会頭 土　屋　　　嶢 金 融 業

3

1

① 役員の定数及び実数

区 分

(4) 役　員

会 頭 1

定 数

795（341）

（　　）内は負担金納入数

名 誉 顧 問

定 数

定めなし

1,786 991

2

1

(3) 名誉役職

(2) 特定商工業者

特定商工業者数

(全て法人）

名 誉 会 頭 1

会 員

内 訳

非 会 員

① 名誉役職の定数及び実数

区 分 実 数 備 考

② 名誉役職者の氏名・事業所名等

名誉顧問 堤　　　俊　彦

役職名

取締役会長

氏 名

名誉顧問 小　川　信　也

業 種

代表取締役会長

大 垣 共 立 銀 行

日本耐酸壜工業 ガラス壜製造業

事業所名および役職

太 平 洋 工 業 代表取締役社長 自動車部品製造業
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〃

〃 松 本 正 平

（事業所名五十音順）

役 職 氏 名 事業所名および役職 業 種

② 役員の氏名・事業所名等

ガ ラ ス 壜 製 造 業堤 健

太 平 洋 工 業 ㈱ 取締役常務執行役員

食 料 品 製 造 業

〃 金 森 武

大 丸 松 下 食 品 ㈱

〃 杉 野 裕 晃

代 表 取 締 役

代表取締役社長揖 斐 川 工 業 ㈱

会　　頭 運 輸 業

竹 中 裕 紀

専務理事

〃

東 海 サ ー モ ㈱

建築設計・工事監理

田 口 義 隆 西 濃 運 輸 ㈱

大 垣 商 工 会 議 所

浅 野 圭 一

電 子 部 品 製 造 業

金 融 業

代表取締役社長

〃

〃

副 会 頭 イ ビ デ ン ㈱ 代表取締役会長

〃 西 脇 史 雄 大 垣 西 濃 信 用 金 庫 会 長

コンクリート製品製造業

㈱ 大 垣 共 立 銀 行

三 輪 正 直

繊 維 製 品 製 造 業

支 店 長

取 締 役 相 談 役

代表取締役副社長

製 飴 業

代表取締役社長 各 種 商 品 小 売 業

代表取締役会長

自 動 車 部 品 製 造 業代表取締役社長

印 刷 業

代表取締役社長

金 融 業

ガ ス 供 給 業

菓 子 製 造 販 売

車 戸 愼 夫

㈱ 大 光 代表取締役社長

河 合 石 灰 工 業 ㈱

自動車シートカバー製造業

自 動 車 部 品 製 造 業

支 部 長 税 理 士 会

自 動 車 部 品 製 造 業

自動車用電子部品製造業

代表取締役社長

代 表 取 締 役

代表取締役社長

代表取締役社長

木 村 志 朗 代表取締役社長 建 設 業

取 締 役 頭 取

安田電機暖房㈱大垣支店

奥 田 優 ニ ホ ン 美 術 印 刷 ㈱

野 原 電 研 ㈱野 原 扶 二 男

髙 木 健 志 タカケンサンシャイン㈱ 代表取締役社長 洗 濯 業

大 垣 ガ ス ㈱ 代表取締役社長上 田 元 久

金 融 業

石 灰 製 造 業

〃

神 鋼 造 機 ㈱ 代表取締役社長

〃

田 中 尚 一 郎

執行役員大垣支店長

取 締 役 副 会 長T S U C H I Y A㈱

〃 鈴 木 伝 ㈱ 鈴 木 栄 光 堂 代 表 取 締 役

〃

〃 野 田 照 実

代表取締役社長

電機・空調設備工事業

代表取締役会長

建 設 業

㈱ セ リ ア

〃

日 本 耐 酸 壜 工 業 ㈱

河 合 伸 泰

㈱ 弘 光 舎

代 表 取 締 役

北 野 英 樹 金 蝶 製 菓 合 資 会 社

〃

齊 藤 浩 ㈱ 丸 順

㈱ ボ ン フ ォ ー ム西 脇 保 彦

〃

〃

〃

〃

〃

代表取締役社長

〃

〃

松 下 卯 蔵

〃 加 納 吉 明

〃 河 合 映 治

石 灰 製 造 業

代 表 社 員

〃

代表取締役社長

食 料 品 卸 売 業

機 械 製 造 業

小 野 義 明

㈱ 十六銀行大垣支店

原 正 昭 産業用機械・装置製造業

金 融 業

早 田 隆 昭

印 刷 業

新 興 機 械 ㈱ 代表取締役社長

電気工事・電気製品販売

コ ダ マ 樹 脂 工 業 ㈱ 樹 脂 工 業児 玉 栄 一

サ ン メ ッ セ ㈱

㈱ エ ヌ ビ ー シ ー日 比 利 雄

代表取締役社長

〃

〃 髙 橋 茂 樹 名古屋税理士会大垣支部

中 部 産 業 ㈱ 代表取締役会長

取 締 役 社 長

常 議 員 井 上 豊 秋

〃

〃

㈱ 車 戸 建 築 事 務 所

〃 境 敏 幸

岐 建 ㈱

〃 津 谷 晃 江

㈱ 山 中 工 務 店

矢 橋 慎 哉 矢 橋 工 業 ㈱

〃 鈴 木 章 弘 ㈱三菱ＵＦＪ銀行大垣支店

山 中 和 樹

〃

自動車教習所・自動車販売業

共 友 リ ー ス ㈱ 各 種 物 品 賃 貸 業

監　　事 山 田 通 博

代 表 取 締 役

安 田 隆 夫〃

㈲ 四 鳥

〃 小 川 明

㈲ ラ ブ

料 亭

建 設 業専 務 取 締 役

医薬品・化粧品小売業
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浅草1-280 土 木 建 築 工 事 業

西 濃 バ ナ ナ 加 工 ㈱ 林 利 数 バナナ加工・輸入果実・卸売

　 ○1号議員　58名

エンジン部品製造業

(5) 議　員

① 各号議員の定数及び実数

② 各号議員の氏名・事業所等

1 号 議 員

実 数

31312 号 議 員

定 数

58

区 分

建 設 業イビデングリーンテック㈱

業 種

保 険 業

100計 100

事 業 所 名

アイビー電子工業㈱

（事業所名五十音順）

電気機械器具製造業

機 械 設 計 製 造 業

旅 行 業

パッキング加工販売

各 種 物 品 販 売

医薬品・化粧品小売業

楽器販売業・音楽教室

自 動 車 部 品 卸 売

自 動 車 販 売 業

製 飴 業

澤 村 陽 介

上 松 伸 光

上 田 和 男

㈱ オ イ ダ 製 作 所

岡 本 住 建 ㈱ 岡 本 雅 量

大垣スバル自動車㈱ 宮 内 靖 人

㈱ エ フ エ ム 岐 阜

才 門 勉

種 田 文 彦

㈱ 宇 佐 美 組 宇 佐 美 憲 邦

坂 井 隆

イ ビ デ ン 産 業 ㈱

大 垣 水 産 青 果 ㈱

上 田 石 灰 製 造 ㈱

備 考

58

3 号 議 員 11

赤坂町3751

草道島町13

丸 山 仁 内原1-197

小野4-35-10

議員職務執行者

河間町3-55

揖斐郡池田町宮地1076-1

所 在 地

小野4-35-10アクサ生命保険㈱西濃営業所

11

電子部品・プリント配線基盤

粟 野 孝 一

石 油 製 品 販 売 業

放 送 業

石灰製品製造販売業

小 野 電 産 業 ㈱ 小 野 史 宏

㈱ 鈴 木 栄 光 堂

ス イ ト ト ラ ベ ル ㈱

鈴 木 伝

大 塚 典 和

城 山 産 業 ㈱

㈱ 松 栄 楽 器

梅 村 和 行

虫 賀 公 治

コ ダ マ 樹 脂 工 業 ㈱

北 川 資 雄

松 崎 泰

㈱ 桑 名 屋

グ レ ー ト イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン
ネ ッ ト ワ ー ク ㈱

下 里 輝 彦

㈱滋賀銀行 大垣支店

川 瀬 尚 志

㈱ 飼 沼 飼 沼 茂 浩

㈱ ジ ー ・ シ ー

オーケーシー食品㈱

原 正 昭

児 玉 栄 一

竹 中 幸 三

久 保 田 洋 一

西 濃 産 業 ㈱

㈱ 佐 竹 組

青柳町4-14-2

旭町3-11

佐 竹 俊 郎

㈱ セ イ ノ ー 商 事 野 水 優 治

安八郡神戸町大字八条302

安八郡神戸町大字末守字長池377-1

美和町1718

養老郡養老町蛇持21

釜笛4-18

旭町1-1

田口町1

矢 野 聡

髙 橋 顕 良

浅草4-62

安井町3-1

曽根町61

大井3-96-1

新 興 機 械 ㈱

㈱ さ し 源

㈱自然化粧品研究所

西 濃 オ ー ト ㈱

中曽根町827

築捨町4-38-3 電 気 工 事 業

古宮町161 生 鮮 食 品 荷 受 市 場

岐阜市宇佐南4-20-1

二葉町6-14 自動車販売・修理業

直江町194

川口4-12-1 飲 食 料 品 卸 売 業

南頬町4-32-1

横曽根4-72

築捨町4-108

小野4-35-10

結納品・貴金属販売

菓 子 卸 売 業

樹 脂 工 業

土木・舗装・建築工事

金 融 業

種 田 雅 文 食品製造・給食・仕出し

通 信 サ ー ビ ス 業

建 設 業

寿司･おにぎり･弁当製造販売業㈱ 河 合 寿 司 河 合 敏 直
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外渕2-38

赤坂町226

宮町2-21

世安町4-31

米野町3-30

大井4-53

神田町2-35

赤坂町226

㈱ 吉 田 ハ ム 中 平 豊 彦 寿町1-1 畜 産 食 料 品 製 造 業

㈱ホンダ四輪販売丸順 今 川 喜 章 新田町2-1234 自 動 車 小 売 業

㈱三菱ＵＦＪ銀行大垣支店 鈴 木 章 弘 郭町1-8 金 融 業

商 業

総 合 小 売 業

㈱アレックカワイ

一 般 食 品 卸 売

自 動 車 部 品 製 造 業

タ ッ ク ㈱

自動車販売・修理業

特殊産業用機械製造業

㈱ 豊 田 モ ー タ ー ス 豊 田 典 義

矢 橋 慎 哉

朝 田 貴 久 美

繊 維 製 品 製 造 業
三 菱 ケ ミ カ ル ㈱
技 術 部 大 垣 工 場

浅 野 圭 一2. 工 業

染 色 整 理 業

松 本 良 弘

矢 橋 工 業 ㈱

上石津町乙坂130-1

自動車用電子部品製造業㈱エヌビーシー 日 比 利 雄

東 海 サ ー モ ㈱

自 動 車 部 品 製 造 業齊 藤 浩

石 灰 製 造 業

化 学 工 業

㈱ 丸 順

コ ー テ ッ ク ㈱

管 工 事 業

酒 類 ・ 食 品 卸 売

業 種

自動車販売・修理業

日 用 品 雑 貨 卸 売

電気通信機械部品製造

新 聞 販 売 業

自 動 車 部 品 製 造 業

日 電 精 密 工 業 ㈱

中 日 本 カ プ セ ル ㈱ 荒尾町229-2

野 原 扶 二 男 内原1-71

山 中 利 恭

千鳥町1-8

川 瀬 憲 司 林町3-186-1

鋼 材 販 売 業河 合 保 孝

建 築 材 料 卸 売 業

新長沢町5-23 電気・空調設備工事業

家 具 ・ 建 具 卸 売 業

医薬品・化粧品小売業

津 谷 晃 江

野口3-2

㈲ラ ブ

矢 橋 林 業 ㈱ 矢 橋 龍 宜

松 本 正 平 高屋町1-50

安 田 隆 夫

事 業 所 名 所 在 地

古 川 裕 晃

㈱ セ リ ア

平 林 淳㈱ ひ ら ば や し

西 脇 孝 英

領家町1-78

福 永 秀 俊

フ ジ ヤ 広 告 ㈱

㈱ 中 部 メ イ カ ン

太 平 洋 精 工 ㈱

髙 橋 繁 樹

㈱ タ ッ ク ジ ャ パ ン 髙 橋 伸 輔

㈱ 福 永 建 築 事 務 所

(資) 西 孝

俵町39㈱ 槌 谷

野 原 電 研 ㈱

㈱ 東 伸

事 業 所 名 議員職務執行者

伝馬町1武 内 昌 史

小 川 貴 久 桧町450

所 在 地

各 種 商 品 小 売 業

自動車ｼｰﾄｶﾊﾞｰ製造業

武 内（資）

食 品 製 造 業

土木建築サービス業

安田電機暖房㈱大垣支店

㈱ で ん す ん 堂 斉 秀

㈱東海プロセスサービス

㈲ 四 鳥

　 ○2号議員　31名

西 脇 保 彦
安八郡安八町
南今ヶ渕640-1

㈱ 三 輪 酒 造

木戸町122

吉 田 昌 弘

屋 外 広 告 業

三塚町336-1

河 合 映 治

林町6-80-21ユニー㈱アクアウォーク大垣

1.

山田硝子商事㈱ 山 田 康 雄

部 会

中川町3-5-1

船町4-48

㈱ボンフォーム

松 井 康 信

橋 川 寛 治

富 士 和 商 事 ㈱

議員職務執行者

三 輪 研 二

築捨町5-86-1松 井 工 業 ㈱

岐阜市柳津町流通センター1-1-4小 寺 仁 太 郎

林町4-45-5

槌 谷 祐 哉

ｿﾌﾄｳｪｱ開発･情報処理業小野4-35-12

料 亭

業 種

（事業所名五十音順）

東外側町1-15

パ ン ・ 菓 子 製 造 業

郭町3-74

学 習 塾

開発町5-71-1 農畜産物・水産物卸売業

菓 子 製 造 販 売

酒 造 業

藤 井 徳 充

問屋町9-4

藤 吉 英 紀 野口3-1-2

寸 田 公 治
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万石2-31

鶴見町73-3

神田町1-1

神田町1-76

南高橋町3-102

浅草2-66

高屋町1-17

本今5-141

加賀野4-1-20

寺内町3-67

郭町2-25

高屋町1-26

南高橋町2-25

大垣市中野町3-31

東前5-7-2

新田町3-1230

西外側町2-15

本今町神田400

田 中 達 彦 電 気 供 給 業

㈱ Ｏ Ｋ Ｂ 総 研 五 藤 義 徳 経済･金融等調査研究

3.

（事業所名五十音順）

業 種

　 ○3号議員　11名

名阪近鉄バス㈱

4.

㈱ 山 中 工 務 店

所 在 地

タ カ ケ ン サ ン シ ャ イ ン ㈱ 髙 木 健 志

奥 田 優

松 田 健

事 業 所 名

旅 客 自 動 車 運 輸 業

大丸松下食品㈱

車 戸 愼 夫

久瀬川町7-5-1

岐 建 ㈱ 木 村 志 朗 西崎町2-46

金 融 業

印 刷 業

神田町2-1

建 設 業

ＴＳＵＣＨＩＹＡ㈱

電 子 部 品 製 造 業

石 灰 製 造 業

加 納 吉 明 神田町2-55 建 設 業

久徳町100

本今町1682-2

サ ン メ ッ セ ㈱ 田 中 尚 一 郎

郭町3-98

金 融 業

赤坂町2093

恵比寿町1-1

河 合 石 灰 工 業 ㈱ 河 合 伸 泰

イ ビ デ ン ㈱ 竹 中 裕 紀

㈱ 大 垣 共 立 銀 行

大 垣 西 濃 信 用 金 庫 西 脇 史 雄

議員職務執行者

境 敏 幸

二ホン美術印刷㈱

西 濃 通 運 ㈱ 坂 康 教

6. サービス業

㈱大垣ケーブルテレビ 五 十 川 智 宣

日 本 耐 酸 壜 工 業 ㈱ 堤 健 中曽根町610

神 鋼 造 機 ㈱ 早 田 隆 昭

西 濃 運 輸 ㈱ 田 口 義 隆

機 械 製 造 業

田口町1

太 平 洋 工 業 ㈱ 野 田 照 実

ガ ラ ス 壜 製 造 業

自 動 車 部 品 製 造 業

運 輸 業

小 野 義 明

井 上 豊 秋

電 気 通 信 事 業

建 設

㈱デリカスイト

食 品

㈱ 大 光

金蝶製菓 (資 )

ＮＴＴ西日本大垣支店

㈱トミダユニティー

㈱ 弘 光 舎

㈱車戸建築事務所

揖 斐 川 工 業 ㈱

部 会 事 業 所 名

印 刷 業

運 輸 業

コンクリート製品製造業

電気工事・電気製品販売

建築設計・工事監理

業 種

金 融 業

所 在 地

木 材 ・ 資 材 卸 売

建 設 業

食 料 品 卸 売 業

岐阜市北島
2－3－23

有 線 放 送 業

上 田 元 久 ガ ス 供 給 業

杉 野 裕 晃

食 料 品 卸 業

菓 子 製 造 販 売 業

食 料 品 製 造 販 売

洗 濯 業

議員職務執行者

山 中 和 樹

富 田 真 洋

金 森 武

堀 富 則

松 下 卯 蔵

深 貝 博 司

北 野 英 樹

5. 情報・公益

大 垣 ガ ス ㈱

㈱十六銀行大垣支店

中部電力㈱電力ネットワークカ
ン パ ニ ー 大 垣 営 業 所
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〃 小 川 貴 久 太 平 洋 精 工 ㈱ 檜町450

5
情
報
・
公
益

車 戸 愼 夫

山 中 和 樹

〃

部 会 長

堀 富 則

田 中 達 彦

〃 松 下 卯 蔵

富 田 真 洋

〃

副部会長

〃

〃 築捨町4-38-3

揖 斐 川 工 業 ㈱

小 野 電 産 業 ㈱

南高橋町3-102㈱ 山 中 工 務 店

大 垣 ガ ス ㈱

6
女
性
会

部 会 長 小 野 義 明

副部会長 加 納 吉 明

副部会長 川 瀬 尚 志

〃

4
食
　
品

3
建
　
設

〃

藤 井 恵 子会 長

〃

部 会 長

小 野 史 宏

〃

鈴 木 伝

副 会 長 細 井 陽 子

〃

末 松 智 子

杉 野 裕 晃

6
サ
ー

ビ
ス
業

中部電力㈱電力ネットワークカン
パ ニ ー 大 垣 営 業 所

ｸ ﾞ ﾚ ｰ ﾄ ｲ ﾝ ﾌ ｫ ﾒ ｰ ｼ ｮ ﾝ ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ㈱

㈱ 十 六 銀 行 大 垣 支 店〃

上 田 元 久

大 和 工 業 ㈱

井 上 豊 秋

金 森 武

堤 健

㈱ ト ミ ダ ユ ニ テ ィ ー

部 会 長 橋 川 寛 治 フ ジ ヤ 広 告 ㈱

矢 橋 龍 宜

部 会 長

副部会長

高屋町1-50

領家町1-78

㈱ 大 広 商 事 東前2-18-3

安八郡輪之内町楡俣新田字沼199-1

富 士 和 商 事 ㈱

寺内町3-67

南高橋町2-25

小野4-35-10

高屋町1-26

加賀野4-1-20㈱ デ リ カ ス イ ト

大 丸 松 下 食 品 ㈱

㈱ 鈴 木 栄 光 堂

㈱ 大 光

浅草4-62

浅草2-66

本今5-141

万石2-31

㈱ 車 戸 建 築 事 務 所 鶴見町73-3

㈱ セ リ ア 外渕2-38

中曽根町610

Ｔ Ｓ Ｕ Ｃ Ｈ Ｉ Ｙ Ａ ㈱

揖斐郡池田町宮地1076-1ア イ ビ ー 電 子 工 業 ㈱

㈱ 弘 光 舎

神田町2-55

神田町1-1

日 本 耐 酸 壜 工 業 ㈱

直江町362

神田町1-76

㈲ ラ ブ

㈱ ジ ー ・ シ ー

(6) 部会長・副部会長

北 川 資 雄

2
工
業

部 会 長

上 松 伸 光副部会長

所 在 地氏 名部 会 役 職

1
商
業

河 合 映 治

豊 田 典 義 千鳥町1-8

松 本 正 平

事 業 所 名

矢 橋 林 業 ㈱

〃

〃

㈱ 豊 田 モ ー タ ー ス

赤坂町226

木戸町122

副部会長 梅 村 和 行 ス イ ト ト ラ ベ ル ㈱ 旭町3-11

〃 髙 木 健 志 タカケンサンシャイン㈱ 新田町3-1230
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〃 野 原 扶 二 男 野 原 電 研 ㈱ 内原1-71 自動車部品製造業

東外側町1-15

樹 脂 工 業

土木建築工事業

大 垣 ガ ス ㈱

建 設 業

㈱ 弘 光 舎 神田町1-1 電 気 工 事 業

Ｔ Ｓ Ｕ ＣＨ ＩＹ Ａ㈱ 神田町2-55 建 設 業

岐 建 ㈱ 西崎町2-46

㈱ ア レ ッ ク カ ワ イ 野口3-2

㈲ 四 鳥 料 亭

イビデングリーンテック㈱ 河間町3-55 建 設 業

鋼 材 販 売 業

委 員

松 井 康 信

〃 五 十 川 智 宣

〃

岡 本 雅 量

山 中 和 樹

種 田 文 彦

〃

〃

坂 井 隆

津 谷 晃 江

河 合 保 孝

〃

〃

〃

〃

〃

〃

小 野 義 明

加 納 吉 明

木 村 志 朗

宇 佐 美 憲 邦

日 比 利 雄

㈱大垣ケーブルテレビ

㈱ エ ヌ ビ ー シ ー

㈱ 宇 佐 美 組 浅草1-280

建 設 業

食品製造・給食・仕出し

草道島町13

岐阜市宇佐南4-
20-1

土木・舗装・建築工事

自動車部品卸売業大井3-96-1

種 田 雅 文〃

佐 竹 俊 郎

〃

福 永 秀 俊

髙 橋 顕 良

林 利 数

豊 田 典 義

〃

西 濃 産 業 ㈱

〃

〃

役 職 氏 名

担当副会頭

委 員 長 児 玉 栄 一

東 海 サ ー モ ㈱

〃

自 動 車 小 売 業

浅 野 圭 一

上 田 元 久

〃 ㈱ホンダ四輪販売丸順今 川 喜 章

㈱ 山 中 工 務 店

事 業 所 名

寺内町3-67

副委員長

〃

松 井 工 業 ㈱

② 地域振興委員会（21名）

ガ ス 供 給 業

南高橋町3-102 建 設 業

コ ダ マ 樹 脂 工 業 ㈱

髙 橋 伸 輔

〃

川 瀬 尚 志〃

〃

北 野 英 樹

㈱滋賀銀行 大垣支店

境 敏 幸

矢 橋 慎 哉

〃

委 員 長

〃

矢 橋 工 業 ㈱

委 員 上 田 和 男

田 中 尚一郎

松 崎 泰

〃

〃

奥 田 優

業 種

石 灰 製 造 業

管 工 事 業

小野4-35-10

繊 維 製 品 製 造 業

金 融 業

医薬品・化粧品小売業

石 灰 製 造 業

所 在 地

築捨町5-86-1

新田町2-1234

安八郡神戸町
末守字長池377-1

大井4-53

開発町5-71-1

西外側町2-15

業 種

所 在 地

印 刷 業

ガ ラ ス 壜 製 造 業

郭町3-98

中曽根町610

赤坂町3751

菓 子 製 造 業

印 刷 業

電 子 部 品 製 造 業神田町2-1

有線テレビ・各種ビデ
オ 製 作 業中野町3-31

上 田 石 灰 製 造 ㈱

㈱ タ ッ ク ジ ャ パ ン

イ ビ デ ン ㈱

南頬町4-32-1

青柳4-14-21

金 融 業

赤坂町226

久瀬川町7-5-1

日 本 耐 酸 壜 工 業 ㈱

通 信 サ ー ビ ス 業

高屋町1-17金 蝶 製 菓 (資)

サ ン メ ッ セ ㈱

ｸﾞﾚｰﾄｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾈｯﾄﾜｰｸ㈱

ニ ホ ン 美 術 印 刷 ㈱

㈱ 大 垣 共 立 銀 行

㈱ 自 然 化粧 品研 究所

自動車用電子部品製造業世安町4-31

農畜産物・水産物卸売業

土木建築サービス業

エンジン部品製造業

㈱ 佐 竹 組
養老郡養老町蛇持
21

久保田 洋 一

役 職

担当副会頭 竹 中 裕 紀

副委員長

岡 本 住 建 ㈱

バナナ加工・輸入果実・卸売

自動車販売・修理業

西 濃 バ ナ ナ 加 工 ㈱

㈱ 豊 田 モ ー タ ー ス

㈱ 福 永 建 築 事 務 所

曽根町61

千鳥町1-8

中川町3-5-1

(7) 委員長等

① 企画広報委員会（13名）

オ ー ケ ーシ ー食 品㈱

〃

〃

氏 名 事 業 所 名

堤 健

㈱ オ イ ダ 製 作 所

中曽根町827
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電 気 計 測 器 製 造 業

畜産食料品製造業

各 種 物 品 販 売

神田町1-76

恵比寿町1-1

洗 濯 業

外渕2-38

電 力 事 業

日 用 品 雑 貨 卸 売

食 料 品 製 造 販 売

特殊産業用機械製造業

金 融 業

飲 食 料 品 卸 売 業

古 川 裕 晃

〃

野 水 優 治

河 合 敏 直〃 ㈱ 河 合 寿 司

高屋町1-26

田口町1

〃

自動車販売・修理業

ユニー㈱アクアウォーク大垣 林町6-80-21

電子部品・プリント配線基盤

大 丸 松 下 食 品 ㈱ 本今5-141

野口3-1

〃

北 川 資 雄

コ ー テ ッ ク ㈱ 米野町3-30 染 色 整 理 業

自動車部品製造業

中部電力㈱電力ネットワーク
カ ン パ ニ ー 大 垣 営 業 所

寿 司 ・ お に ぎ り ・
弁 当 製 造 販 売 業

経済・金融等調査研究㈱ Ｏ Ｋ Ｂ 総 研

総 合 小 売 業

五 藤 義 徳

寿町1-1

川口4-12-1

郭町2-25 Kixﾋﾞﾙ4F

三菱ケミカル㈱技術部大垣工場

〃

飼 沼 茂 浩

中 平 豊 彦

南高橋町2-25

野 田 照 実 太 平 洋 工 業 ㈱ 久徳町100

上 松 伸 光

朝 田 貴 久 美

㈱ ジ ー ・ シ ー

三塚町336-1

竹 中 幸 三

上石津町乙坂130-1

㈱ 十 六 銀 行 大 垣 支 店

大 垣 水 産 青 果 ㈱

丸 山 仁

本今町1682-2

河 合 映 治

河 合 伸 泰

㈱ 東 伸

木 材 ・ 資 材 卸 売

横曽根4-72

運 輸 業

食 品 製 造 業

加賀野4-1-20

有機化学工業製品製造業

㈱ 吉 田 ハ ム

桧町450

自 動 車 部 品 製 造 業

業 種

燃 料 小 売 業

業 種所 在 地

繊 維 製 品 製 造 業

委 員 長 神 鋼 造 機 ㈱早 田 隆 昭

担当副会頭 浅 野 圭 一

氏 名

③ 労働委員会（13名）

役 職

担当副会頭

〃

〃

〃

〃 西 濃 通 運 ㈱

大 垣 西 濃 信 用 金 庫

新田町3-1230

領家町1-78

日 電 精 密 工 業 ㈱

④ 産業振興委員会（19名）

西 脇 史 雄

中 日 本 カ プ セ ル ㈱

松 下 卯 蔵

小野4-35-10

ア イ ビ ー 電 子 工 業 ㈱
揖斐郡池田町宮地
1076-1

アクサ生命保険㈱西濃営業所

役 職

藤 井 徳 充

坂 康 教

所 在 地

内原1-197

東前5-7-2

直江町194

太 平 洋 精 工 ㈱

東 海 サ ー モ ㈱ 大井4-53

電気機械器具製造業城 山 産 業 ㈱ 釜笛4-18

食 料 品 卸 業

〃

自動車部品製造業

石 灰 製 造 業

金 融 業

荒尾町229-2

事 業 所 名

イ ビ デ ン 産 業 ㈱

事 業 所 名

ﾊﾟｯｷﾝｸﾞ加工販売

保 険 業

〃

杉 野 裕 晃

河 合 石 灰 工 業 ㈱

〃

〃 藤 吉 英 紀

㈱ セ イ ノ ー 商 事

タカケンサンシャイン㈱

富 士 和 商 事 ㈱

澤 村 陽 介

髙 木 健 志

〃 吉 田 昌 弘

〃

山 中 利 恭

委 員

問屋町9-4

㈱ セ リ ア

齊 藤 浩

才 門 勉

副委員長

委 員

㈱ 飼 沼

〃

堀 富 則

委 員 長

副委員長

〃

氏 名

小 川 貴 久

〃

〃

富 田 真 洋

〃

㈱ デ リ カ ス イ ト

田 中 達 彦

〃 ㈱ 丸 順

〃 松 本 良 弘

㈱ ト ミ ダユ ニテ ィー

〃

〃

〃

〃

(資) 西 孝

古宮町161 生 鮮 食 品 荷 受 市 場

西 脇 孝 英

機 械 製 造 業

各 種 商 品 小 売 業

赤坂町2093

神田町2-35
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美和町1718

林町3-186-1

旭町1-1

電 気 通 信 事 業

家具・建具卸売業

建 築 材 料 卸 売 業

菓 子 製 造 販 売

所 在 地

旭町3-11

食料・飲料卸売業

業 種

〃

林町4-45-5

機 械 設 計 製 造 業

小野4-35-10

金 融 業

コンクリート製品製造業

結納品・貴金属販売

酒 類 ・ 食 品 卸 売

赤坂町226

恵比寿町1-1

自 動 車 小 売 業

伝馬町1

パン・菓子製造業

所 在 地 業 種

一 般 旅 客 運 送 業

俵町39

大 塚 典 和

〃

〃

〃

船町4-48

〃

〃

㈱ ひ ら ば や し

槌 谷 祐 哉

新 聞 販 売 業

山 田 康 雄

安田電機暖房㈱大垣支店

ｿﾌﾄｳｪｱ開発･情報処理業

㈱ 三 輪 酒 造三 輪 研 二

宮 内 靖 人

久 保 田 洋 一

深 貝 博 司

新 長 沢 町 5-23

〃

旅 行 業

酒 造 業

学 習 塾

〃

タ ッ ク ㈱髙 橋 繁 樹

㈱ 大 光

〃

委 員

〃

〃

〃

〃

〃

フ ジ ヤ 広 告 ㈱

浅草2-66

本今町字神田400

木戸町122

〃

粟 野 孝 一

西 脇 保 彦

平 林 淳

㈱ 東海プロセスサービス

㈱ 自 然 化粧 品研 究所

小 寺 仁 太 郎 ㈱ 中 部 メ イ カ ン

川 瀬 憲 司

安 田 隆 夫

矢 野 聡

㈱ 松 栄 楽 器

西 濃 オ ー ト ㈱

丸 山 仁

小 野 史 宏

㈱ ボ ン フ ォ ー ム

イ ビ デ ン 産 業 ㈱

小 野 電 産 業 ㈱

鈴 木 章 弘 ㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 大 垣 支 店

郭町3-74

高屋町1-50

金 森 武

㈲ ラ ブ

虫 賀 公 治

井 上 豊 秋

ス イ ト ト ラ ベ ル ㈱

副委員長

委 員 長

役 職

橋 川 寛 治

氏 名

松 本 正 平

委 員

〃

〃

竹 中 裕 紀

〃

松 田 健

武 内 ( 資 )

㈱ エ フ エ ム 岐 阜

〃 寸 田 公 治

小野4-35-12

青柳町4-14-2

〃

岐阜市北島
２－３－２３

役 職

西 脇 史 雄

〃

副委員長

名 阪 近 鉄 バ ス ㈱〃

㈱槌 谷

〃

安井町3-1

武 内 昌 史

郭町1-8

大 垣 西 濃 信 用 金 庫

〃

㈱ で ん す ん 堂 斉 秀

担当副会頭

小野4-35-10

Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本 大 垣 支 店

安八郡神戸町
大字八条302委 員 長

事 業 所 名

山 田 硝 子 商 事 ㈱

⑥ 情報委員会（18名）

〃 宮町2-21

原 正 昭

氏 名

新 興 機 械 ㈱

〃

川 瀬 尚 志

製 飴 業浅草4-62㈱ 鈴 木 栄 光 堂鈴 木 伝

グレートインフォメーション
ネ ッ ト ワ ー ク ㈱

下 里 輝 彦 ㈱ 桑 名 屋 築捨町4-108 菓 子 卸 売 業

内原1-197

築捨町4-38-3

自動車シートカバー製造業

石 油 製 品 販 売 業

医薬品・化粧品小売業

楽器販売業･音楽教室

電機・空調設備工事業

金 融 業

電 気 工 事 業

矢 橋 林 業 ㈱矢 橋 龍 宜

屋 外 広 告 業

通 信 サ ー ビ ス 業

自 動 車 販 売 業

岐阜市柳津町
流通センター1-1-4 一 般 食 品 卸 売

安八郡安八町
南今ヶ渕640-1

電気計測器製造業神田町2-1

大 垣 ス バル 自動 車㈱

揖 斐 川 工 業 ㈱

⑤ 交流産業委員会（14名）

衣料品・化粧品小売業

民 間 放 送 業

二葉町6-14

梅 村 和 行

万石2-31

㈱ さ し 源

担当副会頭 イ ビ デ ン ㈱

事 業 所 名
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大垣市都市計画部長

大垣商工会議所専務理事

　

日 比 野 芳 幸

関 谷 和 彦

加 藤 誠

〃 金 森 武 大垣商工会議所交流産業委員会委員長

委 員 加 藤 誠 大垣市経済部長

〃 關 琢 磨

(8) 顧問・参与

職 名

〃 上 田 元 久

〃 津 谷 晃 江

梅 村 和 行

武 内 昌 史

福 永 秀 俊

〃

〃

〃

西 脇 史 雄 大垣商工会議所副会頭

相 談 役 車 戸 愼 夫 大垣商工会議所常議員

担当副会頭

〃 髙 木 健 志 大垣商工会議所産業振興委員会委員長

事務局長兼総務企画課長〃

小野4-35-10

税 理 士 会

専 務 理 事

西長町1

⑦ まちづくり特別委員会（22名）

役 職 氏 名 所 属 団 体 ・ 役 職 名

〃 三 輪 正 直 大 垣 商 工 会 議 所

㈱ 山 中 工 務 店

新田町3-1230

境 敏 幸

委 員 長 松 本 正 平 大垣商工会議所常議員

南高橋町3-102 建 設 業

副委員長 児 玉 栄 一 大垣商工会議所地域振興委員会委員長

〃 岩 田 正 章 〃

〃 高 橋 茂 樹 名古屋税理士会大垣支部

〃 山 中 和 樹

委 員 長

タカケンサンシャイン㈱〃 髙 木 健 志

委 員 安 田 隆 夫

担当副会頭 西 脇 史 雄

事 業 所 名

大垣市議会建設産業委員長

洗 濯 業

恵比寿町1-1

業 種

安田電機暖房㈱大垣支店 新長沢町5-23 電気・空調設備工事業

㈱ 大 垣 共 立 銀 行 金 融 業郭町3-98

所 在 地

金 融 業大 垣 西 濃 信 用 金 庫

① 小規模企業等経営改善資金審査会（7名）

参 与

〃

役 職 氏 名

三 輪 研 二

大垣市議会議長

大垣市経済部長

(9) その他

大垣商工会議所議員

大垣商工会議所常議員

大垣商工会議所議員

大垣商工会議所常議員

大垣商工会議所議員

大垣商工会議所議員

大垣商工会議所議員

大　垣　市　長

顧 問 ・ 参 与

顧 問

虫 賀 公 治

五 十 川 智 宣

〃

氏 名

〃

〃

〃

大垣商工会議所議員

大垣商工会議所常議員

小 川 敏

大垣商工会議所議員

大垣商工会議所議員

北 野 英 樹

松 田 健

大垣商工会議所議員

大垣商工会議所議員

〃

〃

大垣商工会議所常議員

川 瀬 尚 志

〃

〃 堀 富 則

〃 河 合 敏 直

三 輪 正 直

〃

〃

鈴 木 伝
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西 濃 産 業 ㈱ 髙 橋 顕 良 大井3-96-1

㈱ 鈴 木 栄 光 堂 鈴 木 伝 浅草4-62

西 濃 オ ー ト ㈱ 矢 野 聡 安井町3-1

新 興 機 械 ㈱ 原 正 昭 安八郡神戸町大字八条302

ス イ ト ト ラ ベ ル ㈱ 梅 村 和 行 旭町3-11

㈱ 松 栄 楽 器 大 塚 典 和 旭町1-1

城 山 産 業 ㈱ 竹 中 幸 三 釜笛4-18

㈱ ジ ー ・ シ ー 北 川 資 雄 直江町194

㈱ 自 然 化 粧 品 研 究 所 久 保 田 洋 一 青柳町4-14-2

㈱ 佐 竹 組 佐 竹 俊 郎 養老郡養老町蛇持21

㈱ 滋 賀 銀 行 大 垣 支 店 松 崎 泰 南頬町4-32-1

コ ダ マ 樹 脂 工 業 ㈱ 児 玉 栄 一 安八郡神戸町大字末守字長池377-1

㈱ さ し 源 虫 賀 公 治 美和町1718

グ レ ー ト イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン
ネ ッ ト ワ ー ク ㈱ 川 瀬 尚 志 小野4-35-10 ｿﾌﾄﾋﾟｱｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱﾈｯｸｽ303

㈱ 桑 名 屋 下 里 輝 彦 築捨町4-108

㈱ 飼 沼 飼 沼 茂 浩 川口4-12-1

㈱ 河 合 寿 司 河 合 敏 直 横曽根4-72

オ ー ケ ー シ ー 食 品 ㈱ 種 田 雅 文 中曽根町827

小 野 電 産 業 ㈱ 小 野 史 宏 築捨町4-38-3

大 垣 ス バ ル 自 動 車 ㈱ 宮 内 靖 人 二葉町6-14

岡 本 住 建 ㈱ 岡 本 雅 量 牧野町1-293-1

㈱ オ イ ダ 製 作 所 種 田 文 彦 草道島町13

大 垣 水 産 青 果 ㈱ 才 門 勉 古宮町161

㈱ 宇 佐 美 組 宇 佐 美 憲 邦 浅草1-280

㈱ エ フ エ ム 岐 阜 粟 野 孝 一 小野4-35-10

イ ビ デ ン 産 業 ㈱ 丸 山 仁 内原1-197

上 田 石 灰 製 造 ㈱ 上 田 和 男 赤坂町3751

ア ク サ 生 命 保 険 ㈱ 西 濃 営 業 所 澤 村 陽 介 小野4-35-10

イ ビ デ ン グ リ ー ン テ ッ ク ㈱ 坂 井 隆 河間町3-55

事 業 所 名 議員職務執行者 所　在　地

ア イ ビ ー 電 子 工 業 ㈱ 上 松 伸 光 揖斐郡池田町宮地1076-1

3. 選挙および選任

(1) 議　員

　当商工会議所議員の任期は、令和元年10月31日をもって満了したので、次のとおり1号議
員、2号議員、3号議員の各議員を選任した。

①1号議員（定数58名）

　令和元年9月20日から立候補の受付を開始し、令和元年10月4日の締切日までに定数58名
に対し、58事業所の立候補の届出があったので、全員当選人となった。

1号議員当選人名簿 （事業所名五十音順）

24



千鳥町1-8㈱ 豊 田 モ ー タ ー ス

㈲ 四 鳥 津 谷 晃 江 東外側町1-15

ユニー ㈱ア ク ア ウォ ーク 大垣 里 見 潤 林町6-80-21

㈱ 吉 田 ハ ム 中 平 豊 彦 寿町1-1

㈱ 三 輪 酒 造 三 輪 研 二 船町4-48

安 田 電 機 暖 房 ㈱ 大 垣 支 店 安 田 隆 夫 新長沢町5-23

松 井 工 業 ㈱ 松 井 康 信 築捨町5-86-1

㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 大 垣 支 店 鈴 木 章 弘 郭町1-8

富 士 和 商 事 ㈱ 藤 井 徳 充 領家町1-78

㈱ ホ ン ダ 四 輪 販 売 丸 順 今 川 喜 章 新田町2-1234

㈱ 福 永 建 築 事 務 所 福 永 秀 俊 中川町3-5-1

フ ジ ヤ 広 告 ㈱ 橋 川 寛 治 木戸町122

野 原 電 研 ㈱ 野 原 扶 二 男 内原1-71

㈱ ひ ら ば や し 平 林 淳 郭町3-74

( 資 ) 西 孝 西 脇 孝 英 問屋町9-4

日 電 精 密 工 業 ㈱ 吉 田 昌 弘 三塚町336-1

㈱ 東 伸 藤 吉 英 紀 野口3-1-2

中 日 本 カ プ セ ル ㈱ 山 中 利 恭 荒尾町229-2

豊 田 典 義

㈱ で ん す ん 堂 斉 秀 寸 田 公 治 林町4-45-5

㈱ 東 海 プ ロ セ ス サ ー ビ ス 川 瀬 憲 司 林町3-186-1

㈱ 中 部 メ イ カ ン 小 寺 仁 太 郎 岐阜市柳津町流通センター1-1-4

㈱ 槌 谷 槌 谷 祐 哉 俵町39

タ ッ ク ㈱ 髙 橋 繁 樹 小野4-35-12

㈱ タ ッ ク ジ ャ パ ン 髙 橋 伸 輔 開発町5-71-1

太 平 洋 精 工 ㈱ 小 川 貴 久 桧町450

武 内 （ 資 ） 武 内 昌 史 伝馬町1

㈱ セ イ ノ ー 商 事 野 水 優 治 田口町1

西 濃 バ ナ ナ 加 工 ㈱ 林 ． 利 数 曽根町61

事 業 所 名 議員職務執行者 所　在　地
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6. サービス業

2. 工 業

情報・公益

食 品

建 設3.

商 業

5.

㈱大垣ケーブルテレビ 五 十 川 智 宣

二ホン美術印刷㈱ 奥 田 優

ＮＴＴ西日本大垣支店 深 貝 博 司

4.

㈱ 大 光

大垣市中野町3-31

西外側町2-15

名 阪 近 鉄 バ ス ㈱ 松 田 健 本今町神田400

西 濃 通 運 ㈱ 坂 康 教 東前5-7-2

タカケンサンシャイン㈱ 髙 木 健 志 新田町3-1230

郭町2-25

㈱十六銀行大垣支店 杉 野 裕 晃 高屋町1-26
中部電力㈱電力ネットワークカン
パ ニ ー 大 垣 営 業 所 田 中 達 彦 南高橋町2-25

㈱ Ｏ Ｋ Ｂ 総 研 五 藤 義 徳

大 垣 ガ ス ㈱ 上 田 元 久 寺内町3-67

本今5-141

㈱ デ リ カ ス イ ト 堀 富 則 加賀野4-1-20

金 蝶 製 菓 (資) 北 野 英 樹 高屋町1-17

大 丸 松 下 食 品 ㈱ 松 下 卯 蔵

岐阜市北島2-3-23

富 田 真 洋 神田町1-76

㈱ 山 中 工 務 店 山 中 和 樹 南高橋町3-102

金 森 武 浅草2-66

揖 斐 川 工 業 ㈱ 井 上 豊 秋 万石2-31

㈱車戸建築事務所 車 戸 愼 夫 鶴見町73-3

㈱ 弘 光 舎 神田町1-1

㈱トミダユニティー

三 菱 ケ ミ カ ル ㈱
技 術 部 大 垣 工 場 松 本 良 弘 神田町2-35

小 野 義 明

㈱ 丸 順 齊 藤 浩 上石津町乙坂130-1

矢 橋 工 業 ㈱ 矢 橋 慎 哉 赤坂町226

コ ー テ ッ ク ㈱ 朝 田 貴 久 美 米野町3-30

東 海 サ ー モ ㈱ 浅 野 圭 一 大井4-53

㈲ ラ ブ 松 本 正 平 高屋町1-50

㈱アレックカワイ 河 合 保 孝 野口3-2

㈱ エ ヌ ビ ー シ ー 日 比 利 雄 世安町4-31

安八郡安八町 南今ヶ渕640-1

矢 橋 林 業 ㈱ 矢 橋 龍 宜 赤坂町226

山 田 硝 子 商 事 ㈱ 山 田 康 雄 宮町2-21

部 会 事業所名 議員職務執行者 所　在　地

1.

㈱ セ リ ア 河 合 映 治 外渕2-38

㈱ ボ ン フ ォ ー ム 西 脇 保 彦

②2号議員（定数31名）

　令和元年9月5日から9月19日の間に、それぞれの部会を開催し、次の通り選任した。

（事業所名五十音順）
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日 本 耐 酸 壜 工 業 ㈱ 令和元年11月1日

令和元年度中における名誉役職の辞職はなし

役職名 氏 名 事 業 所 名 就任年月日

名誉顧問 堤 俊 彦

○名誉役職

令和元年度中における名誉役職の選任は次の通り

○役　員

令和元年度中における役員の異動はなし

日 本 耐 酸 壜 工 業 ㈱ 堤 健 中曽根町610

④議員改選後の異動

○議　員

令和元年度中における議員の異動はなし

太 平 洋 工 業 ㈱ 野 田 照 実 久徳町100

Ｔ Ｓ Ｕ Ｃ Ｈ Ｉ Ｙ Ａ ㈱ 加 納 吉 明 神田町2-55

神 鋼 造 機 ㈱ 早 田 隆 昭 本今町1682-2

西 濃 運 輸 ㈱ 田 口 義 隆 田口町1

岐 建 ㈱ 木 村 志 朗 西崎町2-46

サ ン メ ッ セ ㈱ 田 中 尚 一 郎 久瀬川町7-5-1

大 垣 西 濃 信 用 金 庫 西 脇 史 雄 恵比寿町1-1

河 合 石 灰 工 業 ㈱ 河 合 伸 泰 赤坂町2093

イ ビ デ ン ㈱ 竹 中 裕 紀 神田町2-1

㈱ 大 垣 共 立 銀 行 境 敏 幸 郭町3-98

③3号議員（定数11名）

　令和元年9月27日開催の常議員会の同意を得て、会頭が次の通り選任した。

（事業所名五十音順）

事 業 所 名 議員職務執行者 所　在　地
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神田町2-1

恵比寿町1-1

大井4-53

小野4-35-10

万石2-31

（事業所名五十音順）

世安町4-31

寺内町3-67

郭町3-98

浅草2-66

赤坂町2093

西崎町2-46

高屋町1-17

鶴見町73-3

神田町1-1

安八郡神戸町末守長池377-1

久瀬川町7-5-1

〃 児 玉 栄 一 コ ダ マ 樹 脂 工 業 ㈱

〃

高屋町1-26

安八郡神戸町八条302

本今町1682-2

浅草4-62

外渕2-38

久徳町100

本今5-141

新田町3-1230

神田町2-55

中曽根町610

西外側町2-15

内原1-71

安八郡安八町南今ヶ渕640-1

上石津町乙坂130-1

郭町1-8

新長沢町5-23

赤坂町226

南高橋町3-102

東外側町1-15

高屋町1-50

領家町3-651

名古屋市中村区豊国通1-22-2

河間町5-241-3〃 髙 橋 茂 樹 名古屋税理士会大垣支部

監　　事 山 田 通 博 中 部 産 業 ㈱

〃 小 川 明 共 友 リ ー ス ㈱

〃 津 谷 晃 江 ㈲ 四 鳥

〃 松 本 正 平 ㈲ ラ ブ

〃 矢 橋 慎 哉 矢 橋 工 業 ㈱

〃 山 中 和 樹 ㈱山 中 工 務 店

〃 鈴 木 章 弘 ㈱三菱ＵＦＪ銀行大垣支店

〃 安 田 隆 夫 安田電機暖房㈱大垣支店

〃 西 脇 保 彦 ㈱ ボ ン フ ォ ー ム

〃 齊 藤 浩 ㈱ 丸 順

〃 奥 田 優 ニ ホ ン 美 術 印 刷 ㈱

〃 野 原 扶 二 男 野 原 電 研 ㈱

〃 加 納 吉 明 T S U C H I Y A㈱

〃 堤 健 日 本 耐 酸 壜 工 業 ㈱

〃 松 下 卯 蔵 大 丸 松 下 食 品 ㈱

〃 髙 木 健 志 タカケンサンシャイン㈱

〃 河 合 映 治 ㈱ セ リ ア

〃 野 田 照 実 太 平 洋 工 業 ㈱

〃 早 田 隆 昭 神 鋼 造 機 ㈱

〃 鈴 木 伝 ㈱ 鈴 木 栄 光 堂

〃 杉 野 裕 晃 ㈱ 十六銀行大垣支店

〃 原 正 昭 新 興 機 械 ㈱

田 中 尚一郎 サ ン メ ッ セ ㈱

〃 車 戸 愼 夫 ㈱ 車 戸 建 築 事 務 所

〃 小 野 義 明 ㈱ 弘 光 舎

〃 木 村 志 朗 岐 建 ㈱

〃 北 野 英 樹 金 蝶 製 菓 合 資 会 社

〃 金 森 武 ㈱ 大 光

〃 河 合 伸 泰 河 合 石 灰 工 業 ㈱

〃 上 田 元 久 大 垣 ガ ス ㈱

〃 境 敏 幸 ㈱ 大 垣 共 立 銀 行

常 議 員 井 上 豊 秋 揖 斐 川 工 業 ㈱

〃 日 比 利 雄 ㈱ エ ヌ ビ ー シ ー

〃 浅 野 圭 一 東 海 サ ー モ ㈱

専務理事 三 輪 正 直 大 垣 商 工 会 議 所

副 会 頭 竹 中 裕 紀 イ ビ デ ン ㈱

〃 西 脇 史 雄 大 垣 西 濃 信 用 金 庫

役 職 氏 名 事 業 所 名 所 在 地

会　　頭 田 口 義 隆 西 濃 運 輸 ㈱ 田口町1

(2) 役　員

　当所役員の任期は令和元年10月31日をもって満了のため、10月30日開催の臨時議員総会
において、次のとおり選任した。
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三　輪　正　直

菱　田　耕　吉

岩　田　正　章

服　部　智　美

髙　井　昌　英

清 水 健 太 郎

　

事務局次長

所 掌 事 務 の 概 要

総務企画課

①　主な職員の役職・氏名

(2) 事務局職員

事務局長兼総務企画課長

5人

商工業者のための経営相談と指導、小規模事業者の巡回経
営相談、小規模事業者のためのセミナー・講習会、経営カ
ルテの管理運用、融資斡旋、小規模事業者の技術改善、産
学連携に関する事項、創業支援、小規模企業共済
経営セーフティ共済制度の運用、収支予算・決算、商工業
に関する調査、取引斡旋、部会・委員会事業、その他経営
改善普及事業

商工業者のための経営相談と指導、小規模事業者の巡回経
営相談、経営カルテの管理運用、小規模事業者の技術改
善、融資斡旋、共済制度の運用、検定事業、商工技術及び
技能の普及、商店街の振興育成、中心市街地活性化事業
商事取引・斡旋・紛争の調停及び仲裁に関する事項、博覧
会・見本市、商工業振興に関する各種行事、その他経営改
善普及事業

11人
中小企業
経営指導
相談所

相談課

振興課

定款・規約、文書の発信・受信、役員・議員に関する事
項、会議、印章、諸契約、会員名簿、図書・物品の購入、
その他庶務全般、収支予算・決算の作成、使用料・手数料
の出納、財産の管理、その他経理全般、備品の整備、手数
料・使用料の徴収、部会・委員会に関する事項、行政官
庁・経済団体との連繋、その他管理全般
会員に関する事項、会費・特定商工業者負担金等の収納、
証明、鑑定、講演会・講習会、法定台帳の管理運用、広報
に関する事項、部会・委員会に関する事項、その他業務全
般

12

4. 事務局

(1) 事務局の機構

男

嘱 託 職 員 パ ー ト 計

課 名 職員数

0

69

専 任 職 員

女

233

0

3

11

総務企画課付課長

3

1

2

②　職員数

計

区 分

2

6 4

中小企業経営指導相談所　
相談課長兼振興課長

専務理事

事務局相談役

3

2

補 助 員

2

経営指導員
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( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( )

( )

( )

藤 見 幸 彦 前議員 〃 15年 〃

金 森 武 常議員

監 事 一般表彰〈商工業表彰〉

〃

三 輪 髙 史 前常議員 〃 14年 〃 〃

臼 井 猛 前常議員 〃 11年 〃 〃

〃

議 員 〃

〃

成 瀬 重 雄 前専務理事 〃 12年 〃 〃

〃

〃

〃

鈴 木 伝

〃

表　彰　内　容

〃

常議員 〃

山 田 通 博

前議員

〃

山 中 和 樹

年　月　日氏 名

森 美 代 子 女性会顧問 功 労 章〈市の公益発展に貢献〉

件

勤続15年以上30年未満 21 名

勤続30年以上

9年

〃前常議員

〃 6年

通7,405計 7,378

　　　　　〃

名

　　　・日本商工会議所・大垣商工会議所表彰

加 納 吉 明

　　　・大垣市功労者表彰（商工会議所関係分）

・会員事業所より推薦の優良従業員を表彰（平成31年4月1日）

平成 31年 4月 1日

小 倉 利 之

13 名 計34名

特別功績

〃

1 通

(2) 表彰・受章

①　表　彰

国外 1 件

0

通

国外

・受信 国内 7,377 件 7,404

5. 庶　務

(1) 文　書

令和元年度中の取扱発信・受信総数は27,886通であり、その内訳は、

・発信 国内 1,036 件 20,481
通

通
20,481

0 件 0 通
件1,036計

令和元年12月4日

②　受　章

・叙勲・褒章（商工会議所関係分） 該当なし

氏 名 表 彰 内 容

栗 田 茂 康 前副会頭

矢 橋 慎 哉 常議員

安 田 隆 夫

18年 〃

田 中 義 一 9年 〃

中 村 佳 哉 15年

表 彰 者

堤 俊 彦 前会頭 日商表彰規則第2条第1項 22年 日本商工会議所

9年 大垣商工会議所

〃

〃

〃前議員 〃

常議員

常議員

常議員
日本商工会議所
大垣商工会議所

〃

大商表彰規則第1条第2項

〃

日 商 表 彰 規 則 第 7 条
大 商 表 彰 規 則 第 4 条 連 名 18年

9年 〃

9年 〃

令和 2年 3月 25日

年　月　日

〃

〃

河 合 保 孝 9年 〃 〃
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大垣商工会議所

　　　・岐阜県商工会議所連合会表彰

年　月　日

各務原商工会議所　北角浩一氏の会頭就任に祝詞

7月25日

10月24日

鹿児島市中学生親善使節団　歓迎レセプションに祝電

9月27日

アクサ福祉共済県内統一キャンペーン
年換算保険料目標達成賞

作品コンテスト」

城下町大垣イルミネーション実行委員会主催による「市民手づくりイルミネーション

(3) 慶弔・その他

中津川商工会議所創立70周年記念式典に祝電

・令和2年2月16日

一般社団法人岐阜県発明協会大垣支会･大垣市主催による「第58回発明くふう展」

団体名 表　彰　内　容

11月21日

10月24日

令和元年

当所元常議員　本田藤夫氏のご逝去に弔電

8月18日 当所議員今川喜章氏のご尊父　元常議員　今川順夫氏のご逝去に弔電

大垣市長　小川敏氏のご母堂のご逝去に弔電

鈴木登氏、高井孝市朗氏、後藤雄介氏、脇坂洋二氏の叙勲褒章受章に祝詞

9月19日

美濃商工会議所　松久豊太郎氏の会頭就任に祝詞

2月2日 当所議員　宮内靖人氏のご尊父　元常議員　宮内和男氏のご逝去に弔電

令和2年

8月5日

・令和元年11月30日

11月2日
竹中俊昭氏、伊藤喜久雄氏、末松勝見氏、中村洋子氏、小野敬之氏、増井達己
氏、

当所常議員鈴木伝氏のご尊父　元議員　鈴木清次郎氏のご逝去に弔電

②　弔　慰

令和元年7月19日

・令和元年10月6日

ソフトピアジャパン文化祭実行委員会主催による「ソフトピア探検隊」

土岐商工会議所　大島健太郎氏の会頭就任に祝詞

平野学園主催による「2020平野学園・大垣ファッションフェスティバル」

6月14日 当所常議員　車戸愼夫氏の国土交通大臣表彰受賞に祝詞

5月20日 鈴木陸平氏、所弘子氏、安田守氏、大平忠幸氏、兼松志津夫氏、清水敦子氏の

①　慶　祝

令和元年

叙勲褒章受章に祝詞

5月10日 大垣市議会の日比野芳幸氏の議長就任、粥川加奈子氏の副議長就任、

関谷和彦氏の建設産業委員長就任に祝詞

③　その他　大垣商工会議所会頭賞授与

・令和元年10月19日

・令和元年11月16日

大垣間税会主催による『「税の標語」コンクール』
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6．会 議 

(1) 議員総会 

○第177回 

ａ．開催年月日 令和元年6月26日(水) 

ｂ．場   所 ソフトピアジャパンセンタービル 

ｃ．出 席 者 数      77名（うち委任状30名） 

ｄ．議   題 (1)常議員・監事の選任について 

(2)平成 30年度事業報告について 

(3)平成 30年度収支決算について 

(4)議員選挙及び選任施行要項(案)について 

（報告事項）①議員職務執行者の変更について 

②顧問・参与の委嘱について 

③小企業等経営改善資金審査会審査委員の委嘱について 

④就業規則の一部改正について 

⑤令和元年度収支補正予算について 

⑥新入会員について 

⑦今後の会議・行事予定について 

⑧経営発達支援計画にかかる事業改善策について 

⑨県下統一商工会議所共済制度加入促進キャンペーンについて 

⑩大垣地域経済戦略推進協議会事業の推進状況について 

⑪ツール・ド・西美濃 2019について 

⑫おおがきマラソン 2019について 

○第178回 

ａ．開催年月日 令和元年10月30日（水） 

ｂ．場   所 大垣フォーラムホテル 

ｃ．出 席 者 数      91名（うち委任状20名） 

ｄ．議   題 (1)会頭の選任について 

(2)副会頭の選任同意について 

(3)専務理事の選任同意について 

(4)常議員の選任について 

(5)監事の選任について 

(6)常議員会への委任事項について 

（報告事項）①名誉役職の授与について 

②顧問・参与の委嘱について 

③委員会編成にかかる正副委員長の委嘱について 

④小企業等経営改善資金審査会審査委員の委嘱について 

⑤令和元年度収支補正予算について 

⑥今後の会議・行事予定について 

⑦新入会員について 

⑧消費税率引上げに伴う各種料金の改定について 
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⑨大垣地域経済戦略推進協議会事業の推進状況について 

(2) 常議員会 

○第325回 

ａ．開催年月日 令和元年6月19日(水) 

ｂ．場   所 大垣商工会議所 

ｃ．出 席 者 数      20名 

ｄ．議   題 (1)常議員・監事の選任について 

(2)顧問・参与の委嘱について 

(3)就業規則の一部改正について 

(4)平成 30年度事業報告および収支決算について 

(5)令和元年度収支補正予算(案)について 

(6)議員選挙及び選任施行要項(案)について 

(7)通常議員総会(6/26)の開催について 

(8)新入会員について 

（報告事項）①議員職務執行者の変更について 

②小企業等経営改善資金審査会審査委員の委嘱について 

③経営発達支援計画にかかる事業改善策について 

④令和元年度会議および行事予定について 

⑤県下統一商工会議所共済制度加入促進キャンペーンについて 

⑥大垣地域経済戦略推進協議会事業の推進状況について 

⑦ツール・ド・西美濃 2019について 

⑧おおがきマラソン 2019について 

○第326回 

ａ．開催年月日 令和元年8月22日(木) 

ｂ．場   所 大垣商工会議所 

ｃ．出 席 者 数      24名 

ｄ．議   題 (1)議員選挙及び選任にかかる２号議員の割当定数(案)について 

(2)令和元年度収支補正予算(案）について 

(3)新入会員について 

（報告事項）①ワンストップ経営相談会の開催について 

②地域活性化セミナーの開催について 

③県下統一共済制度加入促進キャンペーンの結果について 

④今後の会議・行事予定について 

⑤大垣地域経済戦略推進協議会事業の推進状況について 

○第327回 

ａ．開催年月日 令和元年9月27日(金) 

ｂ．場   所 大垣商工会議所 

ｃ．出 席 者 数      22名 

ｄ．議   題 (1)３号議員の選任(案)について 

(2)新入会員について 
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（報告事項）①消費税率引上げに伴う各種料金の改定について 

②２号議員の選任結果について 

③小規模事業者持続化補助金の採択結果および今後の対応について 

④ワンストップ経営相談会(9/4)の開催報告について 

⑤西濃地区商工団体連絡(協)・東海環状自動車道西濃地域建設促進期成(協)

合同総会および岐阜県議会西濃議員団との意見交換会(8/30)の開催報告に

ついて 

⑥今後の会議・行事予定について 

⑦大垣地域経済戦略推進協議会事業の推進状況について 

○第328回 

ａ．開催年月日 令和元年10月24日(木) 

ｂ．場   所 大垣商工会議所 

ｃ．出 席 者 数      20名 

ｄ．議   題 (1)臨時議員総会の開催および当日のタイムスケジュールについて 

(2)会頭の選任について 

(3)副会頭の選任同意について 

(4)専務理事の選任同意について 

(5)常議員の選任について 

(6)監事の選任について 

(7)名誉役職の授与について 

(8)顧問、参与の委嘱について 

(9)委員会編成にかかる正副委員長の委嘱について 

(10)常議員会への委任事項について 

(11)令和元年度収支補正予算(案)について 

(12)新入会員について 

（報告事項）①議員改選の結果報告について 

②小企業等経営改善資金審査会審査委員の委嘱について 

③今後の会議・行事予定について 

④大垣地域経済戦略推進協議会事業の推進状況について 

○第329回 

ａ．開催年月日 令和元年12月4日(水) 

ｂ．場   所 大垣フォーラムホテル 

ｃ．出 席 者 数      23名 

ｄ．議   題 (1)委員会編成について 

(2)委員会・部会・女性会の事業方針について 

（報告事項）①令和元年度における事業の進捗状況および決算見込みについて 

②令和 2年度大垣市補助金交付要望について 

③ワンストップ経営相談会(2/4）について 

④叙勲褒章受章祝賀会(12/25)について 

⑤県下財界新春懇親会(1/14)について 
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⑥大垣地域経済戦略推進協議会事業の推進状況について 

⑦今後の会議・行事予定について 

(3) 監事会 

ａ．開催年月日 令和元年 5月 21日（火） 

ｂ．場   所 大垣商工会議所 

ｃ．出 席 者 数      3名 

平成 30年度事業報告および各会計収支決算に関する監査の実施 

平成 30年度事業報告 

〃    一般会計収支決算書 

〃    不動産管理・共済特別会計収支決算書 

〃    特定退職金共済事業特別会計収支決算書 

〃    小規模事業特別会計収支決算書 

〃    退職給与積立金特別会計収支決算書 

〃    財政調整積立金特別会計収支決算書 

〃    貸借対照表 

〃    財産目録 

以上について監査を受け、正確であることの確認を得た。 
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(4) 部 会 

① 商業部会 

にぎわいと魅力ある地域づくりを目指して 

先進地の視察見学会などの事業を実施し、更なる大垣のにぎわいと魅力ある地域づくりを目

指した。また、経営セミナーを開催し、部会員の資質向上に努めるとともに、イベント等に協

賛し、地域の活性化を図った。 

会 議 

役員会・部会を開催し、事業計画及び運営などについて協議した。 

○役員会 

ａ．開催年月日 平成 31年 4月 22日（月） 

ｂ．出 席 者 数      9名 

ｃ．議   題 (1)平成 30年度事業報告並びに収支決算について 

(2)平成 31年度事業計画(案)並びに収支予算(案)について  

○部会 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 12日（木） 

ｂ．出 席 者 数      6名 

ｃ．議   題 (1)2号議員の選任について 

(2)部会役員の選任について 

○役員会 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 24日（火） 

ｂ．出 席 者 数      7名 

ｃ．議   題 (1)視察研修会について 

○役員会及び懇談会 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 25日（月） 

ｂ．場   所 助六 

ｃ．出 席 者 数      11名 

ｄ．議   題 (1)令和元年度上期事業報告及び下期の取組みについて 

(2)今後 3年間の事業方針（案）について 

意見交換会 

大垣市商業の活性化を図るため、大垣市幹部と部会役員との意見交換を行った。 

○大垣市幹部と部会役員との意見交換会 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 24日（火） 

ｂ．出 席 者 数      11名 

ｃ．内   容 (1)地域の経済状況 

①令和元年度大垣商工会議所 

事業計画の概要 

(2)大垣市からの情報提供 

①大垣市の商業政策について 

②大垣市のまちづくりについて 

(3)意見交換会 

活発な意見交換会 

36



イベント 

中古車フェア及びまるごとバザールに参加し、商業の振興と商店街の活性化を図った。 

○十万石まつり協賛 第 59回秋の中古車ジャンボフェアに協賛 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 7日(土)・8日(日) 

ｂ．場   所 アル・プラザ本館 

ｃ．出 店 社 数 31社(242台出品) 

ｄ．販 売 台 数 64台 

○第 28回西美濃まるごとバザールに参加 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 16日（土）・17日（日） 

ｂ．場 所 大垣駅通り・中心商店街 

ｃ．出店事業所 ㈱ボンフォーム、山田硝子商事㈱ 

○第 41回春の中古車ジャンボフェアに協賛 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 1日(土)・2日(日) 

ｂ．場   所 アル・プラザ本館 

ｃ．出 店 社 数 31社（232台出品） 

ｄ．販 売 台 数 60台 

先進地視察研修会 

豊田商工会議所を訪問し、「あそべるとよたプロジェ

クト」の取組みについて学んだ後、豊田市駅周辺にあ

る「まちなか広場」などを視察した。 

○視察研修会 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 29日(金) 

ｂ．参 加 者 数 13名 

ｃ．視 察 先 豊田商工会議所、 

㈱おとうふ工房いしかわ     

情報提供 

ホームページや「ＮＡＶＩ大垣」により、部会員事業所の経営に役立つ情報の提供を行った。 

組織の強化 

部会活動の一層の充実・強化を図るため、役員が中心となり会員増強を推進した。 

 

② 工業部会 

部会員事業所の交流を深め「ものづくり都市大垣」の振興発展を目指す 

「ものづくり都市大垣」のさらなる振興発展に向けて、部会員事業所相互の交流を深めると

ともに、地域におけるものづくりの振興と人材育成・人材確保のための諸事業を展開した。 

会   議 

役員会を開催し、事業計画や運営などについて協議した。 

○役員会 

ａ．開催年月日 平成31年4月24日（水） 

ｂ．出 席 者 数 5名 

ｃ．議 題 (1)平成30年度事業報告並びに収支決算報告について 

 

豊田商工会議所の取組みを聴講 
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(2)平成31年度事業計画（案）並びに収支予算（案）について 

         (3)平成31年度視察研修先について 

         (4)平成31年度部会員交流会事業（講師選定）について 

○役員会及び役員懇親会 

ａ．開催年月日 令和元年7月8日（月） 

ｂ．場   所 助六 

ｃ．出 席 者 数 12名 

ｄ．議   題 (1)先進事業所視察について 

(2)講演会・部会員交流会事業について 

○部会 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 17日（火） 

ｂ．出 席 者 数      16名 

ｃ．議   題 (1)2号議員の選任について 

(2)部会役員の選任について 

セミナー 

地域のものづくり人材の育成を目的に、各種講座の開催に協力した。 

○ものづくりリーダー育成講座 

 ａ．開催年月日 令和元年7月3日（水）、7月18日（木）、7月31日（水）（全3回） 

 ｂ．場   所 大垣市情報工房 

 ｃ．講   師 ものづくり改善オフィス 代表 高津 正吉 氏他 

 ｄ．テ ー マ 品質管理の基本とＱＣ７つ道具 他 

 ｅ．受 講 者 数 25名 

○金型人材育成講座 基礎編 

 ａ．開催年月日 令和元年7月20日（土）～10月26日（土）の毎週土曜日（全12回） 

         （8月17日、9月28日、10月12日は除く） 

 ｂ．場   所 岐阜大学 

 ｃ．講   師 岐阜大学工学部 教授 王 志剛 氏 他 

 ｄ．内   容 引張試験、材料力学の基礎、プレス成型、トライボロジーの基礎、 

         金型設計、CAEの基礎と基本操作・実習 

 ｅ．受 講 者 数 10名 

○金型人材育成講座 応用編（ハイテン材成形コース） 

  ａ．開催年月日 令和元年11月2日（土）～12月14日（土）の毎週土曜日（全6回） 

  ｂ．場   所 岐阜大学 

  ｃ．講   師 岐阜大学工学部 教授 山下 実 氏 他 

  ｄ．内   容 ハイテン材の基礎と深絞りと曲げ加工の力学・金型負荷、 

          金型のひずみ測定の実践、有限要素解析の基礎、 

          有限要素解析を用いた解析・比較 

  ｅ．受 講 者 数 3名 

 ○金型人材育成講座 応用編（精密プレスコース） 

  ａ．開催年月日 令和2年1月25日～2月29日の毎週土曜日（全6回） 
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  ｂ．場   所 岐阜大学 

  ｃ．講   師 岐阜大学工学部 教授 王 志剛 氏 他 

  ｄ．内   容 板鍛造工法開発の基礎と荷重の低減技術、板鍛造最新技術の紹介、 

          CAEによる演習など 

  ｅ．受 講 者 数 2名 

視察研修会 

 先進事業所への視察研修会として、大垣精工㈱長崎工場とＮＩＴ

ＴＯＫＵ㈱長崎工場への視察を実施した。 

○先進事業所視察研修会（共催：産業振興委員会） 

ａ．開催年月日 令和元年11月6日（水）・7日（木） 1泊2日 

ｂ．視 察 先 大垣精工㈱ 長崎工場 

（長崎県東彼杵郡東彼杵町） 

        ＮＩＴＴＯＫＵ㈱ 長崎工場（長崎県大村

市） 

ｃ．参 加 者 数 20名 

合同企業展 

地元企業における「ものづくり産業」を広く周知するとともに、優秀な人材の確保を図ること

を目的に、生徒、保護者を対象とする実業高校における会社説明会に参加した。 

○大垣地域合同企業展（共催：大垣地域産業活性化研究会） 

ａ．開催年月日 令和元年7月4日（木）・16日（火）・17日（水） 

            12月18日（水）・19日（木） 

ｂ．場   所 大垣商業高等学校（7月4日） 

大垣養老高等学校（7月16日･17日） 

大垣工業高等学校（12月18日・19日） 

ｃ．出 展 社 数 大垣商業高等学校 30社 

        大垣養老高等学校 21社 

大垣工業高等学校 34社 

ｄ．来 場 者 数 大垣商業高等学校 327名 

        大垣養老高等学校 745名 

大垣工業高等学校 695名 

○リアル大垣合同企業展(共催：工業部会、情報委員会、労働委員会) 

※新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止 

出展申込企業の採用情報等について、同内容が掲載されている冊子を近隣の大学及び関係団体

に配布した他、当会議所ホームページにも掲載して企業の求人活動を支援した。 

ａ．出展申込企業数 86社 

 

③ 建設部会 

住みよい環境とまちづくりで地域活性化を図り、災害に強いまちづくりを推進する 

地域に役立つ部会活動を推進し、魅力ある地域づくりに貢献した。また、「環境・安心・安全」

を軸にした住みよいまちづくりを実現するため、部会事業を積極的に展開。部会員の活力の向上

企業展風景 

視察先にて集合写真 
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を図った。 

会   議 

各事業を効果的に展開するため、実施方法などについて検討した。また、部会員事業所や地

域に還元できる事業について意見交換を行い、部会事業の活性化を検討した。 

○正副部会長会議 

ａ．開催年月日 令和元年 7月 5日（金） 

ｂ．場   所 こみゅれす美濃味匠 

ｃ．出 席 者 数 6名 

ｄ．議 題 (1)平成 30年度事業報告並びに収支決算報告について 

(2)令和元年度事業計画並びに収支予算（案）について 

○部会 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 11日（水） 

ｂ．出 席 者 数      9名 

ｃ．議 題 (1)2号議員の選任について 

(2)部会役員の選任について 

○役員会 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 29日（金） 

ｂ．出 席 者 数      14名 

ｃ．議   題 (1)令和元度上期事業報告及び下期の事業計画について 

(2)今後 3年間の事業方針（案）について 

セミナー・講演会 

職場の安全確保・労働災害減少を図るため、全国安全週間に合わせ、建設業安全大会を開催

した。 

○建設業安全大会（主催：（一社）岐阜県西濃建設業協会） 

ａ．開催年月日 令和元年 7月 5日（金） 

ｂ．場 所 ソフトピアジャパン 

ｃ．参 加 者 数 192名 

ｄ．講 師 大垣労働基準監督署 

第三方面主任監督官 立川 景一 氏 

ｅ．テ ー マ 「建設業における働き方改革について」 

視察研修会 

環境に配慮したエネルギーの製造方法や自然エネルギーの 

活用、エネルギーのベストミックスなどについての知識を深め、 

企業活動に活かすことを目的に視察研修会を開催した。 

○先進地視察研修会（共催：地域振興委員会） 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 18日（水） 

ｂ．視 察 先 山室木材工業㈱（滋賀県米原市） 

㈱パナソニック 草津工場（滋賀県草津市） 

ｃ．出 席 者 数 8名（総勢 16名） 

イ ベ ン ト 

建設業安全大会 

木質バイオマス発電所を見学 
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十万石まつりにおいて、西南濃木材壮青年会と共催で木工教室を開催した。また、西美濃ま

るごとバザールでは、岐阜県等の協力により起震車による地震体験を実施し、地域に貢献する

事業を展開した。 

○「十万石まつり」木工教室（共催：西南濃木材青壮年会） 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 13日（日） 

ｂ．内   容 子供 100人を対象にした木工教室 

○第 27回西美濃まるごとバザール（共催：(一社)岐阜県西濃建設業協会） 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 16日（土）・17日（日） 

ｂ．内   容 けむり体験等による防災対策 

ｃ．出展団体等 大垣左官業組合、多和田畳店、伊藤製畳店 

情 報 提 供 

「ＮＡＶＩ大垣」及び建設部会ホームページコーナーを活用し、各種部会事業を周知した。 

・建設業安全大会 

・先進地視察研修会 

・環境対策セミナー 

組 織 強 化 

会員組織率を高め、財政基盤の強化を図るため、新規会員の加入推進を行った。 

 

④ 食品部会 

安全・安心な食の地域ブランドから、食を通じた地域間交流を推進する 

食品業界の将来を見据えた経営課題に対応するため、各種事業を推進。大垣市公設地方卸売

市場の再整備専門部会への参加や、市場の活性化を図るための調査・研究・支援等を行い、安

全・安心な食の環境づくりを目指し、積極的な活動を展開した。 

また、部会員事業所の資質向上及び経営の活性化、部会員の交流促進を図るため、先進事業

所視察研修会を行った。 

会   議 

部会事業を円滑に進めるため、役員会及び役員懇談会を開催した。 

○役員会 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 26日（水） 

ｂ．出 席 者 数      11名 

ｃ．議   題 (1)平成 30年度事業報告並びに収支決算について 

(2)令和元年度事業計画の推進について 

○部会 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 12日（木） 

ｂ．出 席 者 数      12名 

ｃ．議 題 (1)2号議員の選任について 

(2)部会役員の選任について 

○役員会 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 27日（水） 

ｂ．出 席 者 数      11名 
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ｃ．議   題 (1)令和元年度 上期の事業報告及び下期の事業計画について 

(2)今後 3年間の方針（案）について 

◯役員会及び懇談会 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 25日（火） 

ｂ．開 催 場 所 四鳥 

ｃ．出 席 者 数 12名 

ｄ．議   題 (1)令和元年度事業報告並びに収支決算見込みついて 

(2)令和 2年度事業計画（案）並びに収支予算（案）について 

公設卸売市場活用策の調査・研究 

○大垣市公設地方卸売市場の再整備専門部会への参加 

[令和元年度再整備専門部会] 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 8日（火） 

ｂ．場 所 大垣市公設地方卸売市場 

ｃ．出 席 者 数      1名（総数 13名） 

ｄ．議   題 (1)卸売市場法の改正について 

        (2)卸売市場法の改正に伴う「その他の取引ルール」の検討について 

        (3)指定管理者制度導入について 

イベントへの参加 

◯第 14回地方銀行フードセレクションへの参加 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 19日（木）～20日（金） 

ｂ．開 催 場 所 東京ビッグサイト 

ｃ．出店事業所 ㈲南洋元 

○西美濃まるごとバザール 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 16日（土）・17日（日） 

ｂ．出店事業所 大垣菓子業同盟会青年部、スナック麓、さくら店、彦寿し、㈱吉田ハム、

㈱ラックモリヤマ、㈱ファイブセンスキッチン（五感・温石）、GREEN HOUSE 

OHASHI（㈱ハート）  計 8事業所 

視察研修事業 

会員事業所の資質向上及び経営の活性化のため、 

先進事業所の視察研修会を開催した。 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 11日（月） 

ｂ．視 察 先 ㈱アクト篠山・大正ロマン館 

（兵庫県丹波篠山市）、 

㈱中島大祥堂 丹波工場（兵庫県丹波市） 

ｃ．参 加 者 19名 

各種情報提供 

「ＮＡＶＩ大垣」及び食品部会ホームページコーナーを活用し、情報提供を行った。 

○会議所ホームページによる情報提供 

 ・首都圏で開催される食品展示商談会における岐阜県ブースへの出展者募集について 

 ・第 11回「フード・アクション・ニッポン アワード 2019」への応募について 

㈱アクト篠山・大正ロマン館 

出展会場 
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 ・地域特産品（飲食料品）専門小売店との商談のご案内について 

 ・「食かけるプロジェクト」開始のご案内及び「食かけるプライズ」の募集について 

 ・加工食品に原料原産地表示制度のご案内 

 ・食品表示法に基づく栄養成分表示の表示方法講習会の開催のご案内 

 ・第 60回全国推奨観光土産品審査会の開催について 

 ・「食品部会視察研修会（㈱アクト篠山・大正ロマン館、㈱中島大祥堂 丹波工場）」報告 

 ・令和 2年度「飛騨・美濃すぐれもの」を募集について 

 ・東京における「岐阜県産品コーナー」設置のご案内 

 ・ビジネス・サミット 2020～東海・北陸「うまいもの」展示・商談会～の募集案内 

 ・食品部会 ITを活用した販路開拓セミナー 開催案内 

・「しんきんビジネスフェア 2020」への出展募集について 

 

⑤ 情報・公益部会 

情報発信により地域産業の活性化を図る 

ネット社会における会員事業所の情報活用を推進するとともに、地域内はもとより、地域外

への発信力を高めるための取組みを実施した。先進地視察研修として、情報委員会と合同で、

情報サービス等を活用し地域の活性化に取り組む鹿児島県鹿児島市を視察した他、地域支援事

業として、ソフトピアジャパン四季の回廊事業等に協賛した。 

会   議 

役員会を開催し、部会事業の効果的な推進方法などについて協議した。 

○部会 

ａ．開催年月日 平成 31年 4月 17日（水） 

ｂ．出 席 者 数 23名 

ｃ．議   題 (1)部会長の選任について 

(2)副部会長の選任について 

(3)相談役及び部会幹事の委嘱について 

(4)平成 31年度事業計画（案）及び収支予算（案）について 

○役員会 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 24日（月） 

ｂ．出 席 者 数 20名 

ｃ．議   題 (1)令和元年度事業計画（案）及び収支予算（案）について 

(2)先進地視察研修について 

○部会 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 19日（木） 

ｂ．出 席 者 数 21名 

ｃ．議   題 (1)2号議員の選任について 

(2)部会役員の選任について 

○役員会 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 2日（月） 

ｂ．出 席 者 数 18名 
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ｃ．議   題 (1)令和元年度上期の事業報告及び下期の取り組みについて 

(2)今後 3年間の取り組み（案）について   

セミナー・講演会 

企業のＩＴの活用、地域の情報発信を啓発するため、ＩＴセ

ミナーを開催した。 

○ＩＴセミナー（共催：情報委員会、サービス業部会） 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 20日（木） 

ｂ．場 所 大垣市情報工房 

ｃ．参 加 者 数 31名 

ｄ．講   師 ＮＴＴ西日本ビジネスフロント㈱ 

取締役東海支店長 小林 正和 氏 

ｅ．テ ー マ 「ＡＩを活用した生産性向上について  

～働き方×ＩＣＴ～」 

視察研修会 

地域の情報発信力強化や、観光産業の育成に向けた調査研究を

行うことを目的に、視察研修を実施した。 

○鹿児島視察研修（共催：情報委員会） 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 8日(日)～10日(火)  

ｂ．参 加 者 数 3名（総勢 8名） 

ｃ．視 察 先 ㈱南日本情報処理センター 

（鹿児島県鹿児島市） 

ｄ．研 修 内 容 公共団体や地域住民に提供する各サービス等、地域活性化に役立つ取り

組みについて 

○愛知視察研修（共催：サービス業部会） 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 31日（木） 

ｂ．参 加 者 数 5名（総勢 14名） 

ｃ．視 察 先 ＮＴＴ ＧＲＯＵＰ ＣＯＬＬＥＣＴＩＯＮ ２０１９ 

（愛知県名古屋市） 

ｄ．研 修 内 容 会員事業所における生産性向上に向けて、最新のＩＣＴサービスの活用

方法について 

組織の強化 

組織力の強化と部会事業活動の充実を図るため、部会員増強活動を推進した。 

協 賛 事 業 

地域の活性化を図ることを目的に、関連機関等が開催するセミナーやイベントに参加、支援

した。 

○ソフトピアジャパン四季の回廊事業 

<ソフトピアジャパン花祭り> 

ａ．開催年月日 平成 31年 3月 25日（月）～4月 15日（月） 

ｂ．場   所 ソフトピアジャパン敷地東側桜並木沿い 

<ソフトピアジャパン夏祭り> 

ＩＴセミナーの様子 

視察先で記念撮影 
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ａ．開催年月日 令和元年 8月 2日（金） 

ｂ．場   所 ソフトピアジャパンセンタービル１階ふれあい広場・３階ソピアホール 

<ソフこい祭り> 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 19日（土） 

ｂ．場   所 ソフトピアジャパンセンタービル一帯 

＜ソフトピアジャパン冬のファンタジー＞ 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 29日（金）～12月 25日（水）  

ｂ．場   所 ソフトピアジャパンセンタービル東せせらぎステージ及びソフトピアジ

ャパン進出企業玄関等 

○第 28回 西美濃まるごとバザール 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 16日(土)・17日(日) 

ｂ．場   所 大垣駅通り 

ｃ．参 加 企 業 大垣青色申告会、㈲エキップ 

○城下町大垣イルミネーション事業 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 30日（土）～12月 25日（水） 

ｂ．場   所 大垣公園芝生広場、大垣駅通り、大垣駅北口広場・南口広場・南街区広

場、水門川新大橋、大垣駅アクアブリッジ、郭町交差点地下道周辺 

 

⑥ サービス業部会 

生産性の向上でサービス産業の活性化を図る 

部会員事業所の活性化を目的に、労働生産性の向上につながる最新のＩＣＴサービスやその

活用事例について学ぶための視察研修を実施するとともに、ＡＩを活用した働き方改革につい

て学ぶセミナーを実施した。 

また、地域の活性化支援を目的に、ソフトピアジャパン等の関連機関が実施するイベント等

に協賛した。 

会   議 

部会再編に伴い、部会役員の選任や部会の事業計画及び収支予算を審議するための部会を

開催するとともに、議員改選に関連し、部会選出議員を選任するための部会を開催した。ま

た、役員会を開催し、部会事業の効果的な推進方法などについて協議した。 

○部会 

ａ．開催年月日 平成 31年 4月 17日（水） 

ｂ．出 席 者 数 14名 

ｃ．議   題 (1)部会長の選任について 

(2)副部会長の選任について 

(3)相談役及び部会幹事の委嘱について 

(4)平成 31年度事業計画（案）及び収支予算（案）について 

○役員会 

ａ．開催年月日 令和元年 8月 2日（金） 

ｂ．出 席 者 数 14名 

ｃ．議   題 (1)令和元年度事業計画（案）及び収支予算（案）について 
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(2)先進事業所等視察研修について 

○部会 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 11日（水） 

ｂ．出 席 者 数 19名 

ｃ．議   題 (1)2号議員の選任について 

(2)部会役員の選任について 

○役員会 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 2日（月） 

ｂ．出 席 者 数 11名 

ｃ．議   題 (1)令和元年度上期事業報告について 

(2)今後 3年間の事業方針（案）について 

セミナー・講演会 

部会員事業所の労働生産性の向上を目的に、ＡＩを活用し

た働き方改革について学ぶセミナーを開催した。 

○ＩＴセミナー（共催：情報委員会、情報・公益部会） 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 20日（木） 

ｂ．場 所 大垣市情報工房 

ｃ．参 加 者 数 31名 

ｄ．講   師 ＮＴＴ西日本ビジネスフロント㈱ 

取締役東海支店長 小林 正和 氏 

ｅ．テ ー マ 「ＡＩを活用した生産性向上について ～働き方×ＩＣＴ～」 

視察研修 

ＡＩを活用した定型業務の効率化やペーパーレス会議等、生

産性を向上させるためのＩＣＴソリューションについて学ぶ視

察研修を実施した。 

○視察研修（共催：情報・公益部会） 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 31日（木） 

ｂ．参 加 者 数 5名（総勢 14名） 

ｃ．視 察 先 ＮＴＴ ＧＲＯＵＰ ＣＯＬＬＥＣＴＩＯＮ ２０１９（愛知県名古屋市） 

組織の強化 

部会活動を更に活性化させるため、部会役員が中心となり、会員増強活動を行った。 

協 賛 事 業 

地域の活性化を図ることを目的に、関連機関等が開催するセミナーやイベントに協賛した。 

○ソフトピアジャパン四季の回廊事業 

<ソフトピアジャパン花祭り> 

ａ．開催年月日 平成 31年 3月 25日(月)～4月 15日（月) 

ｂ．場   所 ソフトピアジャパン敷地東側桜並木沿い 

<ソフトピアジャパン夏祭り> 

ａ．開催年月日 令和元年 8月 2日(金) 

ｂ．場   所 ソフトピアジャパンセンタービル 1階ふれあい広場・3階ソピアホール 

ＩＴセミナーの様子 
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<ソフこい祭り> 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 19日(土) 

ｂ．場   所 ソフトピアジャパンセンタービル一帯 

＜ソフトピアジャパン冬のファンタジー＞ 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 29日（金）～12月 25日（水） 

ｂ．場   所 ソフトピアジャパンセンタービル東せせらぎステージ及びソフトピアジ

ャパン進出企業玄関等 

○城下町大垣イルミネーション事業 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 30日（土）～12月 25日（水） 

ｂ．場   所 大垣公園芝生広場、大垣駅通り、大垣駅北口広場・南口広場・南街区広

場、水門川新大橋、大垣駅アクアブリッジ、郭町交差点地下道周辺 

⑦ 女性会 

個々の輝きから地域の輝きへ 

地域の活性化を図るための各種イベント事業に参加するとともに、会員の資質向上のための

講演会を開催するなど、積極的な事業活動を展開した。 

また、毎月役員会または理事会を開催し、各種の事業活動について協議した。 

会報“なごみ”の発行や「ＮＡＶＩ大垣」への記事掲載などにより、事業活動を広くアピー

ルした。 

会   議 

毎月１回、理事会または役員会を開催し、地域の振興発展に繋がる事業を展開するた

めの活発な意見交換及び審議を行った。 

○総会 

ａ．開催年月日 平成 31年 4月 9日（火） 

ｂ．出 席 者 数      33名 

ｃ．議   題 (1)平成 30年度事業報告について 

(2)平成 30年度収支決算について 

(3)平成 31年度事業計画（案）について 

(4)平成 31年度収支予算（案）について 

＜記念講演会＞同時開催 

ａ．講   師 大垣商工会議所 前情報・サービス部会 部会長 三輪 髙史 氏 

（グレートインフォメーションネットワーク㈱ 代表取締役会長） 

ｂ．テ ー マ 「AI時代のまちづくり」 

○役員会 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 4日（火） 

ｂ．出 席 者 数      15名 

ｃ．議   題 (1)日帰り研修（5/20開催）収支決算報告について 

(2)岐阜県商工会議所女性会連合会総会（6/13開催）について 

(3)会員研修（9/3）について 

(4)十万石まつり「お茶会」（10/13開催）について 

(5)第 51回全国商工会議所女性会連合会鹿児島全国大会（9/5～7開催）

記念講演会 
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について 

(6)桑名商工会議所女性部との交流会について 

○役員会 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 3日（火） 

ｂ．出 席 者 数      17名 

ｃ．議   題 (1)第 51回全国商工会議所女性会連合会鹿児島全国大会（9/5～7開催） 

について 

(2)桑名商工会議所女性部との交流会（9/25開催）について 

(3)岐阜商工会議所女性会 40周年記念講演会（10/8開催）について 

(4)十万石まつり「お茶会」（10/13開催）について 

(5)まるごとバザール出店（11/16,17開催）について 

(6)会員研修会（12/3開催）について 

(7)女性会 内規について 

○役員会 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 5日（火） 

ｂ．出 席 者 数      14名 

ｃ．議   題 (1)介護研修会収支決算報告について 

(2)岐阜商工会議所女性会 40周年記念講演会収支決算報告について 

(3)十万石まつり「お茶会」収支決算報告について 

(4)まるごとバザール出店（11/16,17開催）について 

(5)苔玉づくり研修会（12/3開催）について 

(6)新年会員懇親会（1/14開催）について 

(7)講演会（2/5開催）について 

○役員会 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 5日（水） 

ｂ．出 席 者 数      14名 

ｃ．議   題 (1)新年会員懇親会収支決算報告について 

(2)令和 2年度事業計画(案)について 

(3)令和 2年度総会及び記念講演会について 

○理事会 

ａ．開催年月日 平成 31年 4月 2日（火） 

ｂ．出 席 者 数      14名 

ｃ．議   題 (1)平成 31年度総会及び記念講演会について 

(2)日帰り研修について 

(3)岐阜県商工会議所女性会連合会総会（6/14開催）について 

○理事会 

ａ．開催年月日 令和元年 5月 7日（火） 

ｂ．出 席 者 数      14名 

ｃ．議   題 (1)大垣商工会議所女性会総会・記念講演会収支決算報告について 

(2)日帰り研修（5/20開催）について 
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(3)岐阜県商工会議所女性会連合会総会（6/13開催）について 

○理事会 

ａ．開催年月日 令和元年 7月 2日（火） 

ｂ．出 席 者 数      12名 

ｃ．議   題 (1)岐阜県商工会議所女性会連合会総会収支決算報告について 

(2)会員研修会（9/3開催）について 

(3)第 51回全国商工会議所女性会連合会鹿児島全国大会（9/5～7開催）

について 

(4)十万石まつり「お茶会」（10/13開催）について 

○理事会 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 1日（火） 

ｂ．出 席 者 数      12名 

ｃ．議   題 (1)第 51回全国商工会議所女性会連合会鹿児島全国大会収支決算報告に

ついて 

(2)桑名商工会議所女性部との交流会収支決算報告について 

(3)岐阜商工会議所女性会 40周年記念講演会（10/8開催）について 

(4)十万石まつり「お茶会」（10/13開催）について 

(5)まるごとバザール出店（11/16,17開催）について 

(6)苔玉づくり研修会（12/3開催）について 

(7)新年会員懇親会（1/14開催）について 

(8)講演会（2/4開催）について 

○理事会 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 3日（火） 

ｂ．出 席 者 数      15名 

ｃ．議   題 (1)まるごとバザール収支決算報告について 

(2)新年会員懇親会（1/14開催）について 

(3)講演会（2/5開催）について 

○理事会 

ａ．開催年月日 令和 2年 1月 7日（火） 

ｂ．出 席 者 数      16名 

ｃ．議   題 (1)苔玉づくり研修会収支決算報告について 

(2)新年会員懇親会（1/14）開催について 

(3)講演会（2/5）開催について 

(4)令和 2年度総会及び記念講演会について 

○理事会 

ａ．開催年月日 令和 2年 3月 3日（火） 

ｂ．出 席 者 数      6名 

ｃ．議   題 (1)講演会（2/5開催）収支決算報告について 

(2)令和 2年度総会及び記念講演会について 

(3)令和 2年度事業計画（案）について 
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(4)研修旅行について 

○令和元年度岐阜県商工会議所女性会連合会総会及び記念講演会 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 13日（木） 

ｂ．場   所 恵那峡グランドホテル 桜の間 

ｃ．出 席 者 数      15名（総数 175名） 

ｄ．議   題 (1)平成 30年度事業報告（案）並びに収支決算（案）の承認について 

(2)令和元年度事業計画(案)並びに収支予算(案)の承認について 

(3)役員改選について 

ｅ．記念講演会 講演者：笑福亭松喬 氏 

テーマ：落語「初天神」に見る親子愛 

○岐阜県商工会議所女性会連合会第 1回役員会 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 24日（火） 

ｂ．場   所 聖ラファエル教会 

ｃ．出 席 者 数      2名（総数 31名） 

ｄ．議   題 (1)令和元年度会員総会収支決算（案）について 

        (2)令和元年度事業取組について 

○岐阜県商工会議所女性会連合会第 2回役員会 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 13日（水） 

ｂ．場   所 かんぽの宿 恵那 

ｃ．出 席 者 数      2名（総数 27名） 

ｄ．議   題 (1)第 1回役員会報告について 

        (2)令和元年度事業取組について 

○全国商工会議所女性会連合会鹿児島全国大会 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 5日（木）～7日（土） 

ｂ．場   所 鹿児島アリーナ（鹿児島県鹿児島市） 

ｃ．出 席 者 数      4名（総数 2,574名） 

ｄ．議   題 (1)全国商工会議所女性会連合会創立 50周年記念映像 

(2)第 18 回女性起業家大賞授賞式 

(3)全国商工会議所女性会表彰 

(4)第 52回倉敷全国大会について 

視察研修会 

○研修旅行 

ａ．開催年月日 令和元年 5月 20日（月） 

ｂ．場   所 京都市 

ｃ．参 加 者 数      26名 

会員研修会 

○介護保険研修会 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 3日（火） 

ｂ．場   所 大垣市情報工房 

ｃ．参 加 者 数      20名 
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○苔玉づくり研修会 

     ａ．開催年月日 令和元年 12月 3日（火） 

     ｂ．場   所 大垣市情報工房 

     ｃ．参 加 者 数 20名 

懇 親 会 

○新年会員懇親会 

ａ．開催年月日 令和 2年 1月 14日（火） 

ｂ．場   所 大垣フォーラムホテル 

ｃ．参 加 者 数      39名 

講 演 会 

○講演会 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 5日（水） 

ｂ．場   所 奥の細道むすびの地記念館 

ｃ．参 加 者 数      約 60名 

ｄ．講   師 テノール歌手 野村 富昭 氏 

ｅ．テ ー マ 「生きていられること、歌えること

に感謝」 

イ ベ ン ト 

十万石まつりでのお抹茶席や、まるごとバザールへの出店などの会議所事業に参加した。 

○芭蕉元禄の街 大垣「十万石まつり」お抹茶会 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 13日（日） 

ｂ．場   所 ちょいみせ（郭町 1丁目 34番地） 

ｃ．参 加 者 数      33名 

○第 28回 西美濃まるごとバザールに参加 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 16日（土）・17日（日） 

ｂ．場   所 大垣駅通り 

ｃ．参 加 者 数      39名 

広 報 活 動 

○会報「なごみ」第 34号の発行 

ａ．発行年月日 令和 2年 2月 

ｂ．発 行 部 数 300部 

○「ＮＡＶＩ大垣」への「情報さろん」掲載 

ａ．掲 載 月 5月、8月、10月、11月、3月 

他団体への参加 

○皇女和宮史跡保存会 

○大垣市男女共同参画推進連絡協議会 

○大垣市男女共同参画フォーラム 

○岐阜県立西濃高等特別支援学校 

 

 

新年会員懇親会 

講演会 
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(5) 委員会 

① 企画広報委員会 

情報発信力強化と会員メリットの創出 

会議所運営の要の委員会として、定款の変更、事業計画や収支予算等について審議するととも

に、会員企業の福利厚生の一環として優良従業員表彰を実施し、被表彰者について審議した。 

また、中小企業の経営基盤の強化に資するため、日本商工会議所が実施する税制改正に関する

アンケート調査に協力した。 

そのほか、昨年に引き続き、中小・小規模企業に対する支援と会員企業の経営者・従業員の資

質向上を目的とする「ＷＥＢセミナー事業」及び会員事業所の新商品・新サービスの販路開拓の

支援を目的とする「新商品・新サービス広報支援事業」、加えて、地域企業における新規顧客の

獲得及び人材確保等のための広報活動支援と当会議所の自主財源確保を目的とする「バナー広告

事業」に取り組んだ。 

会   議 

会議所の効果的な事業運営について検討するとともに、定款・規程の改正、事業計画・収支

予算、優良従業員表彰被表彰者について審議した。 

○委員会 

ａ．開催年月日 令和元年 5月 31日（金） 

ｂ．出 席 者 数 7名 

ｃ．議   題 (1)就業規則の一部改正について 

(2)令和元年度優良従業員表彰被表彰者について 

(3)平成 30年度事業報告及び収支決算について 

(4)令和元年度先進商工会議所視察研修について 

(5)健康診断事業について 

○委員会 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 21日（木） 

ｂ．出 席 者 数 8名 

ｃ．議   題 (1)令和元年度上期事業報告について 

(2)今後 3年間の事業方針について 

(3)視察研修について 

○委員会 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 27日（木） 

ｂ．出 席 者 数 7名 

ｃ．議   題 (1)令和 2年度事業計画(案)・収支予算(案)について 

(2)商工会議所法改正に伴う定款変更(案)について 

(3)部会長・委員長合同会議の開催について 

(4)令和元年度役員・議員等の表彰(案)について 

(5)令和 2年度企画広報委員会事業計画(案)及び収支予算(案)について 

(6)令和 2年度視察研修の視察先(案)について 

税制改正等に関する事業 

中小企業の経営基盤の強化に資するため、日本商工会議所の税制に関するアンケート調査に
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協力した。 

○アンケート調査 

ａ．調査年月日 令和元年 6月 11日（火） 

ｂ．内   容 「令和 2年度税制改正等に関するアンケート調査」 

ｃ．実 施 機 関 日本商工会議所 

会員事業所の福利厚生に関する事業 

地域商工業の振興発展に資することを目的に、会員事業所に勤務する永年勤労者及び特に功

績のあった従業員の表彰について、審議した。 

○優良従業員表彰被表彰者の審議 

ａ．開催年月日 令和元年 5月 31日（金） 

ｂ．被表彰企業数 11企業 

ｃ．被表彰者数 34名 

会員サービスに関する事業 

○ＷＥＢセミナー事業 

業者が運営するＷＥＢセミナーシステムにより、経営実務（経理・税務・労務等）、経営革

新、事業承継、経営安定、パソコンスキルアップなどをテーマとした動画を配信した。 

ａ．専門講師によるＷＥＢセミナー 

(1)配信テーマ 経理、経営革新、事業承継、経営安定、パソコンスキルアップ等 

(2)視 聴 回 数 2,317件（平成 31年 4月 1日～令和 2年 3月 31日） 

○新商品・新サービス広報支援事業 

会員事業所の新商品・新サービスの販路開拓を支援するため、当会議所の会報「ＮＡＶＩ

大垣」誌面に専用コーナー「大垣ＣＣＩビジネスボード」を設け、新商品・新サービスの情

報を無料で掲載するとともに、当会議所ホームページのお知らせコーナーやピックアップコ

ーナーの新着情報で広報した。 

（第 1回） 

ａ．掲 載 日 令和元年 6月 1日（土） 

ｂ．掲 載 件 数 4件 

ｃ．掲載事業所 ・㈱矢橋コンサルティング 

（新サービス：経営コンサルティング） 

・ミヤビワークス㈱ 

（新商品：ドアにくっつく防災バッグ） 

・㈱横田仏壇店 

（新商品：ZUCCOフレグランス） 

・evergreen 

（新サービス：暮らし上手の庭づくりオンライン講座） 

（第 2回） 

ａ．掲 載 日 令和元年 9月 1日（日） 

ｂ．掲 載 件 数 4件 

ｃ．掲載事業所 ・㈲川崎商店（新サービス：色彩の錬金術師「インクバロン」） 

・㈱カワセ精工（新サービス：プレス特急「スグアルミ」） 
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・㈱烏骨鶏本舗（新商品：薬膳の王様烏骨鶏の新鮮たまご） 

・㈲川惣商店（新商品：癒しの光るボトル！） 

（第 3回） 

ａ．掲 載 日 令和元年 12月 1日（日） 

ｂ．掲 載 件 数 4件 

ｃ．掲載事業所 ・㈱小山（新サービス：手芸キットと刺繍の企画製造） 

・インテリアギャラリーしかの 

（新サービス：電動ブラインドで IoT体験） 

・御菓子つちや本店（新商品：嚥下食スイーツ みたらし団子） 

・㈲大橋量器（新商品：マスプレッソ） 

（第 4回） 

ａ．掲 載 日 令和 2年 3月 1日（日） 

ｂ．掲 載 件 数 4件 

ｃ．掲載事業所 ・㈲早野研工（新商品：DISH STAND（組み立て式）） 

・金蝶園総本家（新商品：チーズいちご餅） 

・㈲中部衛生興産（新サービス：ムシロック） 

・㈱吉田法衣店（新商品：ReBorn（リボン）袈裟） 

○バナー広告事業 

地域企業における顧客の獲得及び人材確保等のための広報活動支援と当会議所の自主財源

確保を目的に、当会議所ホームページ内に会員企業のバナー広告コーナーを運営した。 

ａ．掲 載 期 間 平成 31年 4月 1日～令和 2年 3月 31日 

ｂ．掲 載 件 数 8件 

ｃ．掲載事業所 ・日本耐酸壜工業㈱ 

・イビデン㈱ 

・大垣西濃信用金庫 

・㈱大光 

・グレートインフォメーションネットワーク㈱ 

・㈱大垣ケーブルテレビ 

・太平洋工業㈱ 

・前田特許事務所 

 

② 地域振興委員会 

インフラの整備促進と環境対策から、地域経済の振興発展を目指して 

地域産業の振興を図るため、インフラの整備促進活動を推進した。 

また、エネルギーの有効活用や地球温暖化などの環境問題に適切に対応するため、再生可能

エネルギーに関する視察研修を行った。 

会   議 

委員会を開催し、委員会事業の効果的な推進方法などについて協議した。 

○委員会 

ａ．開催年月日 令和元年 8月 22日（木） 
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ｂ．出 席 者 数 10名 

ｃ．議   題 (1)平成 30年度事業報告並びに収支決算報告について 

(2)令和元年度事業計画（案）並びに収支予算（案）について 

(3)視察研修会（案）について 

(4)環境対策セミナー（案）について 

○委員会 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 27日（水） 

ｂ．出 席 者 数 11名 

ｃ．議   題 (1)令和元年度上期事業報告について 

(2)今後 3年間の事業方針（案）について 

インフラ整備促進事業 

(1) 西濃地区商工団体連絡協議会との連携事業 

西濃地域の活性化に必要な、主要幹線道路の整備及び設置状況などについて、地元選出県議

会議員との意見交換会を実施した。 

○総 会 

ａ．開催年月日 令和元年 8月 30日（金） 

ｂ．場 所 ソフトピアジャパンセンタービル 

ｃ．議 題 (1)平成 30年度事業報告並びに収支決算について 

(2)令和元年度事業計画（案）並びに収支予算（案）について 

ｄ．事 業 説 明 「東海環状自動車道西回りルートの建設状況について」 

             国土交通省 中部地方整備局 岐阜国道事務所 

             所長 粂野 真一郎 氏 

ｅ．出 席 者 数 35名 

○地元選出県議会議員との意見交換会 

ａ．開催年月日 令和元年 8月 30日（金） 

ｂ．場 所 ソフトピアジャパンセンタービル 

ｃ．議 題 (1)令和元年度道路建設等の要望 

(2)岐阜県議会議員からの進捗状況報告等 

(3)質疑応答 

ｄ．出 席 者 数 34名 

(2) 東海環状自動車道西濃地域建設促進期成協議会との連携事業 

東海環状自動車道西回りルートの早期全線開通を促進するため、建設状況の説明会・建設促

進大会などを実施した。 

○総 会 

ａ．開催年月日 令和元年 8月 30日（金） 

ｂ．場 所 ソフトピアジャパンセンタービル 

ｃ．議 題 (1)平成 30年度事業報告並びに収支決算について 

(2)令和元年度事業計画（案）並びに収支予算（案）について 

(3)要望決議文（案）について 

ｄ．出 席 者 数 35名 
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○東海環状自動車道西回りルート建設促進大会 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 27日（木） 

ｂ．場 所 岐阜県庁 

ｃ．内 容 大会決議文（案）について 

ｄ．出 席 者 数 11名（総勢 130名） 

○東海環状自動車道西回りルート建設事業説明会 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 27日（木） 

ｂ．場 所 岐阜県庁 

ｃ．内 容 東海環状自動車道の進捗状況について 

ｄ．出 席 者 数 11名（総勢 130名） 

 (3) 東海環状西回り利活用促進会議への参加 

岐阜県並びに三重県の東海環状自動車道を利活用する自治体や企業などが協力し、アクセス

道路、地域開発計画などを含めたストック効果についての情報共有を行うことを目的に設立さ

れた、「東海環状西回り利活用促進会議」及び岐阜県ＷＧに参加した。 

○東海環状西回り利活用会議 第 1回岐阜県ＷＧ 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 18日（火） 

ｂ．場 所 OKBふれあい会館 

ｃ．出 席 者 数 50名 

○東海環状西回り利活用会議 第 2回岐阜県ＷＧ 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 4日（金） 

ｂ．場 所 OKBふれあい会館 第 2棟 4階 入札室 

ｃ．出 席 者 数 48名 

◯第 4回 東海環状西回り利活用促進会議 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 8日（金） 

ｂ．場 所 長良川国際会議場 

ｃ．出 席 者 数 58名 

 

環境対策事業 

(1) 先進地視察（共催：建設部会） 

環境に配慮したエネルギーの製造方法や、自然エネ 

ルギーの活用、エネルギーのベストミックス等につい 

ての知識を深め、企業活動に活かすことを目的に、 

視察研修を実施した。 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 18日（水） 

ｂ．視 察 先 山室木材工業㈱（滋賀県米原市） 

        ㈱パナソニック 草津工場（滋賀県草津市） 

ｃ．内 容 廃棄物処理、リサイクル、熱エネルギー発電施設等の見学 

ｄ．参 加 者 数 7名（総勢 16名） 

 

③ 労働委員会 

パナソニック㈱アプライアンス社にて 

あいさつする堤会長 
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労働環境・労働力の向上で企業力をアップ 

地域企業のより良い労働環境の実現と企業力向上を目指し、諸事業を展開した。特に、人材

育成や IoTの活用について先進的な取組みを行っている事業所への視察研修を開催するととも

に、法改正による年次有給休暇 5日の取得義務化、外国人雇用・障がい者雇用に関するセミナ

ーなど、労働に関する情報提供を行った。 

会   議 

労働環境を改善し、企業の活発化を図るための事業について検討した。 

○委員会及び懇親会 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 12日（水） 

ｂ．場   所 大垣城サルーン 

ｃ．出 席 者 数 11名 

ｄ．議   題 (1)平成 30年度事業報告及び収支決算について 

(2)先進事業所視察研修について 

(3)働き方改革推進支援事業との連携について 

○委員会 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 27日（水） 

ｂ．出 席 者 数 10名 

ｃ．議   題 (1)令和元年度上期事業報告について 

(2)今後 3年間の事業方針（案）について 

○委員会 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 6日（木） 

ｂ．出 席 者 数 10名 

ｃ．議   題 (1)令和 2年度事業計画及び収支予算（案）について 

(2)先進事業所視察研修について 

セミナー 

女性が継続して働ける環境を整備し、より活躍できる組織づくりの推進を図るため、大垣労務

推進協会、大垣地域経済戦略推進協議会と連携しセミナーを開催した。 

○働き方改革推進事業「サクセスレディ推進事業」 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 14日（木） 

ｂ．場   所 大垣市情報工房 5階 セミナー室 

ｃ．参 加 者 数 56名 

ｄ．内   容 テーマ：女性がいきいきと働きやすい職場づくりのために 

講 師：NPO法人ファザーリング・ジャパン 理事 高祖 常子 氏 

○働き方改革推進事業「イクボス推進事業」 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 6日（木） 

ｂ．場   所 大垣市情報工房 5階 セミナー室 

ｃ．参 加 者 数 50名 

ｄ．内   容 テーマ：会社も家族も幸せに出来る次世代ボスになろう 

「イクボス」速攻養成講座 

講 師：オフィス hint link 代表 槙本 千里 氏 
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視 察 研 修 

人手不足の解消を図るため、人材育成やIoTによる省人化に取り組んでいる事業所への視察研修

を行った。 

○先進事業所視察研修 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 18日（水） 

ｂ．視 察 先 HILLTOP㈱（京都府宇治市）、㈱ダイフク 日に新た館（滋賀県蒲生郡） 

ｃ．参 加 者 数 8 名 

ｄ．テ ー マ 人材育成・社員教育制度、省人化への取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

人材確保・育成事業 

地域企業における人材確保を図るために、未就業者に対して大垣地域の企業の魅力を伝えると

ともに地元企業への就業を促進する合同企業展を計画した。 

○リアル大垣合同企業展(共催：工業部会、情報委員会、労働委員会) 

※新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止 

出展申込企業の採用情報等について、同内容が掲載されている冊子を近隣の大学及び関係団体

に配布した他、当会議所ホームページにも掲載して企業の求人活動を支援した。 

ａ．出展申込企業数 86社 

 

情 報 提 供 

労働に関する情報を会報「NAVI大垣」や会議所ホームページに掲載し、情報発信した。 

 

④ 産業振興委員会 

「中小企業を支援することにより地域の振興発展を目指す」 

中小企業の経営改善と人材育成を図るため、産学金連携により各種講座を開催した。 

また、販路開拓を目的に岐阜県外で開催される展示会に出展する企業を支援した。 

更に、中小企業者の経営の指針とするため、タイムリーな課題の解決に向けた施策など、情

報をＨＰにより提供した。 

会   議 

○委員会 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 28日（木） 

ｂ．出 席 者 数      8 名 

ｃ．議   題 (1 令和元年度上期事業報告について 

(2)今後 3年間の事業方針（案）について 

日に新た館にて アルミ切削加工現場- HILLTOP㈱- 
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産業展出展支援事業 

メッセナゴヤにおいて、当所がブースを8小間確保し、出展費の一部を助成するなど、出展しや

すい環境を整え、企業の販路開拓などを支援した。また、その他の岐阜県外で開催される展示会

に出展した企業に対し、出展費用の一部を助成した。      

○メッセナゴヤ出展支援事業                  

ａ．開催年月日 令和元年 11月 6日(水)～9日（土） 

ｂ．場 所 ポートメッセナゴヤ（名古屋港金城ふ頭） 

ｃ．出展小間数 6小間 

（1小間：幅 3ｍ×奥行 3ｍ×壁高 2.7ｍ） 

ｄ．出展企業数 6社 

ｅ．出展企業名 アイビー電子工業㈱、㈱片山縫製、 

㈱サイエンスネット、艶金化学繊維㈱、 

東海サーモ㈱、マジオドライバーズスクール大垣校 

（総出展企業数 1,442社・団体） 

ｆ．来 場 者 数 62,422名 

○ビジネスマッチング促進支援事業 

岐阜県外で開催された募集小間数80以上の展示会に出展した企業に対し、出展費用の一部を補

助し、販路開拓を支援した。 

ａ．補 助 件 数 26件 

ｂ．補助企業数 18社 

産学連携事業 

大学等のシーズを、地域中小企業の新たな製品・技術の開発や技術力の強化などの課題解決

のために活用し、地域産業の活性化を図ることを目的に、各種事業を実施した。 

○各種講座 

産学連携により、大学等から講師を招聘し、各種講座を開催した。 

 

開催年月日 講座名 講 師 内 容 会 場 受講者数 

R元.5.22～ 

9.20 

（計 20回） 

日商簿記 

3級講座 

岐阜協立大学 

非常勤講師 

松本智澄氏 

工業簿記の

基礎と勘定 

他 

岐阜協立

大学 

総勢 24名 

（その内、当

所申込 4名） 

R元.9.3～ 

   11.12 

（計 18回） 

日商簿記 

3級講座 

（夜間） 

岐阜協立大学 

非常勤講師 

問山悦男氏 

簿記の基礎 

他 

岐阜協立

大学 

総勢 13名 

（その内、当

所申込 12名） 

R元.9.25～ 

 R2.2.7 

（計 30回） 

日商簿記 

2級講座 

（昼間） 

岐阜協立大学 

非常勤講師 

松本智澄氏 

簿記の基礎 

他 

岐阜協立

大学 

総勢 11名 

（その内、当

所申込 0名） 

R元.7.3～ 

   7.31 

（計 3回） 

ものづくり 

リーダー 

育成講座 

ものづくり改善オフ

ィス 

代表  髙津正吉氏 

他 

品質管理の

基本とＱＣ7

つ道具 

大垣市情

報工房 

25名 

会議所出展ブース 
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創業・ベンチャー支援事業 

創業を目指す人や創業して間もない経営者を対象に、創業計画や経営計画の作成および、販

路開拓や資金計画の作成方法などを習得する「創業塾」を実施した。 

○女性創業塾 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 3日（木）～11月 21日（木）

（計 7回） 

ｂ．場 所 大垣市情報工房 

ｃ．受 講 者 数 15名 

ｄ．講   師 ㈱クレース・プランナーズ  

代表取締役 正門 律子 氏 他 

ｅ．テ ー マ 女性先輩社長に聞く、私の起業体験談 他 

○創業塾 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 18日（木）～11月 29日（金） 

（計 7回） 

ｂ．場 所 大垣市情報工房 

ｃ．受 講 者 数 20名 

ｄ．講   師 ㈱リリフル 代表取締役 金森 律子 氏 他 

ｅ．テ ー マ 「先輩創業者による体験談等」 他 

補助金活用サポート事業 

○集客・売上・利益ＵＰ！への仕組みづくりセミナー 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 27日（木） 

ｂ．場   所 大垣市情報工房 

ｃ．受 講 者 数 セミナー：25名   個別相談会：1名 

ｄ．講   師 ナガイネット有限会社 代表取締役 永井信夫氏 

視察研修会 

 先進事業所への視察研修会として、大垣精工㈱長崎工場とＮＩＴＴＯＫＵ㈱長崎工場への視察

を実施した。 

開催年月日 講座名 講 師 内 容 会 場 受講者数 

R元.7.20～ 

   10.26 

（計 12回） 

金型人材 

育成講座 

（基礎編） 

岐阜大学工学部 

教授 

王志剛氏 他 

金型構造力

学他 

岐阜大学 10名 

R元.11.2～ 

12.14 

（計 6回） 

金型人材 

育成講座 

（応用編） 

（ハイテン

材成形） 

岐阜大学工学部 

教授 山下実氏 他 

ハイテン材

成形の基礎 

他 

岐阜大学 3名 

R2.1.25～ 

   2.29 

（計 6回） 

金型人材 

育成講座 

（応用編） 

（精密ﾌﾟﾚｽ） 

岐阜大学工学部 

教授 

王志剛氏 他 

板鍛造の基

礎他 

岐阜大学 2名 

女性創業塾 
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○先進事業所視察研修会（主催：工業部会） 

ａ．開催年月日 令和元年11月6日（水）・7日（木） 1泊2日 

ｂ．視 察 先 大垣精工株式会社 長崎工場（長崎県東彼杵郡東彼杵町） 

        ＮＩＴＴＯＫＵ株式会社 長崎工場（長崎県大村市） 

ｃ．参 加 者 数 20名 

調  査 

○大垣地域の企業景況調査 

大垣地域の景況調査を実施した。 

ａ．調 査 対 象 6月：300社、9・12・3月：55社 

ｂ．調 査 月 6・9・12・3月 

○中心商店街空き店舗調査 

大垣市商店街振興組合連合会に加盟する組合の地区を対象に、空き店舗調査を実施するとと

もに、家主と出店希望者とのマッチングを支援した。 

ａ．調 査 対 象 5月 

ｂ．空き店舗率 17.0% 

 

⑤ 交流産業委員会 

新たな交流の創造に向けた大垣の魅力発信 

西美濃地域における交流産業の創出・育成を図ることを目的に実施する「ローカル鉄道『養

老鉄道』等を活用した新たな魅力発見事業」推進のため、モニターツアー実施に向けた事業の

計画を策定するとともに、同計画を審議するため、交流産業戦略推進会議を開催し、モニター

ツアー事業を推進した。 

また、日本商工会議所が実施する「全国商工会議所きらり輝き観光振興大賞」に対し、大垣

地域の交流人口増大に向けた産業観光への取り組みをテーマに応募し、奨励賞を受賞した。 

その他、日本商工会議所等が主催する各種展示会への出展情報を提供するとともに、過去に

地域力活用新事業∞全国展開プロジェクトを活用して開発した商品を「ｆｅｅｌ ＮＩＰＰＯＮ 

春 ２０２０」に出展した。 

会   議 

委員会及び交流産業戦略推進会議を開催し、事業の効果的な推進方法について協議した。 

○委員会 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 28日（月） 

ｂ．出 席 者 数 15名 

ｃ．議   題 (1)委員会事業の進捗状況について 

(2)地域力活用新事業∞全国展開プロジェクト事業について 

(3)交流産業戦略推進会議の設置について 

○交流産業戦略推進会議 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 28日（月） 

ｂ．出 席 者 数 21名 

ｃ．議   題 (1)交流産業戦略推進会議の設置について 

(2)ローカル鉄道「養老鉄道」等を活用した新たな魅力発見事業について 
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○委員会 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 29日（金） 

ｂ．出 席 者 数 15名 

ｃ．議   題 (1)令和元年度上期事業報告について 

(2)今後 3年間の事業方針（案）について 

(3)地域力活用新事業∞全国展開プロジェクト事業について 

○交流産業戦略推進会議 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 28日（金） 

ｂ．出 席 者 数 19名 

ｃ．議   題 (1)ローカル鉄道「養老鉄道」等を活用した新たな魅力発見事業について 

視察研修 

今後の交流産業活性化への取り組みに活かすため、全国商工会議所観光振興大会に参加した。 

○「全国商工会議所観光振興大会 2020in金沢」への参加 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 13日（木）～14日（金） 

ｂ．参 加 者 数 7名（全体出席者数 1,228名） 

ｃ．場   所 ホテル日航金沢、ＡＮＡクラウンプラザホテル金沢、石川県立音楽堂コ

ンサートホール （金沢市） 

ｄ．テ ー マ 守るチカラ。創るチカラ。～伝統と革新～ 

ｄ．内   容 分科会、全体交流会、全体会議、エクスカーション（蔵元見学とアーキ

テクチャー・ツーリズム） 

表   彰 

日本商工会議所が実施する「全国商工会議所きらり輝き観光振興大賞」に対し、養老鉄道存

続に向けて観光資源として活用すべく行ったモニターツアー事業等の取り組みにより応募申請

したところ、地域資源・地域特性を活用した同鉄道の活性化と利用促進、広域連携による観光

振興等が評価され、奨励賞を受賞した。 

○全国商工会議所きらり輝き観光振興大賞「奨励賞」受賞 

ａ．受賞年月日 令和 2年 2月 14日（金） 

ローカル鉄道「養老鉄道」等を活用した新たな魅力発見事業 

西美濃地域における交流産業の創出・育成を図ることを目的に、日本商工会議所が実施する

「地域力活用新事業∞全国展開プロジェクト事業」補助金を活用し、「ローカル鉄道『養老鉄道』

等を活用した新たな魅力発見事業」として、新たな観光資源開発のためのモニターツアー事業

を実施した。 

○親子でチャレンジ！西美濃ゆったりサイクリングツアー 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 7日（土） 

ｂ．参 加 者 数 20名（揖斐コース 9名、池田コース 11名） 

ｃ．場   所 養老鉄道沿線 

（大垣市、神戸町、池田町、揖斐川町） 

ｄ．内   容 道中のチェックポイントで地元の名菓を

味わいながら、揖斐コースは揖斐駅、池

田コースは池野駅のゴールを目指すスタ

サイクリングツアー出発式 

（大垣駅） 
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ンプラリー形式の自由度が高いサイクリングツアー。大垣駅を自転車で

出発し、帰りは最終ゴールの時間にあわせた大垣駅行きのサイクルトレ

イン（途中下車可）を利用し、帰路につくコース。 

○義の武将「明智光秀」と「島津豊久」ゆかりの地ツアー 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 14日（土） 

ｂ．参 加 者 数 20名 

ｃ．場   所 島津義弘陣跡、島津豊久碑、烏頭坂、

島津豊久の墓、上石津郷土資料館、西

高木家陣屋跡、山城址、焼き肉道場ロ

ーヤル 

ｄ．内   容 大垣駅からバスで出発し、関ヶ原

町と上石津町にある来年の大河ドラマの主人公「明智光秀」と関ヶ原の

戦いにも参加した「島津豊久」のゆかりの地を観光ガイドと巡るツアー。

昼食に地元養老グルメの焼き肉店を満喫し、養老鉄道で、大垣駅まで戻

るコース。 

○養老鉄道で行く桑名初詣の旅 

ａ．開催年月日 令和 2年 1月 18日（土） 

ｂ．参 加 者 数 22名 

ｃ．場   所 寺町通商店街、俵寿司、七里の渡跡、 

鎮国守国神社、春日神社 

ｄ．内   容 大垣駅から養老鉄道で桑名駅に向けて

出発し、地元ガイドの案内により桑

名市内で行われる寺町商店街の朝市

や七里の渡跡を散策するとともに、

桑名市内の初詣で人気の鎮国守国神社と春日神社を参拝するツアー。道

中訪れる鎮国守国神社では、当ツアーの趣旨に賛同していただいた宮司

の計らいのもと、年に 1度の 5月の祭時でしか開放されない「楽翁公百

年祭記念宝物館」をツアー参加者にのみ特別に案内を受けた。昼食は、

桑名市名産品の「はまぐり」を使った料理を堪能するコース。 

展示会への出展 

地域力活用新事業∞全国展開プロジェクトで開発された製品のＰＲを行うため、日本商工会

議所等が主催する「ｆｅｅｌ ＮＩＰＰＯＮ 春 ２０２０」に出展した。 

○共同展示商談会「ｆｅｅｌ ＮＩＰＰＯＮ 春 ２０２０」 

ａ．掲載年月日 令和 2年 2月 5日（水）～7日（金） 

ｂ．場   所 東京ビッグサイト（東京都江東区） 

ｃ．展 示 物 木枡 他（㈲大橋量器） 

地域団体商標登録 

大垣市、大垣観光協会、大垣市枡生産者組合と連携し、「岐阜県大垣市産の枡」、「岐阜県大垣

市産の木枡」、「岐阜県大垣市産の酒器として使用する枡」及び「岐阜県大垣市産の酒器として

 

 島津軍跡地にて説明を聞く参加者 

鎮国守国神社を参拝する参加者 
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使用する木枡」の地域団体商標登録に向けて、特許庁へ地域団体商標登録に係る手続補正書及

び意見書を提出した。 

○手続補正書及び意見書の提出 

ａ．提出年月日 平成 31年 4月 16日（火） 

○手続補正書の提出 

ａ．提出年月日 令和 2年 2月 17日（月） 

産業観光ＰＲ 

大垣地域の産業の歴史や、工場見学受入事業所などを掲載しているパンフレット「西美濃産

業観光読本」の改訂版を増刷（2,000部）。近隣の商工会、各地の旅行業協会等に配布し、もの

づくり都市大垣のＰＲを行った。 

 

⑥ 情報委員会 

ＩＣＴ・ＩｏＴによる膨大な情報の有効活用により、地域産業の活性化を目指す 

当地域では、ソフトピアジャパンや情報科学芸術大学院大学(ＩＡＭＡＳ)などのＩＴ関連の拠

点が整備され、「情報都市おおがき」として地域の情報化を牽引する役割が期待される。 

そこで、当委員会では、地域の情報発信力強化を図るため、会議所ホームページに経営者自ら

が地域のグルメ情報を紹介する「経営者のおすすめグルメガイド」を運営した他、観光Ｗｉ－Ｆ

ｉ事業で地域の活性化に取り組む、鹿児島県鹿児島市への視察研修会などを実施した。 

会   議 

各種委員会事業の効果的な企画・運営について協議した。 

○委員会 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 17日（月） 

ｂ．出 席 者 数 8名 

ｃ．議 題 (1)平成 30年度事業報告及び収支決算について 

(2)令和元年度事業計画（案）及び収支予算（案）について 

(3)先進地視察研修について 

○委員会 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 28日（木） 

ｂ．出 席 者 数 7名 

ｃ．議 題 (1)令和元年度上期事業報告について 

(2)今後 3年間の事業方針（案）について 

視察研修会 

○鹿児島視察研修（共催：情報・公益部会） 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 8日(日)～10日(火)  

ｂ．参 加 者 数 6名（総勢 8名） 

ｃ．視 察 先 ㈱南日本情報処理センター 

（鹿児島県鹿児島市） 

ｄ．研 修 内 容 公共団体や地域住民に提供する各サ 

     ービス等、地域活性化に役立つ取り 

組みについて。 
視察先で記念撮影 
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セミナー 

企業のＩＴの活用、地域の情報発信を支援するため、ＩＴ

セミナーを開催した。 

○ＩＴセミナー（共催：情報・公益部会、サービス業部会） 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 20日（木） 

ｂ．場 所 大垣市情報工房 

ｃ．参 加 者 数 31名 

ｄ．講   師 ＮＴＴ西日本ビジネスフロント㈱ 

取締役東海支店長 小林 正和 氏 

ｅ．テ ー マ 「ＡＩを活用した生産性向上について ～働き方×ＩＣＴ～」 

リアル大垣合同企業展  

当地域へ優秀な人材の確保を図るためのリアル大垣合同企業展を開催する予定であったが、新

型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止した。なお、出展申込企業の採用情報等について、

同内容が掲載されている冊子を近隣の大学及び関係団体に配布した他、当会議所ホームページに

も掲載して企業の求人活動を支援した。 

○リアル大垣合同企業展(共催：情報委員会、労働委員会、工業部会) 

ａ．出展申込企業数 86社 

ＩＣＴ活用事業 

地域の情報発信力の強化と、観光客の誘客促進を目的に、経営者自

らが投稿し、全国に向けて西濃地域の飲食店などの口コミ情報を会議

所ホームページ上で発信する「経営者のおすすめグルメガイド」の運

営を行った。 

○「経営者のおすすめグルメガイド」 

ａ．掲 載 内 容 経営者が薦める西濃地域のグルメ情報を紹介 

ｂ．掲 載 状 況 46件 ※詳細は後述 

 

 

(6) 特別委員会 

① まちづくり特別委員会 

大垣駅南都心エリアの価値向上を目指して 

「大垣駅南都心まちなみビジョン」を踏襲し、中心市街地においてまちづくり事業やプロモー

ション事業等を展開して、まち・エリアの価値の向上や、まちなかの賑わい創出等中心市街地の

活性化に資する事業を実施・推進した。 

また、中心市街地の一体的な再開発の実現に向け、地権者や関係者の合意形成を図る「中心市

街地の総合的整備推進に関する事業」の一環として、「郭町東西街区市街地再開発準備組合」の

事業推進を側面的に支援した。 

 

 

 

 

ＩＴセミナーの様子 
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会   議 

○委員会 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 22日（金） 

ｂ．出 席 者 数 12名 

ｃ．報 告 事 項 委員会の構成について 

ｃ．議 題 (1)令和元年度上期事業報告について 

        (2)今後 3年間の事業方針（案）について 

事   業 

○中心市街地の総合的整備推進に関する事業 

郭町東西街区の一体的な再開発事業の実現に向け、大垣市等の関係機関と連携し、地権者

主導による「郭町東西街区準備組合設立協議会」の側面的支援を行った。 

 ・令和元年 5月 16 日 郭町東西街区準備組合設立協議会 解散 

            郭町東西街区まちづくり協議会へ改組 

             郭町東西街区市街地再開発準備組合 設立 

○中心市街地活性化協議会に関する事業 

大垣市中心市街地活性化協議会に出席し、大垣市が策定した「大垣市中心市街地活性化基

本計画」の内容修正等について、令和元年 10月 4日（金）に意見を提出した。 

 

意見交換を行う委員 
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(7) その他の会議 

① 正副会頭会議 

○第 1回 

ａ．開催年月日 平成 31年 4月 2日（火） 

ｂ．出 席 者 数 6名 

ｃ．議   題 (1)議員改選に向けた今後のスケジュール等について 

(2)旧会館跡地にかかる転貸先事業者の変更について 

(3)正規職員の採用について 

(4)奥の細道むすびの地記念館管理運営業務の受託および外部委託について 

(5)新入会員について 

○第 2回 

ａ．開催年月日 令和元年 5月 8日（水） 

ｂ．出 席 者 数 5名 

ｃ．議   題 (1)常議員の選任について 

(2)部会長・委員長合同会議の開催および部会活動費の配分について 

(3)令和元年度議員改選の概要について 

(4)正規職員の採用について 

(5)岐阜県商工会議所連合会令和元年度事業計画等について 

(6)新入会員について 

○第 3回 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 5日（水） 

ｂ．出 席 者 数 6名 

ｃ．議   題 (1)監事の選任について 

(2)小企業等経営改善資金審査会審査委員の変更について 

(3)顧問・参与の委嘱について 

(4)就業規則の一部改正について 

(5)平成 30年度事業報告および収支決算について 

(6)令和元年度収支補正予算(案)について 

(7)常議員会(6/19)および通常議員総会(6/26)の開催について 

(8)議員改選について 

(9)経営発達支援計画にかかる事業改善策について 

(10)令和元年度優良従業員表彰被表彰者について 

(11)会員大会について 

(12)新入会員について 

○第 4回 

ａ．開催年月日 令和元年 7月 2日（火） 

ｂ．出 席 者 数 6名 

ｃ．議   題 (1)議員改選にかかる正副委員長等について 

(2)ワンストップ経営相談会の開催について 

(3)地域活性化セミナーの開催について 
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(4)県下統一共済制度加入促進キャンペーンの結果について 

(5)西濃地区商工団体連絡(協)・東海環状自動車道西濃地域建設促進期成(協)

合同総会および岐阜県議会西濃議員団との意見交換会について 

(6)新入会員について  

○第 5回 

ａ．開催年月日 令和元年 8月 7日（水） 

ｂ．出 席 者 数 6名 

ｃ．議   題 (1)部会に対する 2号議員の割当定数について 

(2)議員改選に向けた役員・議員および部会長・委員長等の動向について 

(3)議員改選にかかる小企業等経営改善資金審査会審査委員長等の変更につ

いて 

(4)令和元年度収支補正予算(案）について 

(5)常議員会および部会長合同会議(8/22)について 

(6)新入会員について 

○第 6回 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 4日（水） 

ｂ．出 席 者 数 6名 

ｃ．議   題 (1)3号議員の選任について 

(2)2号議員選任に向けた候補者への意向確認状況について 

(3)議員改選に向けた役員・議員の動向等について 

(4)記者会見の開催について 

(5)11月以降の事務局体制について 

(6)新体制における会議所キャッチフレーズについて 

(7)常議員会の開催(9/27)について 

(8)消費税率引上げに伴う各種料金の改定について 

(9)新入会員について 

○第 7回 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 2日（水） 

ｂ．出 席 者 数 5名 

ｃ．議   題 (1)常議員会(10/24)の開催について 

(2)臨時議員総会(10/30)の開催およびタイムスケジュールについて 

(3)2号議員選任結果および 1号議員立候補届出状況について 

(4)役員選任(案)について 

(5)正副委員長等の選任について 

(6)役員の会費持ち口数について 

(7)正副会頭・専務理事の就退任にかかるあいさつ状の送付について 

(8)常勤役員の退任に伴う退職金について 

(9)令和元年度収支補正予算(案)について 

(10)新入会員について 

○第 8回 
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ａ．開催年月日 令和元年 10月 30日（水） 

ｂ．出 席 者 数 6名 

ｃ．議   題 (1)記者会見について 

(2)臨時議員総会等の日程について 

(3)議員改選後の新役員・議員について 

(4)委員会構成について 

(5)今後の会議・行事予定について 

○第 9回 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 13日（水） 

ｂ．出 席 者 数 6名 

ｃ．議   題 (1)委員会構成について 

(2)令和元年度における当会議所事業の進捗状況および決算見込みについて 

(3)部会長･委員長合同会議のあり方について 

(4)令和 2年度における会議・行事日程について 

(5)天皇陛下御即位岐阜県奉祝委員会設立について 

(6)新入会員について 

○第 10回 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 4日（水） 

ｂ．開 催 場 所 大垣フォーラムホテル 

ｃ．出 席 者 数 6名 

ｄ．議   題 (1)令和 2年度新規および重点事業(案)について 

(2)既存事業の廃止・統合等について 

○第 11回 

ａ．開催年月日 令和 2年 1月 8日（水） 

ｂ．開 催 場 所 大垣フォーラムホテル 

ｃ．出 席 者 数 6名 

ｄ．議   題 (1)会議所行動概念＋行動規範の確認について 

(2)他の会議所の先進的な取組み事例について 

(3)来年度の正副会頭会議の開催月等について 

(4)会議所役員議員の表彰について 

(5)新入会員について 

○第 12回 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 5日（水） 

ｂ．出 席 者 数 6名 

ｃ．議   題 (1)令和 2年度新規事業 情報発信力事業について 

(2)部会長委員長合同会議の開催にかかる企画広報委員会協議結果について 

(3)新入会員について 

○第 13回 

ａ．開催年月日 令和 2年 3月 4日（水） 

ｂ．出 席 者 数 6名 
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ｃ．議   題 (1)商工会議所法の改正に伴う定款変更について 

(2)令和 2年度事業計画(案)および収支予算(案)について 

(3)令和元年度収支補正予算(案)について 

(4)常議員会(3/18)および通常議員総会(3/25)の実施について 

(5)経営発達支援計画の実績と課題について 

(6)新型コロナウィルスにかかる対応について 

(7)新入会員について 

② 議員定例会 

○大垣市長を迎えての議員定例会 

ａ．開催年月日 令和元年 5月 29日(水) 

ｂ．場   所 ソフトピアジャパン 

ｃ．出 席 者 数 120名 

○新春議員懇談会 

ａ．開催年月日 令和 2年 1月 8日（水） 

ｂ．場   所 大垣フォーラムホテル 

ｃ．出 席 者 数 140名 

③ 役員・議員懇親会 

○部会長・委員長・役員懇親会 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 4日（水） 

ｂ．場   所 大垣フォーラムホテル 

ｃ．出 席 者 数 40名 

④ 記者会見 

○第 1回 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 30日（水） 

ｂ．出 席 者 正副会頭、市政記者クラブ加盟社 

ｃ．発 表 内 容 当所新体制発足について 

○第 2回 

ａ．開催年月日 令和 2年 1月 8日（水） 

ｂ．出 席 者 正副会頭、市政記者クラブ加盟社 

ｃ．発 表 内 容 年頭所感 

⑤ 部会長委員長合同会議 

○第 1回 

ａ．開催年月日 令和元年 5月 8日(水） 

ｂ．出 席 者 数 16名 

ｃ．議   題 (1)令和元年度部会・女性会事業計画について 

(2)令和元年度委員会・特別委員会事業計画について 

(3)令和元年度部会活動費の配分について 

⑥ 西濃地区商工団体連絡協議会 

○総  会 

ａ．開催年月日 令和元年 8月 30日（金） 
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ｂ．場   所 ソフトピアジャパンセンタービル 10階 大会議室 

ｃ．出 席 者 数 35名 

ｄ．議   題 (1)平成 30年度事業報告並びに収支決算について 

(2)令和元年度事業計画（案）並びに収支予算（案）について 

○地元選出県議会議員との意見交換会 

ａ．開催年月日 令和元年 8月 30日(金) 

ｂ．場   所 ソフトピアジャパンセンタービル  

ｃ．出 席 者 数 34名 

ｄ．議   題 (1)令和元年度道路建設等の要望 

(2)岐阜県議会議員からの進捗状況報告等 

(3)質疑応答 

 

⑦ 東海環状自動車道西濃地域建設促進期成協議会 

○総  会 

ａ．開催年月日 令和元年 8月 30日（金） 

ｂ．場   所 ソフトピアジャパンセンタービル 

ｃ．出 席 者 数 35名 

ｄ．議   題 (1)平成 30年度事業報告並びに収支決算について 

(2)令和元年度事業計画（案）並びに収支予算（案）について 

(3)要望決議文（案）について 

○東海環状自動車道西回りルート建設事業説明会 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 27日（木） 

ｂ．場   所 岐阜県庁 

ｃ．出 席 者 数 11名（総勢 130名） 

ｄ．内   容 東海環状自動車道の進捗状況について 

○東海環状自動車道西回りルート建設促進大会 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 27日（木） 

ｂ．場   所 岐阜県庁 

ｃ．出 席 者 数 11名（総勢 130名） 

ｄ．内   容 大会決議文(案)について 

 

⑧ 小企業等経営改善資金審査会 

○第 1回金融審査会 

ａ．開催年月日 令和元年 7月 10日（水） 

ｂ．出 席 者 数 6名 

ｃ．案 件 数 4件 

○第 2回金融審査会 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 5日（木） 

ｂ．出 席 者 数 4名 

ｃ．案 件 数 1件 
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○第 3回金融審査会 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 28日（月） 

ｂ．出 席 者 数 6名 

ｃ．案 件 数 1件 

 

⑨ 産業懇談会 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 14日（金） 

ｂ．場   所 四鳥 

ｃ．出 席 者 正副会頭、大垣市長・副市長、大垣市議会正副議長 

ｄ．懇   談 大垣市の産業振興と経済発展に向けた意見交換 

 

 ⑩ 経営発達支援計画評価検討委員会 

○評価検討委員会 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 26日（水） 

ｂ．出 席 者 数 7名 

ｃ．議   題 (1)改正小規模支援法に基づく経営発達支援計画について 

(2)令和元年度 経営発達支援事業実績報告書について 

(3)令和元年度 経営発達支援事業実績評価表について 

(4)経営発達支援計画の実績と課題について 
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7．事 業 

(1)各種事業活動 

①優良従業員表彰 

商工業の振興を図ることを目的に、会員事業所に従事する優良従業員に対する表彰を行った。 

○被表彰者 

〔 30年以上 13名 〕             〔 15年以上 30年未満 21 名 〕 

事業所名 被表彰者氏名  事業所名 被表彰者氏名 

大垣カーテン 川村元直  
 

㈱イチハシ金属工芸 

國枝正人 田邉政徳 

河合石灰工業㈱ 

渋谷敏博 中嶋健次 
 

古澤宏治  

太田正之 伊藤孝司 
 

河合石灰工業㈱ 

小林靖明 堀部 航 

井上 崇 玉置孝司 
 

松尾知章 北浦雄一 

阿波広和  
 

新和自動車工業㈱ 樋口直樹  

新和自動車工業㈱ 小野正勝  
 

東海ロール㈱ 若林義行 岩田武彦 

フジ大理石㈱ 宮島直美  
 

平井精密工業㈱ 

子安祐司 水野達寛 

名阪近鉄バス㈱ 河合清彦  
 

高野俊宏  

ユニオン電子工業㈱ 加藤和外  
 

フジ大理石㈱ 

川瀬 仁 乾 正樹 

養老鉄道㈱ 田中 真  
 

野村 寿 小寺徳一 

    
㈱名晃 小嶋智彦  

    
名阪近鉄バス㈱ 山本一二三 常川祐司 

    
ユニオン電子工業㈱ 泉 秀樹  

 

②企業情報ガイド 

ホームページに会員事業所の求人情報や飲食店情報を掲載し、企業ＰＲを行った。 

ａ．アドレス 

当所ホームページ http://www.ogakicci.or.jp/ 

ｂ．掲載企業 

○求人情報（30企業）※順不同 

・アクサ生命保険㈱             ・伊藤建工㈱ 

・揖斐川工業㈱               ・大垣ガス㈱ 

・㈱大垣共立銀行              ・㈱オーツカ 

・㈱大光                  ・岡本住建㈱ 

・㈱カワイ                 ・河合伸治税理士事務所 

（事業所名五十音順・氏名順不同、敬称略） 
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・グレートインフォメーションネットワーク㈱ ・㈱サイエンスネット 

・昭和技研㈱                ・新興機械㈱ 

・すし半                  ・㈱鈴木栄光堂 

・西濃運輸㈱                ・大同生命保険㈱大垣営業所 

・タック㈱                 ・㈱艶金 

・㈲東海平成運輸              ・トップオート㈱ 

・㈱トヨダ                 ・㈱西田花店 

・日電精密工業㈱              ・ニホン美術印刷㈱ 

・パソコン寺子屋揖斐大野塾         ・㈱福永建築事務所 

・㈱ボンフォーム              ・㈱吉田法衣店 

○大垣美味スポット（40店舗）※順不同 

・居酒屋大八                ・いずみ庵 

・㈲一天張支店               ・うなぎの川貞 

・駅通り金蝶堂               ・御菓子処 丸八屋 

・お茶のすいぎょく園            ・柿羊羹本家・御菓子老舗 つちや本店 

・割烹料理一とり              ・川魚料理 清水屋 

・お好み焼き不二家駅前           ・河合寿司 

・京風寿し 駅前にしき            ・金蝶園総本家                

・四季料亭 助六              ・酒井亭 

・すし吉                  ・寿司会席 たつみ 

・すし半                  ・本家金蝶園 

・田中屋せんべい総本家           ・手打ちうどん・そば 駅前さらしな 

・㈱デリカスイト              ・天近 本店 

・西美濃讃菓 みやこ屋本今店        ・日本料理遊鯉の里 玉子屋本店 

・烏骨鶏本舗                ・ブランチヒロノヤ 

・ミュージックジャーナル          ・萬十本店 

・めん処 鶴岡屋本店            ・餅・赤飯・和菓子 餅惣 

・焼肉レストラン陣屋            ・料亭 四鳥 

・麦とろ                  ・和風食事処味の店 力亭 

・和菓子処 尾張屋本店           ・アパホテル大垣駅前店 

・大垣フォーラムホテル           ・クインテッサホテル大垣 

 

③中心市街地まちづくり推進事業 

まちづくり特別委員会は、空洞化が進展する中心商店街への集客を図り、中心市街地に賑わいを

創出するための各種事業を実施した。 

○郭町東西街区における取り組み 

        郭町東西街区の一体的な再開発事業の実現に向け、大垣市等の関係機関と連携し、地権者主導 

      による「郭町東西街区市街地再開発準備組合」の側面的支援等を実施した。 
 

④中心市街地活性化協議会推進事業 

大垣まちづくり㈱とともに平成 20 年 8 月に設立した「大垣市中心市街地活性化協議会」におい

て、大垣市が策定した「大垣市中心市街地活性化基本計画」等について意見聴取した。 
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○大垣市中心市街地活性化協議会の運営 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 4日（金）（書面による意見聴取） 

ｂ．参 加 者 田口会長他委員 39名 

ｃ．内   容 大垣市中心市街地活性化基本計画の変更について 

 

⑤会員特別融資制度事業（会員バックアップ融資） 

会員事業所の経営改善や円滑な事業運営を支援するため、9金融機関と提携し、平成 17年 4月 1

日より運用を開始した融資制度。 

ａ．参加金融機関(五十音順) 

大垣共立銀行、大垣西濃信用金庫、岐阜商工信用組合、岐阜信用金庫、滋賀銀行、十六銀行、 

商工中金岐阜支店、西美濃農業協同組合、三菱 UFJ銀行 

ｂ．広報活動 

当所広報誌「ＮＡＶＩ大垣」・ホームページへＰＲ記事の掲載 

ｃ．融資実績 7件 35,280,000円 

 

⑥共済（福祉）事業 

会員事業所の経営者・役員・従業員に対する福利厚生の充実を図ることを目的に、各種制度の普

及を推進した。 

ａ．各種共済制度の加入状況（令和 2年 3月 31日現在） 

No. 制 度 名 加入事業所 加入者数 保険料・口数/月 

1 生命共済 279 1,162 1,640口 

2 特定退職金共済 217 1,474 12,499口 

3 過去勤務 1 1 30口 

4 大型損保セット 32 54 677,598円 

5 福祉プラン部分型 0 0 0円 

6 個人年金プランＳ 42 45 638,123円 

7 ガン治療 142 174 973,046円 

8 終身保障プラン 110 128 4,179,916円 

9 アクセス 1 3 15,000円 

10 総合 396 768 8,869,345円 

11 エスリー 3 4 22,086円 

12 定期保険群集団 71 83 4,564,705円 

13 低払型定期保険 160 235 8,180,786円 

14 個人扱契約 11 12 99,354円 

15 ライフプロデュース  8 83,000円 

16 ユニットリンク  144 2,702,782円 

17 
ユニットリンク（年

払い） 
 25 4,727,820円 
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ｂ．生命共済制度保険金・給付金支払状況 

生命共済制度（平成 30年 12月 1日～令和元年 11月 30日）の利益配当金は、１口あたり 9.75%

（1 口あたり年間 936 円）となり、加入事業所に還元した。期間中における保険金及び給付金

は、次のとおり。 

【保険金・給付金支払状況】 

制 度 名 件 数 金 額（円） 

死亡保険金（病気） 2 4,000,000 

死亡保険金（障害） 0 0 

障害給付金 0 0 

入院給付金 2 75,000 

病気入院見舞金（29日以内） 7 75,000 

病気入院見舞金（30日以上） 3 30,000 

ケガ通院見舞金（19日以内） 4 20,000 

ケガ通院見舞金（20日以上） 2 20,000 

結婚祝金 6   40,000 

出産祝金 6 50,000 

合    計 32 4,310,000 

 

⑦創業・ベンチャー支援事業 

これから起業したいと考えている者、起業して間もない者（5 年以内）を対象に、創業塾及び交

流会を開催した。 

女性創業塾（女性起業家を対象） 

○第 1回 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 3日（木） 

ｂ．受 講 者 11 名 

ｃ．講   師 ㈱クレース・プランナーズ 代表取締役 正門 律子 氏 

ｄ．テ ー マ 女性先輩社長に聞く、私の起業体験談 

○第 2回 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 9日（水） 

ｂ．受 講 者 6名 

ｃ．講   師 岐阜経済大学 教授 竹内 治彦 氏 

        大垣ビジネスサポートセンター（ガキビズ） センター長 正田 嗣文 氏 

ｄ．テ ー マ 夢を実現するには… ～ビジネスプランの作り方～ 

夢を実現するには… ～ガキビズの創業支援策～ 

○第 3回 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 17日（木） 

ｂ．受 講 者 13名 

ｃ．講   師 中小企業診断士 藤井 佳代 氏 
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ｄ．テ ー マ 知識・経験ゼロでもＯ．Ｋ！ 起業で知っておくべき経営の基本 

○第 4回 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 24日（木） 

ｂ．受 講 者 13 名 

ｃ．講   師 (1)社会保険労務士 増田 千津子 氏 

(2)大垣西濃信用金庫 ビジネスサポート課 課長 若山 謙一 氏 

(3)岐阜県信用保証協会 保証業務部 企画支援室 企業支援課  

調査役 清水 紀子 氏 

ｄ．テ ー マ (1)雇用・労働保険について 

(2)「収支計画の立て方」「資金調達について」 

○第 5回 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 31日（木） 

ｂ．受 講 者 11 名 

ｃ．講   師 ＩＴコーディネーター 吉住 英理香 氏 

ｄ．テ ー マ WEB サイトや SNS等を活用した顧客集客術 

○第 6回 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 14日（木） 

ｂ．受 講 者 13 名 

ｃ．講   師 中小企業診断士 藤井 佳代 氏 

ｄ．テ ー マ やりたい想いを形にする！初めてのビジネスプランを作ろう 

○第 7回 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 21日（木） 

ｂ．受 講 者 8名 

ｃ．講   師 中小企業診断士 藤井 佳代 氏 

ｄ．テ ー マ ビジネスプラン総まとめ＆発表会 

創業塾 

○第 1回 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 18日（金） 

ｂ．受 講 者 17 名 

ｃ．講   師 ㈱リリフル 代表取締役 金森 律子 氏 

ｄ．テ ー マ 先輩創業者による体験談等 

○第 2回 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 25日（金） 

ｂ．受 講 者 19 名 

ｃ．講   師 大垣ビジネスサポートセンター（ガキビズ） センター長 正田 嗣文 氏 

ｄ．テ ー マ チャレンジへの一歩を踏み出すには 

○第 3回 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 6日（水） 

ｂ．受 講 者 14 名 

ｃ．講   師 中小企業診断士 道家 睦明 氏 
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ｄ．テ ー マ ビジネスプランの作成、ビジネスプランを作ってみよう！ 

○第 4回 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 8日（金） 

ｂ．受 講 者 16 名 

ｃ．講   師 (1)社会保険労務士 増田 信彦 氏 

(2)ＯＫＢ大垣共立銀行 法人営業部 プレゼンスチーム 

産学連携グループ 調査役 河村 宏明 氏 

(3)日本政策金融公庫 国民生活事業 

   融資第二課 課長 上杉 洋三 氏 

ｄ．テ ー マ (1)雇用・労働保険について 

(2)収支計画の立て方と資金調達について 

○第 5回 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 15日（金） 

ｂ．受 講 者 17 名 

ｃ．講   師 ㈱あずきプランニング 代表取締役 石井 克成 氏 

ｄ．テ ー マ WEB サイトや SNS等を活用した顧客集客術 

○第 6回 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 21日（木） 

ｂ．受 講 者 13 名 

ｃ．講   師 中小企業診断士 道家 睦明 氏 

ｄ．テ ー マ 強みを活かしたマーケティング戦略 

○第 7回 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 29日（金） 

ｂ．受 講 者 11 名 

ｃ．講   師 中小企業診断士 道家 睦明 氏 

ｄ．テ ー マ ビジネスプランの発表会、起業後の心構え 

創業者ネットワーク交流会 

○第 1回 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 5日（火） 

ｂ．参 加 者 24 名 

ｃ．講   師 学び舎 mom株式会社 代表取締役 矢上 清乃 氏 

ｄ．テ ー マ 「私の体験談～創業者と創業者支援の目線から～」 

○第 2回 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 9日（月） 

ｂ．参 加 者 21 名 

ｃ．講   師 株式会社システムアドバンス 代表取締役 宇野 博幸 氏 

ｄ．テ ー マ 創業体験談「No Attack, No Chance」 
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⑧リアル大垣合同企業展事業 

西美濃地域の企業における優秀な人材確保と、新規学卒者の地域企業への就業を支援するととも

に、多数の優良企業が所在する西美濃地域を広くＰＲすることを目的として、合同企業展を開催す

る予定であったが、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため中止した。 

なお、本企業展出展申込企業の採用情報等が掲載された冊子を作成し、愛知、岐阜他近隣の大学

へ配布した他、本企業展のホームページでも各企業の採用情報について広く案内した。 

○リアル大垣合同企業展(共催：情報委員会、労働委員会、工業部会) 

ａ．出展申込企業数 86社 

 

⑨大垣地域人材定着促進事業 

各企業の技術力を始めとする魅力を知ってもらい、優秀な人材の地域内での定着を図ることを目

的に、実業高校において、生徒をはじめ、保護者、教職員に対して、大垣地域の企業担当者が自社

の事業内容を製品やパンフレットなどにより説明・ＰＲを行った。 

○大垣商業高等学校 

ａ．開催年月日 令和元年 7月 4日（木） 

ｂ．出 展 社 数 30事業所 

ｃ．来 場 者 数 327名 

○大垣養老高等学校 

ａ．開催年月日 令和元年 7月 16日（火）・17日（水） 

ｂ．出 展 社 数 21事業所 

ｃ．来 場 者 数 745名 

○大垣工業高等学校 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 18日（水）・19日（木） 

ｂ．出 展 社 数 34事業所 

ｃ．来 場 者 数 695名 

 

⑩経営相談ネット受付事業 

経営課題等を抱える経営者にタイムリーに解決への支援を行うため、会議所ホームページ上に

相談窓口を設置し、24時間相談の申込みを受付けた。 

また、当所が作成する経営相談等のチラシやポスターにＱＲコードを掲載し、経営者が、いつ

でもどこでも相談が申込めるように利便性を図った。 

ネット受付後は、経営支援員が事業所を実訪し、課題の早期解決に向けて経営支援を行った。 

○利用実績 

ａ．ネット受付件数 12件（金融 5件、創業 4件、税務 2件、法律 1件） 

 

⑪マル経利子補給事業 

小規模事業者の経営安定化に向けた資金繰りの改善を支援することを目的に、日本政策金融公

庫のマル経融資利用者に対する利子補給制度を設け、マル経融資の利用促進を図った。 

○利子補給額 

支払った利子の総額の 2分の 1 

大勢の高校生が参加 
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○利用実績 

利子補給件数 3件 165,600円 

 

⑫小規模事業者持続的発展支援事業（小規模事業者持続化補助金申請支援事業） 

申請書作成支援 

小規模事業者が、販路開拓等に取り組む費用の補助を行う国の「小規模事業者持続化補助金」

の申請に必要な「経営計画」及び「販路開拓に係る事業計画」等の作成指導を行い、小規模事業

者の補助金申請を支援した。 

ａ．支 援 期 間 平成 31年 4月 25日(木)～令和元年 6月 12日(水) 

ｂ．事 業 所 数 延べ 24事業所 

（小売業 2件、卸売業 1件、製造業 3件、建設業 0件、サービス業 18件） 

ｃ．採 択 結 果 23事業所 

項目 

業種 
申請数 採択数 採択率（％） 

小 売 業 2 2 100   

卸 売 業 1 1 100   

製 造 業 3 3 100   

建 設 業 0 0 0   

サービス業 18 17 94.4   

合計 24 23 95.8   

 

⑬消費税軽減税率・転嫁対策窓口相談等事業 

令和元年 10 月に消費税率 10％への引上げと軽減税率制度の導入に伴い、価格転嫁や税務処理

などで困っている事業所を支援するため、「消費税軽減税率・転嫁対策窓口」を設置し相談に対

応した。 

○消費税軽減税率・転嫁対策窓口相談 

ａ．期   間 平成 31年 4月～令和 2年 3月〔土・日・祝日を除く〕 

ｂ．時   間 10 時～16時 

ｃ．支 援 内 容 消費税軽減税率・転嫁に関する相談、経理処理や税務申告など 

○税理士等による専門相談 

ａ．実 施 回 数 9回 

ｂ．相 談 件 数 10件 

○職員による巡回・窓口等相談件数 2,393件 

○消費税軽減税率・転嫁対策セミナー（2回） 

セミナー 

◯第 1回 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 27日（木） 

ｂ．場   所 大垣市情報工房 
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ｃ．受 講 者 数 25名 

ｄ．講   師 ナガイネット有限会社 代表取締役 永井 信夫 氏（ＩＴコーディネータ） 

ｅ．内 容 集客・売上・利益ＵＰ！への仕組みづくりセミナー 

◯第 2回 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 10日（火） 

ｂ．場   所 大垣市情報工房 

ｃ．受 講 者 数 47 名 

ｄ．講   師 ＯＫＢ大垣共立銀行 ＩＴ統轄部 調査役 FinTech プロジェクト 立松 良大 

氏 

ｅ．内 容 今さら聞けないキャッシュレス決済セミナー 

 

⑭中心市街地ハツラツ店舗支援事業 

中心市街地の活性化に向け、大垣市商店街振興組合連合会、大垣市、大垣まちづくり㈱、(一

社)大垣タウンマネージメントなどの関係機関との連携を図り、中心商店街で気軽に出店できる

「ちょいみせ」を管理運営するとともに、中心市街地への出店希望者に対し、出店に向けた諸支

援を行った。 

また、事業全般の取りまとめを大垣まちづくり㈱に委託し、業務の一部を同社から(一社)大垣

タウンマネージメントに再委託した。 

   短期貸し店舗「ちょいみせ」の管理運営 

中心商店街で気軽に出店できる機会を提供するとともに、出店希望者の育成や店舗運営等につ

いて支援することを目的に、(一社)大垣タウンマネージメントが、中心市街地の空き店舗を借り

上げ、中心市街地商店街で新たに出店を希望する者に期間限定で転貸する店舗「ちょいみせ」を

運営した。 

○ちょいみせ（キッチン） 

ａ．運 営 期 間 平成 31年 4月 1日（月）～令和 2年 3月 31日（火） 

ｂ．出 店 者 数 延べ 122名（内、法人 1件・個人 120件・その他団体 1件） 

空き店舗調査 

大垣市中心市街地区域内において、即賃借可能な空き店舗を中心に店舗状況及び賃借条件など

について情報収集を図った。空き店舗情報は、大垣商工会議所をはじめ、大垣市商店街振興組合

連合会及び大垣市などの関係機関で共有し、中心市街地への出店希望者に対して情報提供を行っ

た。 

 

⑮経営者のおすすめグルメガイド事業 

地域の情報発信力の強化と、観光客の誘客促進を目的に、経営者自らが投稿し、全国に向けて

西濃地域の飲食店などの口コミ情報を発信する会議所ホームページ「経営者のおすすめグルメガ

イド」の運営を行った。 

ａ．掲 載 内 容 経営者が薦める西濃地域のグルメ情報を紹介 

ｂ．掲 載 状 況 46 件 

ｃ．閲 覧 件 数 6,129件 
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「経営者のおすすめグルメガイド」投稿者・掲載店舗             ＜順不同＞ 

№ 
投稿者 

掲載店舗名 店舗住所 
役 職 氏  名 事業所名 

1 名誉顧問  堤 俊彦  日本耐酸壜工業㈱  旨味や みや  郭町東 

2 会 頭  田口義隆  西濃運輸㈱  朝日屋  東長町 

3 前副会頭  栗田茂康  イビデン㈱  助六  高砂町 

4 議 員  河合保孝  ㈱アレックカワイ  Piano Piano   高砂町 

5 常議員  井上豊秋  揖斐川工業㈱  花水木(フォーラムＨ)  万石 

6 前常議員  米谷剛人  神鋼造機㈱  心音  高屋町 

7 常議員  加納吉明  TSUCHIYA㈱  物味遊山  赤坂東町 

8 前常議員  江藤吉一  ㈱三菱 UFJ 銀行大垣支店  とんちゃん屋  高屋町 

9 前常議員  三輪髙史  ㈱三輪酒造  どうさん  高屋町 

10 常議員  安田隆夫  安田電機暖房㈱大垣支店  ひさご  郭町東 

11 常議員  山中和樹  ㈱山中工務店  大垣城サルーン  郭町 

12 元監事  加藤芳之  共友リース㈱  横井製作所  林町 

13 前議員  栗田義仁  ＮＴＴ西日本 大垣支店  助六  高砂町 

14 常議員  原 正昭  新興機械㈱  クッチーナ  郭町東 

15 議 員  豊田典義  ㈱豊田モータース  天近別館 ちかざわ  直江町 

16 議 員  平林 淳  ㈱ひらばやし  Sugo  御殿町 

17 前議員  柳迫茂矢  西濃通運㈱  ジラソーレ  林町          

18 議 員  矢野 聡  西濃オート㈱  すし半  高屋町 

19 常議員  松本正平  ㈲ラブ  駅前にしき  高屋町 

20 前議員  西村昌之  名阪近鉄バス㈱  鶴岡屋本店  久瀬川町        

21 前議員  広瀬文雄  ㈱広瀬商会  中華食房チャングイ  東外側町 

22 議 員  橋川寛治  フジヤ広告㈱  中国料理萬里  万石 

23 元議員  吉田益代  ㈲金蝶堂総本店  トレトゥール吉田  藤江町 

24 議 員  髙橋伸輔  ㈱タックジャパン  中国料理桂林  神戸町 

25 前議員  中村佳哉  ㈱アートユニフォーム岐阜  Kichen･GERA（ｷｯﾁﾝｹﾞﾗ)  郭町東 

26 前議員  楠 和憲  アクサ生命保険㈱西濃営業所  旬吟わのわ  東町 

27 常議員  上田元久  大垣ガス㈱  ル・和モダン・フレンチ タカハシ  御殿町 

28 議 員  川瀬尚志  ｸﾞﾚｰﾄｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾈｯﾄﾜｰｸ㈱  ＧＡＪＡ（ガヤ）  加賀野 

29 常議員  児玉栄一  コダマ樹脂工業㈱  夢創庵  神戸町 

30 前専務理事 成瀬重雄 大垣商工会議所 料亭四鳥 東外側町 
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⑯大垣ＣＣＩネットショップ事業 

ネット販売など、ＩＴの活用による販路拡大に取り組む会員事業所を支援するため、当所ホー

ムページ内に「大垣ＣＣＩネットショップ」を設置し、会員事業所 18事業所を登録した。 

ａ．出 店 数 18社 

ｂ．業種別内訳 食品 6、飲料 4、工芸・雑貨・ファッション 5、観光・ホテル 2、その他 1 

 

⑰ワンストップ経営相談会事業 

当所と連携協定を締結している地元金融機関（大垣共立銀行、大垣西濃信用金庫）との連携事

業の一環として、「ワンストップ経営相談会」を開催した。 

相談会では、経営に関する各分野の専門家を一堂に集め、中小・小規模事業者の経営上のさま

ざまな相談に無料で応じた。 

○第 1回 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 4日（水） 

ｂ．場 所 大垣西濃信用金庫本店 大信ホール 

ｃ．相談事業所数 137事業所 

№ 
投稿者 

掲載店舗名 店舗住所 
役職 氏  名 事業所名 

31 前常議員  三輪髙史  ㈱三輪酒造 花の木珈琲店 久瀬川町 

32 議 員 北川資雄 ㈱ジー・シー 郷亭 垂井町 

33 議 員  平林 淳  ㈱ひらばやし 兎夢 池尻町 

34 常議員  安田隆夫  安田電機暖房㈱大垣支店 新装開店ひさご 郭町東 

35 議 員 上松伸光 アイビー電子工業㈱ 郷亭（ディナー編） 垂井町 

36 議 員  朝田貴久美 コーテック㈱ すし半（ランチ編） 高屋町 

37 議 員  大塚典和 ㈱松栄楽器 
藁焼き炉端 がぶや  

大垣駅前店 
高屋町 

38 議 員 山中利恭 中日本カプセル㈱ 喫茶ロータス 南若森町 

39 議 員  深貝 博司 ＮＴＴ西日本 大垣支店 麺味 今宿 

40 前議員 遠藤正行 ㈱ヤナゲン スタイン 高屋町 

41 常議員 早田隆昭 神鋼造機㈱ DINIING HALL 本今町 

42 議 員 澤村陽介 アクサ生命保険㈱西濃営業所 万福 波須 

43 常議員 小野義明 ㈱弘光舎 楽餐（らくさん）つじ川 郭町東 

44 常議員 小野義明 ㈱弘光舎 BAR PIGRO 郭町東 

45 常議員 小野義明 ㈱弘光舎 ESTRELLA（エストレーヤ） 東外側町 

46 常議員 鈴木 伝 ㈱鈴木栄光堂 一とり 郭町 
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ｄ．相 談 件 数 226件 

ｅ．相 談 内 容 販路開拓 41 件、事業承継 24 件、人材確保 19 件、税務・消費税軽減税率

16 件、ＩＴ15 件、経営計画作成 14 件、経営改善計画 13 件、人材育成 11

件、補助金申請 9件、設備導入 9件、資金計画 8件、雇用問題 7件、第二

創業 7 件、人事労務 7 件、経営革新 6 件、創業準備 4 件、商品開発 4 件、

知的財産 3件、司法・登記 2件、法律 2件、金融 1 件、海外展開 1件、そ

の他 3件 

○第 2回 

ａ．開催年月日 令和 2年 2月 4日（火） 

ｂ．場 所 大垣西濃信用金庫本店 大信ホール 

ｃ．相談事業所数 101事業所 

ｄ．相 談 件 数 175件 

ｅ．相 談 内 容 販路開拓 35件、補助金申請 18件、事業承継 16件、人材確保 13件、創業

準備 12件、ＩＴ8件、税務・消費税軽減税率 7件、経営改善計画 7件、人

材育成 7件、人事労務 7件、設備導入 6件、資金計画 6件、経営計画作成

6 件、雇用問題 6 件、法律 5 件、司法・登記 4 件、金融 4 件、経営革新 2

件、商品開発 2件、海外展開 2件、第二創業 1件、その他 1件 

 

⑱金型人材育成講座事業 

大垣地域の地場産業であり、ものづくり産業の基盤である金型産業における人材の確保と育成

強化を図り、国内外における競争力を高めることを目指し、金型人材育成講座を実施した。 

○金型人材育成講座 基礎編 

ａ．開催年月日 令和元年 7月 20日（土）～10月 26日（土）（計 12回） 

ｂ．場   所 岐阜大学 

ｃ．講   師 岐阜大学工学部 教授 王 志剛 氏他 

ｄ．内   容 引張試験、材料力学の基礎、金型設計、ＣＡＥの基礎と基本操作など 

ｅ．受 講 者 数 10名 

○金型人材育成講座 応用編（ハイテン材成形コース） 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 2日（土）～12月 14日（土）（計 6回） 

ｂ．場   所 岐阜大学 

ｃ．講   師 岐阜大学工学部 教授 山下 実 氏他 

ｄ．内   容 ハイテン材成形の基礎と深絞りと曲げ工学の力学、ＣＡＥ実習など 

ｅ．受 講 者 数 3名 

○金型人材育成講座 応用編（精密プレスコース） 

ａ．開催年月日 令和 2年 1月 25日（土）～2月 29日（土）（計 6回） 

ｂ．場   所 岐阜大学 

ｃ．講   師 岐阜大学工学部 教授 王 志剛 氏 他 

ｄ．内   容 板鍛造工法開発の基礎と荷重の低減技術、ＣＡＥ実習など 

ｅ．受 講 者 数 2名 
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⑲ものづくりリーダー育成講座事業 

ものづくり企業のリーダー（幹部候補者）を対象に、高度かつ実践的な技能や知識の習得に加

え、部下育成能力、コミュニケーション能力、問題解決能力の向上を目的としたセミナーを実施

し、ものづくり産業の活性化を図った。 

○第 1回 

ａ．開催年月日 令和元年 7月 3日（水） 

ｂ．場   所 大垣市情報工房 

ｃ．講   師 ものづくり改善オフィス 代表 高津 正吉 氏 

ｄ．テ ー マ 品質管理の基本とＱＣ7つ道具 

ｅ．受 講 者 数 18名 

○第 2回 

ａ．開催年月日 令和元年 7月 18日（木） 

ｂ．場   所 大垣市情報工房 

ｃ．講   師 ケィ･サポート 代表 桑原 喜代和 氏 

ｄ．テ ー マ ５Ｓの完遂と工場の見える化 

ｅ．受 講 者 数 16名 

○第 3回 

ａ．開催年月日 令和元年 7月 31日（水） 

ｂ．場   所 大垣市情報工房 

ｃ．講   師 イズミ・リサーチ 代表 奥野 泉 氏 

ｄ．テ ー マ 採算性と原価改善の着眼点 

ｅ．受 講 者 数 17名 

 

⑳交流産業戦略推進事業 

大垣地域の産業の歴史や、工場見学受入事業所などを掲載しているパンフレット「西美濃産業

観光読本」の改訂版を増刷（2,000 部）し、近隣の商工会、各地の旅行業協会等に配布すること

により、ものづくり都市大垣のＰＲ活動を行った。 

 

㉑産業展出展事業 

メッセナゴヤに、当所が一括してブースを 6小間取得し、出展しやすい環境を整え、企業の販

路開拓などを支援した。 

○メッセナゴヤ出展支援事業 

ａ．開催年月日 令和元年 11月 6日（水）～9日（土） 

ｂ．場   所 ポートメッセなごや（名古屋港金城ふ頭） 

ｃ．出展小間数 6小間（1小間：幅 3ｍ×奥行 3ｍ×壁高 2.7ｍ） 

ｄ．出展企業数 6社 

ｅ．出展企業名 アイビー電子工業㈱、㈱片山縫製、㈱サイエンスネット、艶金化学繊維㈱、

東海サーモ㈱、マジオドライバーズスクール大垣校 

ｆ．来 場 者 数 62,422名 

○ビジネスマッチング促進支援事業 
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岐阜県外で開催された募集小間数 80 以上の展示会に出展した企業に対し、出展費用の一部を

補助し、販路開拓を支援した。 

ａ．補 助 件 数 26件 

ｂ．補助企業数 18社 

 

㉒創業資金利子補給事業 

地域における創業を促進し、地域経済の活性化に資することを目的に、連携協定を締結した金

融機関と連携し、創業資金を借り入れた事業者を対象に、借入利息の一部を補填する「創業資金

利子補給事業」を創設し、創業塾受講者に利用をＰＲした。 

○利用実績 

利子補給件数 なし 

 

㉓新商品・新サービス広報支援事業 

会員事業所の新商品・新サービスの販路開拓を支援するため、当会議所の会報「ＮＡＶＩ大垣」

誌面に専用コーナーを設け、申し込みのあった新商品・新サービスの情報を無料で掲載するとと

もに、当会議所ホームページのお知らせコーナー及びピックアップコーナーの新着情報で広報し

た。 

（第 1回） 

ａ．掲 載 日 令和元年 6月 1日（土） 

ｂ．掲 載 件 数 4 件 

ｃ．掲載事業所 (1)㈱矢橋コンサルティング 

（新サービス：経営コンサルティング） 

(2)ミヤビワークス㈱ 

（新商品：ドアにくっつく防災バッグ） 

(3)㈱横田仏壇店 

（新商品：ZUCCOフレグランス） 

(4)evergreen 

（新サービス：暮らし上手の庭づくりオンライン講座） 

（第 2回） 

ａ．掲 載 日 令和元年 9月 1日（日） 

ｂ．掲 載 件 数 4 件 

ｃ．掲載事業所 (1)㈲川崎商店（新サービス：色彩の錬金術師「インクバロン」） 

(2)㈱カワセ精工（新サービス：プレス特急「スグアルミ」） 

(3)㈱烏骨鶏本舗（新商品：薬膳の王様烏骨鶏の新鮮たまご） 

(4)㈲川惣商店（新商品：癒しの光るボトル！） 

（第 3回） 

ａ．掲 載 日 令和元年 12月 1日（日） 

ｂ．掲 載 件 数 4 件 

ｃ．掲載事業所 (1)㈱小山（新サービス：手芸キットと刺繍の企画製造） 

(2)インテリアギャラリーしかの 
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（新サービス：電動ブラインドで IoT体験） 

(3)御菓子つちや本店（新商品：嚥下食スイーツ みたらし団子） 

(4)㈲大橋量器（新商品：マスプレッソ） 

（第 4回） 

ａ．掲 載 日 令和 2年 3月 1日（日） 

ｂ．掲 載 件 数 4 件 

ｃ．掲載事業所 (1)㈲早野研工（新商品：DISH STAND（組み立て式）） 

(2)金蝶園総本家（新商品：チーズいちご餅） 

(3)㈲中部衛生興産（新サービス：ムシロック） 

(4)㈱吉田法衣店（新商品：ReBorn（リボン）袈裟） 

 

㉔ＷＥＢセミナー事業 

業者が運営するＷＥＢセミナーシステムにより、経営実務（経理・税務・労務等）、経営革

新、事業承継、経営安定、パソコンスキルアップなどをテーマとした動画を配信した。 

ａ．専門講師によるＷＥＢセミナー 

(1)配信テーマ 経理、経営革新、事業承継、経営安定、パソコンスキルアップ等 

(2)視 聴 回 数 2,317件（平成 31年 4月 1日～令和 2年 3月 31日） 

 

㉕働き方改革推進支援事業 

働き方改革関連法の施行に伴い、会員企業における労働環境等についての現状や課題を把握す

るための調査や、働き方改革に取り組む事業所の好事例の収集、働き方改革に伴うセミナーの開

催等を実施し、会員企業の労働時間の短縮及び人手不足の解消等、労働生産性の向上を図るため

の事業を行った。 

○市場調査の事業 

ａ．調 査 期 間 令和元年 9月 13日（金）～10月 31日（木） 

ｂ．調 査 方 法 郵送にて配布・回収 

ｃ．調 査 対 象 会員企業 300社 

ｄ．回 収 数  208社（回収率 69.3％） 

ｅ．調 査 内 容  ・働き方改革に関する各企業の現状や意識の調査 

         ・働き方改革の取り組みにおける課題 

         ・働き方改革に関連する ICT利活用状況等 

f．調 査 結 果  別紙のとおり 

   ○好事例の収集、普及啓発事業 

ａ．実 施 期 間 令和元年 10月 1日（火）～令和 2年 1月 31日（金） 

ｂ. 実 施 対 象 アンケート調査実施企業のうち、働き方改革に積極的に取り組む企業（6社） 

 

事業所名 業種 従業員規模 事例 

フジヤ広告㈱ サービス業 20名程度 有給取得推進月間により休暇取得の促進 

サンメッセ㈱ 製造業 698 名 （2019年 3月期、嘱

託・パートは含まない） 

ＩＣＴ活用による働きやすい職場づくり 
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事業所名 業種 従業員規模 事例 

㈱リリフル サービス業 33名（ 2019 年 11 月時点、

パート含む） 

ダブルワークＯＫで女性が楽しんで働け

る会社に 

㈱大光 卸売・小売業 972名（連結） 継続的な取組とフォローし合う社内風土

の醸成 

㈱河合寿司 小売業 50名程度 年 10 日の有給取得目標とＩＣＴによる効

率化 

揖斐川工業㈱ 製造業・建設

業ほか 

280名程度 モバイルワーク導入・有給取得推進で取得

率アップ 

 

ｃ．実 施 方 法 アンケート調査結果をもとに、後日ヒアリングを行った。 

ｄ．実 施 内 容 ＩＣＴの導入や、休暇の取得促進など、働き方改革に積極的に取り組む企

業の好事例を収集し、その結果を会員企業に周知するため、好事例集を会

報誌に折込配布した。 

○働き方改革セミナー事業 

働き方改革関連法の施行に伴い、会員企業の労働時間の短縮及び人手不足の解消等、労働生産

性の向上を図るため、中小企業が始めに取り組むべき内容等を中心としたセミナーを開催した。 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 20日（金） 

ｂ．場   所 大垣市情報工房 

ｃ．受 講 者 数 15 名 

ｄ．講   師 NPO法人ブルーバード 代表理事 西尾 果小里 氏 

ｅ．テ  ー  マ 中小企業のための働き方改革セミナー 

～人手不足・時代の変化に対応するために始めるべきこととは～ 

○新卒採用ノウハウ塾 

会員企業の労働時間短縮及び人手不足解消に向けた人材を確保するため、若手の人材採用のた

めのセミナー「新卒採用ノウハウ塾」を計 2回開催した。 

（第 1弾） 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 26日（木） 

ｂ．場   所 大垣市情報工房 

ｃ．受 講 者 数 23 名 

ｄ．講   師 名古屋経済大学 キャリアセンター長 大黒 光一 氏 

ｅ．テ  ー  マ 大学から見た就活の現状と正しい大学との付き合い方 

（第 2弾） 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 24日（木） 

ｂ．場   所 大垣市情報工房 

ｃ．受 講 者 数 21 名 

ｄ．講   師 ㈱フリービズ 角井 秀行 氏 

ｅ．テ  ー  マ 学生に伝えるべき自社の魅力とは 

～自社が求める学生に対し、いつ、何を、どう伝えることが重要なのか～ 
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鎮国守国神社を参拝する参加者 

㉖ローカル鉄道「養老鉄道」等を活用した新たな魅力発見事業 

西美濃地域における交流産業の創出・育成を図ることを目的に、日本商工会議所が実施する「地

域力活用新事業∞全国展開プロジェクト事業」補助金を活用し、「ローカル鉄道『養老鉄道』等

を活用した新たな魅力発見事業」として、新たな観光資源開発のためのモニターツアー事業を実

施した。 

○親子でチャレンジ！西美濃ゆったりサイクリングツアー 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 7日（土） 

ｂ．参 加 者 数 20名（揖斐コース 9名、池田コース 11名） 

ｃ．場   所 養老鉄道沿線（大垣市、神戸町、池田町、揖斐川町） 

ｄ．内   容 道中のチェックポイントで地元の名菓を味

わいながら、揖斐コースは揖斐駅、池田コ

ースは池野駅のゴールを目指すスタンプ

ラリー形式の自由度が高いサイクリング

ツアー。大垣駅を自転車で出発し、帰りは

最終ゴールの時間にあわせた大垣駅行き

のサイクルトレイン（途中下車可）に乗車

した。 

○義の武将「明智光秀」と「島津豊久」ゆかりの地ツアー 

ａ．開催年月日 令和元年 12月 14日（土） 

ｂ．参 加 者 数 20名 

ｃ．場   所 島津義弘陣跡、島津豊久碑、烏頭坂、島津豊久の墓、上石津郷土資料館、

西高木家陣屋跡、山城址、焼き肉道場ローヤル 

ｄ．内   容 大垣駅からバスで出発し、関ケ原町と上石

津町にある来年の大河ドラマの主人公「明

智光秀」と関ヶ原の戦いにも参加した「島

津豊久」のゆかりの地を観光ガイドと巡る

ツアー。昼食に、地元養老グルメの焼き肉

を満喫し、帰りは養老鉄道で大垣駅に戻っ

た。 

○養老鉄道で行く桑名初詣の旅 

ａ．開催年月日 令和 2年 1月 18日（土） 

ｂ．参 加 者 数 22名 

ｃ．場   所 寺町通商店街、俵寿司、七里の渡跡、 

鎮国守国神社、春日神社 

ｄ．内   容 大垣駅から養老鉄道で桑名駅に向けて出発

し、地元ガイドの案内により桑名市内で行

われる寺町商店街の朝市や七里の渡跡を

散策するとともに、桑名市内の初詣で人気

の鎮国守国神社と春日神社を参拝するツ

アー。道中訪れる鎮国守国神社では、当ツ

サイクリングツアー出発式 

（大垣駅） 

島津軍跡地にて説明を聞く参加者 
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アーの趣旨に賛同していただいた宮司の計らいのもと、年に 1度の 5月の

祭時でしか開放されない「楽翁公百年祭記念宝物館」をツアー参加者にの

み特別に案内を受けた。また、昼食は桑名市名産品の「はまぐり」を使っ

た料理を堪能した。 

 

㉗地域活性化セミナー 

ａ．開催年月日 令和元年 10月 2日（水） 

ｂ．場 所 大垣市情報工房 

ｃ．共 催 (一社) 大垣法人会、 

(公財）日本電信電話ユーザ協会 

大垣地区協会 

ｄ．講 師 世代・トレンド評論家 牛窪 恵 氏 

ｅ．テ ー マ 「時代の流行を読み解く方法 

～新たなマーケットを切り拓くには～」 

ｆ．参 加 者 数 240 名 

 

㉘伴走型小規模事業者支援推進事業 

〇小規模事業者ビジネスサポート事業 

小規模事業者の販路開拓等に関する課題を解決するため、経営指導員が事業計画策定等につい

て支援を行った。専門的な見地から指導が必要な案件については、相談案件に適した専門家を委

嘱し、共同で支援を行った。 

ａ．開 催 時 期 令和元年 7月 29日（月）～令和 2年 2月 28日（金） 

ｂ．相談実施件数 延べ 85件（39事業所） 

◯支援検討会議 

小規模事業者の相談案件にかかる課題の整理、支援方法に関する協議・検討、支援状況の確認、

支援成果等に関する意見交換と情報共有を行うため、「支援検討会議」を週 1 回程度開催した。 

ａ．開 催 時 期 平成 31年 4月 5日（金）～令和 2年 3月 11日（水） 

各日 1時間（計 30回） 

ｂ．参 加 者 当所経営支援員、中小企業診断士等 

◯経営支援員等の勉強会 

当所経営支援員、業務支援員の経営支援スキルの向上を図るため、中小企業診断士、ITコー

ディネーターを講師に招き、事業計画書の策定や情報発信などについての勉強会を開催した。 

ａ．開 催 時 期 令和元年 12月 17日（火）～令和 2年 2月 25日（火）（計 7回） 

ｂ．対 象 者 当所経営支援員等 

ｃ．講   師 ㈱道家経営・法務事務所 代表取締役 道家 睦明 氏 他 

         

㉙事業承継相談事業 

事業承継は、将来の事業所の存続に関わる重要な課題であり、事業者の需要を把握し、課題を

抱える事業所の円滑な事業承継を支援することを目的に、セミナーの開催や窓口相談を実施した。 

◯セミナー 

世代ごとのトレンドや 

流行について講演 
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   ａ．開催年月日 令和 2年 2月 25日（火） 

   ｂ．場   所 ソフトピアジャパンセンター10階会議室 4 

   ｃ．共   催 大垣西濃信用金庫・ＯＫＢ大垣共立銀行 

   ｄ．対 象 者 事業承継を検討している経営者・後継者の方等 

    ｅ．テーマ・講師 

      ・テーマ 現在編「経営デザインシートでこれまでの自社の価値について考える」 

      ・講 師 中小企業診断士 藤井 佳代 氏 

    ｆ．参 加 者 数 15名 

◯窓口相談の開催 

事業引継ぎに関する手続き方法や承継計画等、早めの準備や対策を推進するため、専門家（税

理士等）による窓口相談を開催した。 

   ａ．相談実績 22件 

 

㉚バナー広告事業 

地域企業における顧客の獲得及び人材確保等のための広報活動支援と当会議所の自主財源確

保を目的に、当会議所ホームページ内に会員企業のバナー広告コーナーを設置・運営した。 

ａ．掲 載 期 間 平成 31年 4月 1日（月）～令和 2年 3月 31日（火） 

ｂ．掲 載 件 数 8件 

ｃ．掲載事業所 日本耐酸壜工業㈱、イビデン㈱、大垣西濃信用金庫、㈱大光、グレートイ

ンフォメーションネットワーク㈱、㈱大垣ケーブルテレビ、太平洋工業㈱、

前田特許事務所 

 

㉛大垣地域経済戦略推進協議会との連携事業 

○大垣ビジネスサポートセンター（ガキビズ）運営支援事業 

大垣ビジネスサポートセンター（ガキビズ）と連携し、大垣地域の中小企業及び個人事業者等

の経営支援を行った。 

ａ．年間相談件数 1,805件 

（主な相談内容：販路拡大 893件、情報発信 611件、創業 120件、新商品・新サービス 84件他） 

   ○大垣地域経済戦略策定事業 

    働き方改革や人材の多様化を柔軟に進め、新たな創業や雇用の創出を図るため、「大垣地域経

済戦略」の第 1期基本計画及び実施計画を作成した。 

 

㉜地方銀行フードセレクション出展事業 

地元金融機関と連携し、当所がブースを取得する等、出展しやすい環境を整え、企業の販路開

拓を支援した。 

○地方銀行フードセレクション 

ａ．開催年月日 令和元年 9月 19日（木）～20日（金） 

ｂ．場   所 東京ビックサイト（東京都江東区） 

ｃ．出展小間数 1小間（1小間：幅 3ｍ×奥行 2ｍ×壁高 2.7ｍ） 

ｄ．出展企業数 1社 
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ｅ．出展企業名 ㈲南洋元 

ｆ．来 場 者 数 13,412名 
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(2)意見活動 

①東海環状自動車道西回りルート建設促進大会 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 27日（木） 

ｂ．場   所 岐阜県庁 

ｃ．内   容 ・各団体代表あいさつ 

岐阜県議会東海環状自動車道西回りルート建設促進議員連盟 

会 長 猫田 孝 

東海環状自動車道建設促進岐阜県西部協議会   会 長 柴橋正直 

東海環状自動車道岐阜県西部地域建設促進期成協議会 

会 長 村瀬幸雄 

東海環状自動車道西濃地域建設促進期成協議会  会 長 堤 俊彦 

・来賓祝辞 

岐阜県知事             古田  肇 様 

岐阜県議会副議長          水野 正敏 様 

国土交通省中部地方整備局副局長   長谷川周夫 様 

中日本高速道路㈱名古屋支社長    近藤 清久 様 

ｄ．主 催 団 体 岐阜県議会東海環状自動車道西回りルート建設促進議員連盟 

東海環状自動車道建設促進岐阜県西部協議会 

東海環状自動車道岐阜県西部地域建設促進期成協議会 

東海環状自動車道西濃地域建設促進期成協議会 

ｅ．参 加 者 数 130名 

 

②東海環状自動車道西回りルート建設事業説明会 

ａ．開催年月日 令和元年 6月 27日（木） 

ｂ．場   所 岐阜県庁 

ｃ．内   容 ・事業説明 東海環状自動車道の進捗状況 

国土交通省中部地方整備局岐阜国道事務所長    粂野真一郎 様 

中日本高速道路㈱名古屋支社名古屋工事事務所長  青木 圭一 様 
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(3)調査研究 

①ＬＯＢＯ（早期景気観測）調査 

ａ．調 査 目 的 商工会議所のネットワークを活用し、各地域の「肌で感じる足元の景気感」

を全国ベースで毎月調査を行い、その結果をリアルタイムで調査実施会議所

へ提供することにより、商工会議所としての景気対策等に関する意見活動な

どに資することを目的とする。 

ｂ．調 査 対 象 全国 335の商工会議所が 2,624企業にヒアリング 

調査産業 調査対象数 

建 設 431 

製 造 633 

卸 売 310 

小 売 547 

サービス 703 

合 計 2,624 

ｃ．調 査 時 期 毎月 15日～20日 

ｄ．調 査 概 要 

全産業業況ＤＩは調査開始後の最悪値（▲73.4）を記録した 2009 年 2 月以降、回復傾

向を示し、同年 8月には 1年ぶりにマイナス 50台を記録した。 

2012年は、円高・株安が続いていたが、12月以降は円安、株価上昇に転じ、景気の回復

傾向を示した。2013年は、順調に景気は回復し、2014年 1月は▲3.1と過去 2年間で高い

数値を示した。しかし、2015年 4月以降、消費税増税の駆け込み需要の反動により景気は

低迷した。2015年 1月以降は、自動車などの輸出増を受け生産が回復しつつあるほか、イ

ンバウンドを含む観光需要や都市部を中心とした再開発、設備投資に支えられ、徐々に景

気は回復した。他方、中小企業では人材不足が深刻化し、原材料価格の上昇やコスト増加

分の価格転嫁の遅れ、米国による追加関税措置の影響など世界経済・貿易に対する先行き

の不透明感など、先行きへの慎重な姿勢は崩せていない。また、新型コロナウイルスの影

響により、今後の小売業やサービス業を中心とした企業の全産業業況ＤＩはリーマンショ

ック以上の最悪値を記録する可能性が高い。 

 

《 業況ＤＩ（全産業・前年同月比）の推移 》 
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※ＤＩ値（景況判断指数）について 

ＤＩ値は、売上・採算・業況などの各項目についての、判断の状況を表す。ゼロを基準と

して、プラスの値で景気の上向き傾向を表す回答の割合が多いことを示し、マイナスの値

で景気の下向き傾向を表す回答の割合が多いことを示す。従って、売上高などの実数値の

上昇率を示すものではなく、強気・弱気などの景気感の相対的な広がりを意味する。 

ＤＩ＝（増加・好転などの回答割合）－（減少・悪化などの回答割合） 

業況・採算：（好転）－（悪化）   売上：（増加）－（減少） 

※日本商工会議所 LOBO調査結果掲載サイト（http://www.jcci.or.jp/lobo/lobo.html） 

 

②大垣市商店街振興組合空き店舗状況調査 

空き店舗調査は、毎年継続して単組の商店街振興組合(組合員)を対象として、商店街活性化事

業の指針とするため行っている。5 つの振興組合を対象に行った今回の調査では、空き店舗率は

分母となる組合員数に相違があるものの、空き店舗率は、ブラツキ商店街が一番高く、続いて本

町一番街商店街、郭町商店街、本町商店街、駅前商店街となり、平均は 17.0%となった。 

また、年度別に商店街全体の空き店舗率を見ると、21年度 22.3%、22年度 23.5%、23年度 24.3%

と上昇傾向であったが、24年度 23.9%、25年度は 20.9%、26年度は 20.3％と減少、27年度は 20.3%

と横ばい、28 年度は 19.9%、29 年度は 17.6％、30年度は 16.6％と減少傾向であったが、令和元

年度は 17.0％と増加を示した。 

 

（大垣市商店街振興組合空き店舗状況調査集計結果） 

調査日  令和元年 5月 31日 

商店街名 組合員数 空き店舗数及び割合 
賃貸意思の有無 

有 無 

 駅前商店街振興組合 53 3 5.7％ 2 1 

 本町商店街 17 2 11.8％ 0 2 

 郭町商店街振興組合 47 11 23.4％ 6 5 

 本町一番街商店街 20 4 20.0％ 1 3 

 ブラツキ商店街振興組合 22 7 31.8％ 3 4 

合 計 159 27 17.0％ 12 15 

 

③空き工場等有効活用支援事業 

大垣市内で土地や建物などの遊休資産を所有する事業所を調査・発掘し、これらの遊休資産を

新規で事業を始める人や事業の拡大を図りたい人などが取得又は賃借し、有効活用できるよう情

報提供を行った｡ 

ａ．募 集 内 容 

(1)募 集 方 法：「ＮＡＶＩ大垣」（8 月号、12 月号、2 月号）、ホームページにて物件の情報

提供募集記事を掲載 

ｂ．事 業 実 績 

(1)物件掲載数：20件（非公開 4件含む） 

(2)物件照会数：9件 
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(3)マッチング： 1件 

ｃ．空き工場等の情報 

№ 物 件 所 在 地 
土地面積

(㎡) 

建物面積

(㎡) 
建物構造 

賃貸または 

売却の意思 

1 揖斐郡池田町萩原 2,951.20 ― ― 賃貸・売却 

2 大垣市神明 1丁目他 1,340 80～217 鉄骨 2階建 賃貸 

3 大垣市津村町 2,094 ― 土地のみ 売却 

4 養老郡養老町瑞穂 2,400 ― 資材置場等 賃貸 

5 揖斐郡谷汲村他 17,475.02 ― 土地のみ 賃貸 

6 大垣市築捨町 1,479 ― 土地のみ 賃貸 

7 大垣市美和町 687 ― 土地のみ 賃貸 

8 大垣市美和町 1,246 ― 土地のみ 賃貸 

9 加茂郡富加町 17,669 ― 土地のみ 売却 

10 ― ― ― ゴミ処理機 
賃貸・売却 超格安

にて（90％オフ） 

11 大垣市横曽根 3丁目 1,102 421 鉄骨一階建て 賃貸・売却 

12 大垣市赤花町 1丁目 125 ― ― 賃貸 

13 大垣市南高橋町 ― 127.45 
鉄骨鉄筋コンク

リート造 6階建 
賃貸 

14 大垣市南高橋町 ― 69.42 
鉄骨鉄筋コンク

リート造 6階建 
賃貸 

15 大垣市本町 2 ― 297 鉄骨造 3階建 賃貸・売却 

16 養老郡養老町宇田 1167 4,341 ― 土地のみ 売却 

 

④働き方改革推進支援事業 

働き方改革関連法の施行に伴い、会員企業の労働時間の短縮及び人手不足の解消等、労働生産 

性の向上を図るため、会員企業における労働環境等についての現状や課題を把握するためのアン 

ケート調査を実施した。 

ａ．調 査 内 容 働き方改革に関するアンケート調査 

ｂ．調 査 時 期 令和元年 9 月 13 日（金）～10 月 31 日（木） 

ｃ．調 査 方 法 郵送にて配布・回収 

ｄ．調 査 対 象 会員企業 300 社 

ｅ．回 収 数  208 社（回収率 69.3％） 

f．回答者属性  

 

 

(%)

1～5人 28.4 51～100人 10.1

6～10人 10.6 101～300人 14.9

11～20人 13.9 301人以上 7.7

21～50人 13.0 無回答 1.4

従業員
規模

(%)

建設業 13.5

製造業 23.1

卸売業 9.6

小売業 18.8

サービス業 35.1

配布先
業種
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g．調査結果  

I. 調査結果（要旨） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

II. 調査結果 

1. 働き方改革について 

(1) 働き方改革の取組状況 

 働き方改革の取組状況を尋ねたところ、「既に取り組んでい

る」（51.0％）が最も割合が高く、以下「取組を予定・検討中」

が 25.0％、「取り組む予定なし」が 21.2％、「既に対応を終えて

いる」が 1.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

(2) 働き方改革で重視している点 

「既に取り組んでいる」または「取組を予定・検

討中」と回答した企業に対し、働き方改革への取組

で重視している点を尋ねたところ、「従業員の心身

の健康（健康経営）」が 61.4％と最も割合が高く、

次いで「人材の定着」が 60.1％、「従業員のモチベ

ーション向上」が 55.7％となっている。 

 

 

(3) 働き方改革に取り組まない理由 

「取り組む予定なし」と回答した企業に対し、働

き方改革に取り組まない理由を尋ねたところ、「取

り組みが必要かどうか分からない」が 36.4％と最

も多く、次いで「人手不足や多忙により取り組む余

裕がない」が 27.3％となっている。 

 

1. 働き方改革について 

○ 5割の企業が働き方改革に既に取り組んでいる。 

○ 働き方改革に取り組む企業の 7割前後が効果を感じている。 

○ 働き方改革のネックは、「人手不足」。 

○ 必要な支援・援助のトップは、「補助金・助成金」。 

2. 働き方改革に関連する ICTの利活用状況 

○ ICT活用の問題点のトップは、「コスト負担が大きい」。 

○ ICT活用で行政や商工会議所に望むことのトップは、「助成制度の整備・拡充」。 

36.4% 

27.3% 

13.6% 

11.4% 

9.1% 

9.1% 

4.5% 

22.7% 

2.3% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

取り組みが必要かどうか分からない

人手不足や多忙により取り組む余裕がない

業務に支障が出る、負担が増える

何をすればよいのか分からない

効果が期待できるか分からない

推進できる人材がいない

コストがかかる

その他

無回答

働き方改革に取り組まない理由（複数回答）

(n=44)

働き方改革の取組状況

既に

取り組んでいる
51.0 %取組を予定

・検討中
25.0 %

既に対応を

終えている
1.0 %

取り組む

予定なし
21.2 %

無回答
1.9 %

(n=208)

61.4% 

60.1% 

55.7% 

39.2% 

38.6% 

25.3% 

23.4% 

15.8% 

14.6% 

10.1% 

0.6% 

1.3% 

 0%  20%  40%  60%  80%

従業員の心身の健康（健康経営）

人材の定着

従業員のモチベーション向上

生産性向上

コンプライアンスへの対応

コミュニケーションの円滑化

円滑な人材採用

コストダウン

企業イメージの向上

新たな事業の創出

その他

無回答

働き方改革で重視している点（複数回答）

(n=158)
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(4) 取組内容 

① 各項目の取組状況 

働き方改革について、各項目の取組状況1を見る

と、「長時間労働の是正」が 77.4％と最も割合が高

い。「休暇の取得推進」「多様な雇用」も 7 割前後と

なっている。 

 

 

 

 

② 各項目の具体的取組状況 

長時間労働の是正のための具体的取組状況とし

て、「既に対応を終えた」と「現在取り組んでいる」

の割合の合計が最も多いのは「労働時間の把握」

（71.2％）、次いで「声かけ、注意喚起」（60.6％）

となっている。 

 

 

 

休暇の取得推進のための具体的取組状況として、

「既に対応を終えた」と「現在取り組んでいる」の

割合の合計が最も多いのは「年次有給休暇の付与制

度の導入」（63.4％）、次いで「取得しやすい雰囲気

の醸成」（49.1％）となっている。 

 

 

 

働き方の多様化のための具体的取組状況として、

「既に対応を終えた」と「現在取り組んでいる」の

割合の合計が最も多いのは「短時間正社員制度の導

入」（15.4％）、次いで「フレックスタイム制度の導

入」（15.0％）となっている。一方、全てにおいて

「取り組む予定なし」が 5～6 割となっている。 

 

 

 
1 各項目の具体的取組内容において「既に対応を終えた」または「現在取り組んでいる」を選択した割合 

77.4%

72.1%

32.2%

67.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

長時間労働の是正

休暇の取得推進

働き方の多様化

多様な雇用

各項目への取組割合（複数回答）(n=208)

33.2

14.9

22.1

9.1

17.8

10.6

7.2

38.0

37.5

38.5

24.5

14.4

33.2

42.3

7.7

21.2

10.6

24.0

21.2

26.4

19.2

8.2

10.1

11.5

23.6

29.8

13.5

12.5

13.0

16.3

17.3

18.8

16.8

16.3

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

労働時間の把握

業務内容、配分の見直し

声かけ、注意喚起

労働時間削減のためのシステム導入

ノー残業デー、早帰り日の導入

労働時間削減のための体制づくり

職場意識改善、風土づくり

長時間労働の是正のための取組

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

(n=208)

39.4

16.3

10.1

18.8

15.4

24.0

6.3

9.1

21.2

33.7

9.6

20.7

21.2

25.5

20.7

13.0

39.9

42.3

21.2

15.9

13.9

16.8

17.3

13.5

14.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

年次有給休暇の付与制度の導入

ﾒﾓﾘｱﾙ休暇やﾘﾌﾚｯｼｭ休暇など

特別な休暇制度の導入

時間単位の休暇取得制度の導入

計画的な休暇の付与

取得しやすい雰囲気の醸成

休暇の取得推進のための取組

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

(n=208)

6.3

2.9

2.9

7.7

4.8

8.7

2.4

2.9

7.7

7.7

13.0

8.7

13.9

16.8

16.3

57.2

69.7

63.5

53.8

54.8

14.9

16.3

16.8

13.9

16.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フレックスタイム制度の導入

ﾃﾚﾜｰｸ制度（在宅勤務、

ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ勤務等）の導入

裁量労働制度の導入

短時間正社員制度の導入

副業や兼業の許可

働き方の多様化のための取組

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

(n=208)
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多様な雇用のための具体的取組状況として、「既

に対応を終えた」と「現在取り組んでいる」の割合

の合計が最も多いのは「女性の積極雇用」（45.2％）、

次いで「定年の延長、廃止、再雇用」（43.7％）とな

っている。 

 

 

③ 効果の有無 

 各取組による効果を尋ねたところ、全ての項目で

「効果があった」（「あった」と「ある程度あった」

の合計）が 7 割前後となり、働き方改革に取り組む

企業の多くが効果を実感していることが分かった。 

 

 

 

 

④ 具体的効果 

 各取組の具体的な効果を尋ねたところ、長時間労働の是正では「労働時間が削減された」（59.4％）、休暇

の取得推進と働き方の多様化では「従業員のモチベーションや満足度が向上した」（56.7％、46.3％）、多様

な雇用では「人材が定着した」（49.2％）がそれぞれトップとなっている。 

 また、「働き方改革で重視している点」の上位 3 項目である「従業員の心身の健康（健康経営）」「人材の

定着」「従業員のモチベーション向上」が、各取組における効果としてそれぞれ上位に入っている。 

 

 

 

⑤ 問題点 

 各取組における現在の問題点を尋ねたところ、長時間労働の是正では、「人手不足により取組が進まな

い」（36.1％）がトップとなっている。休暇の取得推進では、「業務に支障が出る、負担が増えた」

59.4% 

27.3% 

21.0% 

16.1% 

14.0% 

7.7% 

3.5% 

2.8% 

4.9% 

9.8% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%  60%  70%

労働時間が削減された

業務の効率性や生産性が向上した

従業員のモチベーションや満足度が向上した

従業員の心身の健康が改善した

人材が定着した

コストが削減できた

会社の利益が上がった

会社のイメージが上がった

その他

無回答

長時間労働の是正 具体的効果（複数回答）

(n=143)

46.3% 

29.6% 

24.1% 

7.4% 

5.6% 

1.9% 

5.6% 

13.0% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%  60%  70%

従業員のモチベーションや満足度が向上した

人材が定着した

業務の効率性や生産性が向上した

コストが削減できた

会社のイメージが上がった

会社の利益が上がった

その他

無回答

働き方の多様化 具体的効果（複数回答）

(n=54)

56.7% 

32.8% 

11.9% 

9.7% 

4.5% 

0.7% 

0.7% 

14.9% 

6.0% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%  60%  70%

従業員のモチベーションや満足度が向上した

従業員の心身の健康が改善した

人材が定着した

業務の効率性や生産性が向上した

会社のイメージが上がった

会社の利益が上がった

コストが削減できた

その他

無回答

休暇の取得推進 具体的効果（複数回答）

(n=134)

49.2% 

27.1% 

21.2% 

13.6% 

9.3% 

6.8% 

3.4% 

5.1% 

10.2% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%  60%  70%

人材が定着した

人手不足が解消された

従業員のモチベーションや満足度が向上した

業務の効率性や生産性が向上した

会社のイメージが上がった

コストが削減できた

会社の利益が上がった

その他

無回答

多様な雇用 具体的効果（複数回答）

(n=118)

13.0

6.7

8.7

6.3

5.3

11.1

16.8

3.8

32.2

20.2

33.2

23.1

18.3

28.4

26.9

17.8

20.2

26.4

23.1

26.9

35.6

19.2

23.1

23.1

18.8

27.9

17.8

25.0

23.6

25.0

18.8

35.6

15.9

18.8

17.3

18.8

17.3

16.3

14.4

19.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性の積極雇用

女性管理職の推進

女性が働きやすい環境・制度づくり

非正規従業員の待遇改善

賃金格差の是正

高齢者の積極雇用

定年の延長、廃止、再雇用

障がい者の積極雇用

多様な雇用のための取組

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

(n=208)

13.0 

18.7 

11.9 

19.3 

60.9 

58.0 

53.7 

52.9 

14.9 

12.7 

14.9 

12.1 

3.1 

4.7 

6.0 

3.6 

8.1 

6.0 

13.4 

12.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

長時間労働の是正(n=161)

休暇の取得推進(n=150)

働き方の多様化(n=67)

多様な雇用(n=140)

具体的取組 効果の有無

あった ある程度あった あまりなかった なかった 無回答
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（27.9％）がトップとなっている。働き方の多様化では、「人手不足により取組が進まない」（20.2％）がト

ップとなっている。多様な雇用では、「特に問題はない」（20.2％）がトップとなっている。 

 また、いずれの取組においても、「人手不足により取組が進まない」が上位 2 位以内に入っており、人手

不足が働き方改革のネックになっていることがうかがえる。 

  

 

 

(5) 今後の取組方針 

 働き方改革の今後の取組方針を尋ねたところ、「地域や同業他

社の様子を見ながら取り組んでいきたい」が 44.2％と最も割合

が高く、次いで「積極的に取り組んでいきたい」が 26.0％、「規

制・義務項目のみ取り組んでいくつもり」が 13.9％となってい

る。 

 

  

36.1% 

20.2% 

15.4% 

11.5% 

7.2% 

5.8% 

3.4% 

3.4% 

14.9% 

27.9% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

人手不足により取組が進まない

業務に支障が出る、負担が増えた

コストがかかる

取組に対する意識や理解が得られない

効果が感じられない

ノウハウ不足により取組が進まない

従業員のモチベーションが下がった

その他

特に問題はない

無回答

長時間労働の是正 問題点（複数回答）

(n=208)

20.2% 

13.0% 

10.6% 

10.1% 

7.2% 

6.7% 

4.8% 

1.0% 

1.0% 

11.1% 49.0% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

人手不足により取組が進まない

企業の実態にそぐわない

コストがかかる

効果が感じられない

取組に対する意識や理解が得られない

ノウハウ不足により取組が進まない

制度が浸透しない

従業員のモチベーションが下がった

その他

特に問題はない

無回答

働き方の多様化 問題点（複数回答）

(n=208)

27.9% 

26.4% 

12.5% 

10.6% 

8.2% 

5.8% 

2.4% 

3.4% 

17.3% 

25.0% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

業務に支障が出る、負担が増えた

人材の不足等により休暇取得を推進できない

コストがかかる

業務の効率性や生産性が低下した

休暇の取得が進まない

取組に対する意識や理解が得られない

従業員のモチベーションが下がった

その他

特に問題はない

無回答

休暇の取得推進 問題点（複数回答）

(n=208)

18.8% 

12.5% 

6.7% 

6.3% 

3.4% 

1.4% 

20.2% 

4.3% 

38.5% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

人手不足により取組が進まない

コストがかかる

効果が感じられない

取組に対する意識や理解が得られない

ノウハウ不足により取組が進まない

従業員のモチベーションが下がった

特に問題はない

その他

無回答

多様な雇用 問題点（複数回答）

(n=208)

今後の取組方針

積極的に

取り組む
26.0 %

様子を見ながら
44.2 %

規制・

義務項目のみ
13.9 %

無回答
15.9 %

(n=208)
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(6) 今後の取組として重要だと感じる項目 

今後の取組として重要だと感じる項目を尋ねた

ところ、「人材育成」が 44.2％と最も割合が高

く、次いで「休暇の取得推進」が 32.2％、「定年

の延長・廃止、継続雇用制度の導入」が 26.9％と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 必要な支援・援助 

 どのような支援・援助があれば働き方改革を進め

やすくなるか尋ねたところ、最も割合が高いのは

「補助金・助成金」（45.7％）、以下「新規採用の支

援」（25.5％）、「事例集などでの情報提供」（20.2％）

となっている。 

 

 

(8) 働き方改革に関する意見 

① 人手不足に関するもの 

◆ 中小企業では人手不足のため、現状導入困難。 

◆ 労働の平準化、シストの導入を図るにも、人がいない。 

◆ 雇用者の確保がむずかしく、人材の減少により企業の存続が危うい。 

② コスト・労働時間短縮に関するもの 

◆ 同一賃金、最底賃金の上昇を行うと、収入が制限される。労働時間が短縮されると、さらに人手不足が

加速してしまう。 

◆ 人材雇用に時間とお金がかかる。 

◆ 売上単価が下がる中、働かないのに人件費が発生する、労働時間が短くなるのは厳しい。 

◆ 合理化だけでは働き方改革は進まない。コストもかかれば原価も上がる。販売価格も上がる。 

③ 働き方改革による負担・生産性の悪化 

◆ 働き方改革の項目が増えるほど管理に追われる人がでてくる。 

◆ 易きに流れる風習がはびこると、ダレて、生産性が悪くなる。 

④ 小企業・個人経営者の意見 

◆ 個人店では無理。 

◆ 人手不足をどう補うのか、有効な解決策がない中で、働かない政策に向かうことは小・零細企業にとっ

ては死活問題。 

◆ 個人商店が働き方改革を進めたらつぶれてしまう。 

44.2% 

32.2% 

26.9% 

25.5% 

24.5% 

24.0% 

23.6% 

23.1% 

21.6% 

19.2% 

1.9% 

13.9% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

人材育成

休日取得の推進

定年の延長・廃止、継続雇用制度の導入

勤務時間・制度の多様化

人事評価制度・賃金制度の変更、改善

多様な人材の採用・登用

業務の集約化やプロセスの見直し・改善

長時間労働の是正

業務の合理化や効率化のための

IT・機器・システムの導入

福利厚生制度の充実

その他

無回答

今後の取組として重要だと感じる項目（複数回答）

(n=208)

45.7% 

25.5% 

20.2% 

13.5% 

13.5% 

9.6% 

9.1% 

3.8% 

19.2% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%  60%  70%

補助金・助成金

新規採用の支援

事例集などでの情報提供

発注元の理解促進、社会全体の機運醸成

セミナーや講演会等の開催

専門家との窓口相談、専門家派遣

労働基準監督署による丁寧な支援・指導

その他

無回答

必要な支援・援助（複数回答）

(n=208)
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◆ 個人経営なので細々といつ店を閉めようかと考えている。 

◆ 小企業には無理がある。あくまでも採算の合う事しか出さない。 

⑤ 補助金に関するもの 

◆ 使用出来る補助金、助成金が分かりづらい。 

◆ 70 才以上に補助金。 

⑥ その他 

◆ 大手企業、大都市、集中の富を還元する大きな変革が必要。 

◆ 障がいのある者にも平等の機会を。 

◆ 社員１人ひとりが都合の良い解釈をしているのではないかと疑問が残る。社員教育の在り方にも関係す

るのではないか。 

◆ 時短、休暇の取得増ばかりではない。 

 

2. 働き方改革に関連する ICTの利活用状況 

(1) 導入している ICT 

導入している ICT を尋ねたところ、最も割合が

高いのは「持ち運び可の端末（ノート PC、タブレ

ット）支給」（32.2％）、以下「メールを社外から

利用できる環境」（25.5％）、「グループウェア等の

情報共有システムの導入」（19.7％）となっている。 

一方、「導入していない」は 34.6％となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

(2) ICT 活用の問題点 

 ICTを活用するうえでの問題点を尋ねたところ、

「コスト負担が大きい」が 36.1％と最も割合が高

く、以下「従業員の ICT 活用能力が不足している」

（19.2％）、「自社に合った ICT システムが分から

ない」（17.8％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

32.2% 

25.5% 

19.7% 

15.4% 

13.0% 

9.6% 

3.4% 

2.9% 

2.4% 

1.4% 

0.5% 

34.6% 

15.9% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

持ち運び可の端末

（ノートPC、タブレット）支給

メールを社外から利用できる環境

グループウェア等の

情報共有システムの導入

遠隔会議システム

（テレビ会議、Web会議）の導入

勤怠管理ソリューションの導入

リモートアクセス・

仮想デスクトップ環境を構築

ERP（各部門の情報を統合する）

システムの導入

人工知能（AI）、RPA等の

業務自動化システムの導入

ICTを活用したヘルスケア管理の実施

ビジネスチャットを社外から利用可能

その他

導入していない

無回答

導入しているICT（複数回答）

(n=208)

36.1% 

19.2% 

17.8% 

16.8% 

15.9% 

13.9% 

8.7% 

6.7% 

5.8% 

2.4% 

1.9% 

1.4% 

15.9% 

18.3% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

コスト負担が大きい

従業員のICT活用能力が不足している

自社に合ったICTシステムが分からない

情報漏えい等、セキュリティ面の不安

ICT導入を推進できる人間がいない

ICT導入の費用対効果が分からない

経営層の理解が不足

社内システム間の連携

情報システム障害の不安

既存システムからの切り替えや

データ移行が困難

取引先とのデータ連携

その他

特にない

無回答

ICT活用の問題点（複数回答）

(n=208)
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(3) ICT 活用で行政や商工会議所に望むこと 

ICTを活用した生産性向上にむけて行政や商工会

議所に望むことについて尋ねたところ、「設備投資・

ICT 投資のための助成制度の整備・拡充」が 32.7％

と最も割合が高く、以下「参考となる事例紹介」

（26.9％）、「最新の ICT 情報の提供」（17.8％）と

なっている。 

 

 

 

 

III. 資料編（配布先業種2別クロス） 

回答者属性 

 

 

1. 働き方改革について 

(1) 働き方改革の取組状況 

 

 
2 大垣商工会議所による分類。アンケートにおいて企業が回答した業種とは異なる場合がある。 

28.4 

14.3 

10.4 

15.0 

46.2 

39.7 

10.6 

17.9 

4.2 

20.0 

15.4 

6.8 

13.9 

35.7 

6.3 

25.0 

12.8 

8.2 

13.0 

17.9 

10.4 

15.0 

7.7 

15.1 

10.1 

-

16.7 

15.0 

7.7 

9.6 

14.9 

3.6 

37.5 

5.0 

2.6 

13.7 

7.7 

7.1 

14.6 

5.0 

5.1 

5.5 

1.4 

3.6 

-

-

2.6 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

従業員規模（配布先業種別）

1～5人 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人以上 無回答

51.0 

46.4 

62.5 

50.0 

38.5 

52.1 

25.0 

35.7 

29.2 

30.0 

15.4 

21.9 

21.2 

14.3 

6.3 

20.0 

43.6 

21.9 

1.0 

3.6 

2.1 

1.9 

2.6 

4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

働き方改革の取組状況（配布先業種別）

既に取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 既に対応を終えている 無回答

32.7% 

26.9% 

17.8% 

11.1% 

10.1% 

4.3% 

1.4% 

0.5% 

25.5% 

18.3% 

 0%  10%  20%  30%  40%  50%

設備・ICT投資のための

助成制度の整備・拡充

参考となる事例紹介

最新のICT情報の提供

社内ICT人材の育成支援

ICT関連のセミナー事業

ICTツールの相談会・展示会

ICTメーカー、ベンダー等との

マッチング支援

その他

特にない

無回答

ICT活用で行政や商工会議所に望むこと（複数回答）

(n=208)
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(2) 働き方改革で重視している点 

(3) 働き方改革に取り組まない理由 

 

 

 

 

 

 

(4) 取組内容 

① 各項目の取組状況3 

② 各項目の具体的取組状況 

(イ) 長時間労働の是正 

 

 
3各項目の取組内容において「既に対応を終えた」または「現在取り組んでいる」を選択した割合を「はい」、「取組を予

定・検討中」または「取り組む予定なし」を選択した割合を「いいえ」とする。 

33.2 

17.9 

39.6 

30.0 

30.8 

37.0 

38.0 

50.0 

50.0 

45.0 

23.1 

31.5 

7.7 

14.3 

4.2 

5.0 

10.3 

6.8 

8.2 

3.6 
4.2 

17.9 

9.6 

13.0 

14.3 

2.1 

20.0 

17.9 

15.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

労働時間の把握

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

14.9 

10.7 

16.7 

15.0 

12.8 

16.4 

37.5 

35.7 

54.2 

25.0 

25.6 

37.0 

21.2 

25.0 

18.8 

30.0 

25.6 

16.4 

10.1 

10.7 

6.3 

17.9 

11.0 

16.3 

17.9 

4.2 

30.0 

17.9 

19.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

業務時間、配分の見直し

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

22.1 

14.3 

31.3 

20.0 

10.3 

26.0 

38.5 

39.3 

52.1 

30.0 

30.8 

35.6 

10.6 

17.9 

8.3 

25.0 

12.8 

4.1 

11.5 

10.7 

4.2 

23.1 

13.7 

17.3 

17.9 

4.2 

25.0 

23.1 

20.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

声かけ、注意喚起

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

9.1 

14.3 

8.3 

15.0 

10.3 

5.5 

24.5 

14.3 

27.1 

20.0 

17.9 

31.5 

24.0 

25.0 

45.8 

25.0 

15.4 

13.7 

23.6 

21.4 

12.5 

20.0 

30.8 

28.8 

18.8 

25.0 

6.3 

20.0 

25.6 

20.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

労働時間削減のためのシステム導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

17.8 

10.7 

25.0 

15.0 

5.1 

23.3 

14.4 

14.3 

10.4 

25.0 

15.4 

13.7 

21.2 

35.7 

20.8 

25.0 

10.3 

20.5 

29.8 

17.9 

39.6 

15.0 

46.2 

23.3 

16.8 

21.4 

4.2 

20.0 

23.1 

19.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

ノー残業デー、早帰り日の導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

10.6 

10.7 

10.4 

10.0 

7.7 

12.3 

33.2 

39.3 

31.3 

45.0 

28.2 

31.5 

26.4 

17.9 

43.8 

25.0 

17.9 

23.3 

13.5 

10.7 

4.2 

5.0 

28.2 

15.1 

16.3 

21.4 

10.4 

15.0 

17.9 

17.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

労働時間削減のための体制づくり

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

7.2 

7.1 

10.4 

5.0 

2.6 

8.2 

42.3 

28.6 

52.1 

45.0 

28.2 

47.9 

19.2 

28.6 

27.1 

20.0 

17.9 

11.0 

12.5 

14.3 

2.1 

5.0 

28.2 

12.3 

18.8 

21.4 

8.3 

25.0 

23.1 

20.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

職場意識改善、風土づくり

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

働き方改革で重視している点（配布先業種別） (単位：%、複数回答)
従業員の
心身の健康

（健康経営）

人材の定着
従業員の
モチベーション

向上

生産性向上
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
への対応

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの
円滑化

円滑な
人材採用

コストダウン
企業イメージ
の向上

新たな事業の
創出

その他 無回答

全体(n=158) 61.4                60.1                55.7                39.2                38.6                25.3                23.4                15.8                14.6                10.1                0.6                  1.3                  

建設業(n=23) 60.9                73.9                52.2                26.1                26.1                30.4                30.4                13.0                8.7                  8.7                  -                       4.3                  

製造業(n=44) 56.8                61.4                56.8                59.1                54.5                20.5                27.3                15.9                20.5                11.4                -                       2.3                  

卸売業(n=16) 68.8                68.8                37.5                37.5                43.8                31.3                37.5                31.3                25.0                6.3                  -                       -                       

小売業(n=21) 61.9                61.9                66.7                33.3                33.3                23.8                14.3                14.3                9.5                  9.5                  -                       -                       

サービス業(n=54) 63.0                50.0                57.4                31.5                31.5                25.9                16.7                13.0                11.1                11.1                1.9                  -                       

働き方改革に取り組まない理由（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

取り組みが

必要かどうか
分からない

人手不足や
多忙により

取り組む余裕
がない

業務に支障が

出る、
負担が増える

何をすれば

よいのか
分からない

効果が

期待できるか
分からない

推進できる

人材がいない

コストが

かかる
その他 無回答

全体(n=44) 36.4                27.3                13.6                11.4                9.1                  9.1                  4.5                  22.7                2.3                  

建設業(n=4) 25.0                -                       -                       -                       -                       -                       -                       75.0                -                       

製造業(n=3) 33.3                66.7                33.3                33.3                -                       -                       -                       33.3                -                       

卸売業(n=4) 50.0                -                       -                       -                       -                       -                       -                       50.0                -                       

小売業(n=17) 41.2                29.4                17.6                11.8                11.8                5.9                  11.8                11.8                -                       

サービス業(n=16) 31.3                31.3                12.5                12.5                12.5                18.8                -                       12.5                6.3                  

72.1 

67.9 

87.5 

70.0 

59.0 

71.2 

27.9 

32.1 

12.5 

30.0 

41.0 

28.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

休暇の取得推進に取り組んでいるか

はい いいえ

32.2 

17.9 

35.4 

25.0 

25.6 

41.1 

67.8 

82.1 

64.6 

75.0 

74.4 

58.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

働き方の多様化に取り組んでいるか

はい いいえ

67.3 

67.9 

81.3 

65.0 

61.5 

61.6 

32.7 

32.1 

18.8 

35.0 

38.5 

38.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

多様な雇用に取り組んでいるか

はい いいえ

77.4 

75.0 

97.9 

80.0 

61.5 

72.6 

22.6 

25.0 

2.1 

20.0 

38.5 

27.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

長時間労働の是正に取り組んでいるか

はい いいえ
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(ロ) 休暇の取得推進 

 

 

33.2 

17.9 

39.6 

30.0 

30.8 

37.0 

38.0 

50.0 

50.0 

45.0 

23.1 

31.5 

7.7 

14.3 

4.2 

5.0 

10.3 

6.8 

8.2 

3.6 
4.2 

17.9 

9.6 

13.0 

14.3 

2.1 

20.0 

17.9 

15.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

労働時間の把握

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

14.9 

10.7 

16.7 

15.0 

12.8 

16.4 

37.5 

35.7 

54.2 

25.0 

25.6 

37.0 

21.2 

25.0 

18.8 

30.0 

25.6 

16.4 

10.1 

10.7 

6.3 

17.9 

11.0 

16.3 

17.9 

4.2 

30.0 

17.9 

19.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

業務時間、配分の見直し

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

22.1 

14.3 

31.3 

20.0 

10.3 

26.0 

38.5 

39.3 

52.1 

30.0 

30.8 

35.6 

10.6 

17.9 

8.3 

25.0 

12.8 

4.1 

11.5 

10.7 

4.2 

23.1 

13.7 

17.3 

17.9 

4.2 

25.0 

23.1 

20.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

声かけ、注意喚起

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

9.1 

14.3 

8.3 

15.0 

10.3 

5.5 

24.5 

14.3 

27.1 

20.0 

17.9 

31.5 

24.0 

25.0 

45.8 

25.0 

15.4 

13.7 

23.6 

21.4 

12.5 

20.0 

30.8 

28.8 

18.8 

25.0 

6.3 

20.0 

25.6 

20.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

労働時間削減のためのシステム導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

17.8 

10.7 

25.0 

15.0 

5.1 

23.3 

14.4 

14.3 

10.4 

25.0 

15.4 

13.7 

21.2 

35.7 

20.8 

25.0 

10.3 

20.5 

29.8 

17.9 

39.6 

15.0 

46.2 

23.3 

16.8 

21.4 

4.2 

20.0 

23.1 

19.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

ノー残業デー、早帰り日の導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

10.6 

10.7 

10.4 

10.0 

7.7 

12.3 

33.2 

39.3 

31.3 

45.0 

28.2 

31.5 

26.4 

17.9 

43.8 

25.0 

17.9 

23.3 

13.5 

10.7 

4.2 

5.0 

28.2 

15.1 

16.3 

21.4 

10.4 

15.0 

17.9 

17.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

労働時間削減のための体制づくり

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

7.2 

7.1 

10.4 

5.0 

2.6 

8.2 

42.3 

28.6 

52.1 

45.0 

28.2 

47.9 

19.2 

28.6 

27.1 

20.0 

17.9 

11.0 

12.5 

14.3 

2.1 

5.0 

28.2 

12.3 

18.8 

21.4 

8.3 

25.0 

23.1 

20.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

職場意識改善、風土づくり

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

39.4 

39.3 

58.3 

20.0 

17.9 

43.8 

24.0 

25.0 

20.8 

45.0 

25.6 

19.2 

9.6 

10.7 

6.3 

25.0 

7.7 

8.2 

13.0 

3.6 

10.4 

30.8 

12.3 

13.9 

21.4 

4.2 

10.0 

17.9 

16.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

年次有給休暇の付与制度の導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

16.3 

10.7 

27.1 

5.0 

10.3 

17.8 

6.3 

3.6 

10.4 

15.0 

2.6 

4.1 

20.7 

32.1 

14.6 

25.0 

10.3 

24.7 

39.9 

25.0 

43.8 

53.8 

34.2 

16.8 

28.6 

4.2 

10.0 

23.1 

19.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

ﾒﾓﾘｱﾙ休暇やﾘﾌﾚｯｼｭ休暇など特別な休暇制度の導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

10.1 

7.1 

10.4 

-

12.8 

12.3 

9.1 

14.3 

10.4 

20.0 

2.6 

6.8 

21.2 

21.4 

20.8 

30.0 

12.8 

23.3 

42.3 

32.1 

52.1 

48.7 

37.0 

17.3 

25.0 

6.3 

10.0 

23.1 

20.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

時間単位の休暇取得制度の導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

18.8 

14.3 

31.3 

5.0 

12.8 

19.2 

21.2 

17.9 

20.8 

20.0 

20.5 

23.3 

25.5 

32.1 

29.2 

45.0 

15.4 

20.5 

21.2 

14.3 

14.6 

38.5 

19.2 

13.5 

21.4 

4.2 

10.0 

12.8 

17.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

計画的な休暇の付与

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

15.4 

17.9 

16.7 

5.0 

12.8 

17.8 

33.7 

25.0 

52.1 

25.0 

23.1 

32.9 

20.7 

28.6 

22.9 

35.0 

10.3 

17.8 

15.9 

14.3 

4.2 

33.3 

13.7 

14.4 

14.3 

4.2 

15.0 

20.5 

17.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

取得しやすい雰囲気の醸成

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答105



(ハ) 働き方の多様化 

(ニ) 多様な雇用 

 

13.0 

3.6 

10.4 

-

17.9 

19.2 

32.2 

21.4 

47.9 

20.0 

30.8 

30.1 

20.2 

21.4 

27.1 

40.0 

7.7 

16.4 

18.8 

32.1 

10.4 

28.2 

15.1 

15.9 

21.4 

4.2 

25.0 

15.4 

19.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

女性の積極雇用

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

6.7 

7.1 

2.1 

-

15.4 

6.8 

20.2 

10.7 

25.0 

10.0 

25.6 

20.5 

26.4 

21.4 

45.8 

45.0 

7.7 

20.5 

27.9 

39.3 

22.9 

30.8 

27.4 

18.8 

21.4 

4.2 

25.0 

20.5 

24.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

女性管理職の推進

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

8.7 

3.6 

6.3 

-

10.3 

13.7 

33.2 

21.4 

45.8 

25.0 

33.3 

31.5 

23.1 

25.0 

35.4 

30.0 

12.8 

17.8 

17.8 

28.6 

8.3 

28.2 

13.7 

17.3 

21.4 

4.2 

25.0 

15.4 

23.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

女性が働きやすい環境・制度づくり

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

6.3 

3.6 

4.2 

5.0 

2.6 

11.0 

23.1 

10.7 

31.3 

15.0 

33.3 

19.2 

26.9 

25.0 

45.8 

30.0 

7.7 

24.7 

25.0 

35.7 

16.7 

35.9 

21.9 

18.8 

25.0 

2.1 

30.0 

20.5 

23.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

非正規従業員の待遇改善

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

5.3 

3.6 

2.1 

10.0 

2.6 

8.2 

18.3 

10.7 

25.0 

5.0 

30.8 

13.7 

35.6 

32.1 

56.3 

50.0 

15.4 

30.1 

23.6 

32.1 

12.5 

35.9 

24.7 

17.3 

21.4 

4.2 

25.0 

15.4 

23.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

賃金格差の是正

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

11.1 

21.4 

12.5 

10.0 

10.3 

6.8 

28.4 

17.9 

43.8 

25.0 

25.6 

24.7 

19.2 

21.4 

27.1 

30.0 

7.7 

16.4 

25.0 

21.4 

14.6 

38.5 

30.1 

16.3 

17.9 

2.1 

25.0 

17.9 

21.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

高齢者の積極雇用

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

16.8 

17.9 

18.8 

15.0 

17.9 

15.1 

26.9 

32.1 

31.3 

35.0 

28.2 

19.2 

23.1 

21.4 

31.3 

30.0 

10.3 

23.3 

18.8 

14.3 

14.6 

30.8 

20.5 

14.4 

14.3 

4.2 

15.0 

12.8 

21.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

定年の延長、廃止、再雇用

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

3.8 

3.6 

8.3 

-

5.1 

1.4 

17.8 

10.7 

27.1 

15.0 

15.4 

16.4 

23.1 

14.3 

37.5 

35.0 

5.1 

23.3 

35.6 

46.4 

18.8 

56.4 

32.9 

19.7 

25.0 

8.3 

20.0 

17.9 

26.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

障がい者の積極雇用

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

39.4 

39.3 

58.3 

20.0 

17.9 

43.8 

24.0 

25.0 

20.8 

45.0 

25.6 

19.2 

9.6 

10.7 

6.3 

25.0 

7.7 

8.2 

13.0 

3.6 

10.4 

30.8 

12.3 

13.9 

21.4 

4.2 

10.0 

17.9 

16.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

年次有給休暇の付与制度の導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

16.3 

10.7 

27.1 

5.0 

10.3 

17.8 

6.3 

3.6 

10.4 

15.0 

2.6 

4.1 

20.7 

32.1 

14.6 

25.0 

10.3 

24.7 

39.9 

25.0 

43.8 

53.8 

34.2 

16.8 

28.6 

4.2 

10.0 

23.1 

19.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

ﾒﾓﾘｱﾙ休暇やﾘﾌﾚｯｼｭ休暇など特別な休暇制度の導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

10.1 

7.1 

10.4 

-

12.8 

12.3 

9.1 

14.3 

10.4 

20.0 

2.6 

6.8 

21.2 

21.4 

20.8 

30.0 

12.8 

23.3 

42.3 

32.1 

52.1 

48.7 

37.0 

17.3 

25.0 

6.3 

10.0 

23.1 

20.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

時間単位の休暇取得制度の導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

18.8 

14.3 

31.3 

5.0 

12.8 

19.2 

21.2 

17.9 

20.8 

20.0 

20.5 

23.3 

25.5 

32.1 

29.2 

45.0 

15.4 

20.5 

21.2 

14.3 

14.6 

38.5 

19.2 

13.5 

21.4 

4.2 

10.0 

12.8 

17.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

計画的な休暇の付与

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

15.4 

17.9 

16.7 

5.0 

12.8 

17.8 

33.7 

25.0 

52.1 

25.0 

23.1 

32.9 

20.7 

28.6 

22.9 

35.0 

10.3 

17.8 

15.9 

14.3 

4.2 

33.3 

13.7 

14.4 

14.3 

4.2 

15.0 

20.5 

17.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

取得しやすい雰囲気の醸成

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

6.3 

7.1 

6.3 

-

2.6 

9.6 

8.7 

-

12.5 

10.0 
2.6 

12.3 

13.0 

17.9 

16.7 

5.0 

7.7 

13.7 

57.2 

53.6 

60.4 

69.2 

45.2 

14.9 

21.4 

4.2 

10.0 

17.9 

19.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

フレックスタイム制度の導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

2.9 

3.6 

2.1 

-

2.6 

4.1 

2.4 

-

-

5.0 

-

5.5 

8.7 

10.7 

8.3 

-

7.7 

11.0 

69.7 

64.3 

85.4 

71.8 

57.5 

16.3 

21.4 

4.2 

15.0 

17.9 

21.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

ﾃﾚﾜｰｸ制度（在宅勤務、ｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ勤務等）の導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

2.9 

3.6 

6.3 

-

-

2.7 

2.9 

-
2.1 

-

5.1 
4.1 

13.9 

14.3 

16.7 

30.0 

5.1 

12.3 

63.5 

60.7 

70.8 

71.8 

58.9 

16.8 

21.4 

4.2 

20.0 

17.9 

21.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

裁量労働制度の導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

7.7 

3.6 

6.3 

5.0 

5.1 

12.3 

7.7 

10.7 

4.2 

5.0 

5.1 

11.0 

16.8 

10.7 

18.8 

25.0 

12.8 

17.8 

53.8 

57.1 

66.7 

59.0 

43.8 

13.9 

17.9 

4.2 

20.0 

17.9 

15.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

短時間正社員制度の導入

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

4.8 

3.6 

4.2 

-

5.1 

6.8 

7.7 

-
4.2 

20.0 

15.4 

5.5 

16.3 

17.9 

18.8 

15.0 

10.3 

17.8 

54.8 

57.1 

66.7 

48.7 

49.3 

16.3 

21.4 

6.3 

10.0 

20.5 

20.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

副業や兼業の許可

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

106



 

(ホ) その他、導入している取組 

◆ 定年再雇用者の待遇改善 

◆ 外国人労働者の採用 

◆ ダブルワークの許可     

 

③ 効果の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.0 

3.6 

10.4 

-

17.9 

19.2 

32.2 

21.4 

47.9 

20.0 

30.8 

30.1 

20.2 

21.4 

27.1 

40.0 

7.7 

16.4 

18.8 

32.1 

10.4 

28.2 

15.1 

15.9 

21.4 

4.2 

25.0 

15.4 

19.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

女性の積極雇用

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

6.7 

7.1 

2.1 

-

15.4 

6.8 

20.2 

10.7 

25.0 

10.0 

25.6 

20.5 

26.4 

21.4 

45.8 

45.0 

7.7 

20.5 

27.9 

39.3 

22.9 

30.8 

27.4 

18.8 

21.4 

4.2 

25.0 

20.5 

24.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

女性管理職の推進

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

8.7 

3.6 

6.3 

-

10.3 

13.7 

33.2 

21.4 

45.8 

25.0 

33.3 

31.5 

23.1 

25.0 

35.4 

30.0 

12.8 

17.8 

17.8 

28.6 

8.3 

28.2 

13.7 

17.3 

21.4 

4.2 

25.0 

15.4 

23.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

女性が働きやすい環境・制度づくり

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

6.3 

3.6 

4.2 

5.0 

2.6 

11.0 

23.1 

10.7 

31.3 

15.0 

33.3 

19.2 

26.9 

25.0 

45.8 

30.0 

7.7 

24.7 

25.0 

35.7 

16.7 

35.9 

21.9 

18.8 

25.0 

2.1 

30.0 

20.5 

23.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

非正規従業員の待遇改善

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

5.3 

3.6 

2.1 

10.0 

2.6 

8.2 

18.3 

10.7 

25.0 

5.0 

30.8 

13.7 

35.6 

32.1 

56.3 

50.0 

15.4 

30.1 

23.6 

32.1 

12.5 

35.9 

24.7 

17.3 

21.4 

4.2 

25.0 

15.4 

23.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

賃金格差の是正

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

11.1 

21.4 

12.5 

10.0 

10.3 

6.8 

28.4 

17.9 

43.8 

25.0 

25.6 

24.7 

19.2 

21.4 

27.1 

30.0 

7.7 

16.4 

25.0 

21.4 

14.6 

38.5 

30.1 

16.3 

17.9 

2.1 

25.0 

17.9 

21.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

高齢者の積極雇用

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

16.8 

17.9 

18.8 

15.0 

17.9 

15.1 

26.9 

32.1 

31.3 

35.0 

28.2 

19.2 

23.1 

21.4 

31.3 

30.0 

10.3 

23.3 

18.8 

14.3 

14.6 

30.8 

20.5 

14.4 

14.3 

4.2 

15.0 

12.8 

21.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

定年の延長、廃止、再雇用

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

3.8 

3.6 

8.3 

-

5.1 

1.4 

17.8 

10.7 

27.1 

15.0 

15.4 

16.4 

23.1 

14.3 

37.5 

35.0 

5.1 

23.3 

35.6 

46.4 

18.8 

56.4 

32.9 

19.7 

25.0 

8.3 

20.0 

17.9 

26.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

障がい者の積極雇用

既に対応を終えた 現在取り組んでいる 取組を予定・検討中 取り組む予定なし 無回答

18.7 

21.1 

14.3 

14.3 

13.0 

25.0 

58.0 

57.9 

64.3 

42.9 

69.6 

51.9 

12.7 

15.8 

9.5 

28.6 

8.7 

11.5 

4.7 

5.3 

4.8 

7.1 

4.3 

6.0 

-

7.1 

7.1 

4.3 

7.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=150)

建設業(n=19)

製造業(n=42)

卸売業(n=14)

小売業(n=23)

サービス業(n=52)

休暇の取得推進 効果の有無

あった ある程度あった あまりなかった なかった 無回答

13.0 

4.8 

6.4 

18.8 

16.7 

18.9 

60.9 

57.1 

63.8 

43.8 

54.2 

67.9 

14.9 

28.6 

17.0 

25.0 

8.3 

7.5 

3.1 

4.8 

2.1 

6.3 

8.3 

8.1 

4.8 

10.6 

6.3 

12.5 

5.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=161)

建設業(n=21)

製造業(n=47)

卸売業(n=16)

小売業(n=24)

サービス業(n=53)

長時間労働の是正 効果の有無

あった ある程度あった あまりなかった なかった 無回答

19.3 

31.6 

15.4 

30.8 

16.7 

15.6 

52.9 

47.4 

56.4 

30.8 

58.3 

55.6 

12.1 

15.8 

10.3 

30.8 

-

13.3 

3.6 

-

2.6 

-

4.2 

12.1 

5.3 

15.4 

7.7 

20.8 

8.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=140)

建設業(n=19)

製造業(n=39)

卸売業(n=13)

小売業(n=24)

サービス業(n=45)

多様な雇用 効果の有無

あった ある程度あった あまりなかった なかった 無回答

11.9 

-

5.9 

-

20.0 

16.7 

53.7 

80.0 

58.8 

40.0 

50.0 

50.0 

14.9 

20.0 

11.8 

40.0 

20.0 

10.0 

6.0 

-

11.8 

20.0 

-

13.4 

-

11.8 

-

10.0 

20.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=67)

建設業(n=5)

製造業(n=17)

卸売業(n=5)

小売業(n=10)

サービス業(n=30)

働き方の多様化 効果の有無

あった ある程度あった あまりなかった なかった 無回答
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④ 具体的効果 

 

⑤ 問題点 

 

長時間労働の是正　問題（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

人手不足により

取組が進まない

業務に支障が

出る、

負担が増えた

コストがかかる

取組に対する

意識や理解が

得られない

効果が

感じられない

ノウハウ不足

により取組が

進まない

従業員の

モチベーション

が下がった

その他 特に問題はない 無回答

全体(n=208) 36.1                  20.2                  15.4                  11.5                  7.2                    5.8                    3.4                    3.4                    14.9                  27.9                  

建設業(n=28) 28.6                  14.3                  17.9                  17.9                  7.1                    -                         -                         -                         25.0                  32.1                  

製造業(n=48) 52.1                  22.9                  25.0                  14.6                  8.3                    8.3                    2.1                    2.1                    12.5                  10.4                  

卸売業(n=20) 35.0                  40.0                  20.0                  5.0                    15.0                  10.0                  5.0                    5.0                    5.0                    30.0                  

小売業(n=39) 15.4                  15.4                  7.7                    5.1                    5.1                    2.6                    2.6                    2.6                    15.4                  46.2                  

サービス業(n=73) 39.7                  17.8                  11.0                  12.3                  5.5                    6.8                    5.5                    5.5                    15.1                  27.4                  

休暇の取得促進　問題（配布先業種別） (単位：%、複数回答)
業務に支障が

出る、

負担が増えた

人材の不足等

により休暇取得

を推進できない

コストがかかる

業務の効率性

や生産性が

低下した

休暇の取得が

進まない

取組に対する

意識や理解が

得られない

従業員のモチ

ベーションが

低下した

その他 特に問題はない 無回答

全体(n=208) 27.9                  26.4                  12.5                  10.6                  8.2                    5.8                    2.4                    3.4                    17.3                  25.0                  

建設業(n=28) 10.7                  25.0                  7.1                    3.6                    7.1                    10.7                  -                         -                         35.7                  28.6                  

製造業(n=48) 50.0                  29.2                  25.0                  16.7                  10.4                  6.3                    -                         -                         12.5                  12.5                  

卸売業(n=20) 50.0                  25.0                  10.0                  25.0                  25.0                  10.0                  5.0                    5.0                    -                         30.0                  

小売業(n=39) 17.9                  20.5                  7.7                    7.7                    5.1                    5.1                    2.6                    2.6                    10.3                  41.0                  

サービス業(n=73) 19.2                  28.8                  9.6                    6.8                    4.1                    2.7                    4.1                    6.8                    21.9                  21.9                  

働き方の多様化　問題（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

人手不足により

取組が進まない

企業の実態に

そぐわない
コストがかかる

効果が

感じられない

取組に対する

意識や理解が

得られない

ノウハウ不足

により取組が

進まない

制度が

浸透しない

従業員のモチ

ベーションが

下がった

その他 特に問題はない 無回答

全体(n=208) 20.2                  13.0                  10.6                  10.1                  7.2                    6.7                    4.8                    1.0                    1.0                    11.1                  49.0                  

建設業(n=28) 17.9                  17.9                  7.1                    10.7                  14.3                  7.1                    7.1                    3.6                    -                         7.1                    57.1                  

製造業(n=48) 25.0                  12.5                  14.6                  8.3                    2.1                    10.4                  6.3                    -                         2.1                    10.4                  45.8                  

卸売業(n=20) 35.0                  25.0                  15.0                  25.0                  15.0                  10.0                  5.0                    -                         -                         -                         40.0                  

小売業(n=39) 10.3                  5.1                    7.7                    7.7                    2.6                    2.6                    2.6                    2.6                    -                         7.7                    66.7                  

サービス業(n=73) 19.2                  12.3                  9.6                    8.2                    8.2                    5.5                    4.1                    -                         1.4                    17.8                  41.1                  

多様な雇用　問題（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

人手不足により

取組が進まない
コストがかかる

効果が

感じられない

取組に対する

意識や理解が

得られない

ノウハウ不足に

より取組が

進まない

従業員のモチ

ベーションが

下がった

その他 特に問題はない 無回答

全体(n=208) 18.8                  12.5                  6.7                    6.3                    3.4                    1.4                    4.3                    20.2                  38.5                  

建設業(n=28) 21.4                  3.6                    14.3                  10.7                  -                         3.6                    3.6                    14.3                  42.9                  

製造業(n=48) 18.8                  10.4                  4.2                    6.3                    6.3                    -                         4.2                    22.9                  29.2                  

卸売業(n=20) 25.0                  25.0                  10.0                  5.0                    -                         -                         5.0                    20.0                  35.0                  

小売業(n=39) 17.9                  15.4                  7.7                    -                         2.6                    2.6                    2.6                    15.4                  48.7                  

サービス業(n=73) 16.4                  12.3                  4.1                    8.2                    4.1                    1.4                    5.5                    23.3                  38.4                  

長時間労働　具体的効果（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

労働時間が

削減された

業務の効率性や

生産性が向上した

従業員のモチベー

ションや満足度が

向上した

従業員の心身の

健康が改善した
人材が定着した

コストが

削減できた

会社の利益が

上がった

会社のイメージが

上がった
その他 無回答

全体(n=143) 59.4                      27.3                      21.0                      16.1                      14.0                      7.7                         3.5                         2.8                         4.9                         9.8                         

建設業(n=19) 31.6                      21.1                      26.3                      5.3                         47.4                      -                              -                              -                              -                              21.1                      

製造業(n=41) 58.5                      29.3                      14.6                      14.6                      9.8                         4.9                         -                              2.4                         7.3                         17.1                      

卸売業(n=14) 50.0                      28.6                      7.1                         21.4                      14.3                      7.1                         7.1                         7.1                         -                              14.3                      

小売業(n=19) 84.2                      26.3                      31.6                      21.1                      5.3                         5.3                         10.5                      -                              -                              5.3                         

サービス業(n=50) 64.0                      28.0                      24.0                      18.0                      8.0                         14.0                      4.0                         4.0                         8.0                         -                              

休暇の取得促進　具体的効果（配布先業種別） (単位：%、複数回答)
従業員のモチベー

ションや満足度が

向上した

従業員の心身の

健康が改善した
人材が定着した

業務の効率性や

生産性が向上した

会社のイメージが

上がった

会社の利益が

上がった

コストが

削減できた
その他 無回答

全体(n=134) 56.7                      32.8                      11.9                      9.7                         4.5                         0.7                         0.7                         14.9                      6.0                         

建設業(n=18) 55.6                      27.8                      33.3                      16.7                      -                              -                              -                              11.1                      5.6                         

製造業(n=37) 54.1                      32.4                      8.1                         8.1                         8.1                         -                              -                              18.9                      2.7                         

卸売業(n=12) 33.3                      25.0                      8.3                         8.3                         -                              -                              -                              16.7                      41.7                      

小売業(n=21) 57.1                      42.9                      14.3                      4.8                         -                              -                              4.8                         9.5                         4.8                         

サービス業(n=46) 65.2                      32.6                      6.5                         10.9                      6.5                         2.2                         -                              15.2                      -                              

働き方の多様化　具体的効果（配布先業種別） (単位：%、複数回答)
従業員のモチベー

ションや満足度が

向上した

人材が定着した
業務の効率性や

生産性が向上した

コストが

削減できた

会社のイメージが

上がった

会社の利益が

上がった
その他 無回答

全体(n=54) 46.3                      29.6                      24.1                      7.4                         5.6                         1.9                         5.6                         13.0                      

建設業(n=5) 40.0                      20.0                      20.0                      -                              -                              20.0                      20.0                      20.0                      

製造業(n=13) 46.2                      38.5                      38.5                      7.7                         7.7                         -                              -                              -                              

卸売業(n=4) 50.0                      -                              -                              -                              -                              -                              -                              50.0                      

小売業(n=9) 33.3                      44.4                      11.1                      22.2                      -                              -                              -                              11.1                      

サービス業(n=23) 52.2                      26.1                      26.1                      4.3                         8.7                         -                              8.7                         13.0                      

多様な雇用　具体的効果（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

人材が定着した
人手不足が

解消された

従業員のモチベー

ションや満足度が

向上した

業務の効率性や

生産性が向上した

会社のイメージが

上がった

コストが

削減できた

会社の利益が

上がった
その他 無回答

全体(n=118) 49.2                      27.1                      21.2                      13.6                      9.3                         6.8                         3.4                         5.1                         10.2                      

建設業(n=18) 50.0                      27.8                      11.1                      16.7                      5.6                         -                              16.7                      5.6                         16.7                      

製造業(n=32) 46.9                      28.1                      21.9                      15.6                      12.5                      3.1                         -                              6.3                         9.4                         

卸売業(n=12) 58.3                      33.3                      25.0                      8.3                         8.3                         16.7                      -                              8.3                         -                              

小売業(n=18) 50.0                      27.8                      33.3                      11.1                      5.6                         16.7                      -                              -                              11.1                      

サービス業(n=38) 47.4                      23.7                      18.4                      13.2                      10.5                      5.3                         2.6                         5.3                         10.5                      
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(5) 今後の取組方針 

 

 

（参考）働き方改革に「既に取り組んでいる」「取組を予定・検討中」と回答した事業所のみ 

 

 

(6) 今後の取組として重要だと感じる項目 

 

  

26.0 
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31.3 
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28.8 

44.2 

28.6 

52.1 

45.0 

46.2 

43.8 

13.9 

14.3 

12.5 

20.0 

10.3 

15.1 

15.9 

28.6 

4.2 

15.0 

28.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=208)

建設業(n=28)

製造業(n=48)

卸売業(n=20)

小売業(n=39)

サービス業(n=73)

今後の取組方針（配布先業種別）

積極的に取り組む 様子を見ながら 規制・義務項目のみ 無回答

32.9 

34.8 

34.1 

25.0 

28.6 

35.2 

48.1 

30.4 

50.0 

43.8 

57.1 

51.9 

14.6 

17.4 

13.6 

25.0 

9.5 

13.0 

4.4 

17.4 

2.3 

6.3 

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=158)

建設業(n=23)

製造業(n=44)

卸売業(n=16)

小売業(n=21)

サービス業(n=54)

今後の取組方針（配布先業種別）

積極的に取り組む 様子を見ながら 規制・義務項目のみ 無回答

今後の取組として重要だと感じる項目（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

人材育成
休日取得

の推進

定年の延長・

廃止、継続雇
用制度の導入

勤務時間・

制度の多様化

人事評価制

度・賃金制度
の変更、改善

多様な人材の

採用・登用

業務の集約化

やプロセスの
見直し・改善

長時間労働の

是正

業務の合理化
や効率化のた

めのIT・機器・
ｼｽﾃﾑの導入

福利厚生制度

の充実
その他 無回答

全体(n=208) 44.2                32.2                26.9                25.5                24.5                24.0                23.6                23.1                21.6                19.2                1.9                  13.9                

建設業(n=28) 39.3                25.0                28.6                10.7                17.9                32.1                10.7                3.6                  17.9                32.1                3.6                  21.4                

製造業(n=48) 62.5                33.3                33.3                20.8                37.5                31.3                33.3                31.3                37.5                22.9                -                       6.3                  

卸売業(n=20) 45.0                40.0                30.0                30.0                15.0                25.0                35.0                40.0                10.0                15.0                -                       20.0                

小売業(n=39) 28.2                28.2                28.2                28.2                17.9                10.3                12.8                17.9                20.5                12.8                2.6                  15.4                

サービス業(n=73) 42.5                34.2                20.5                31.5                24.7                23.3                24.7                23.3                16.4                16.4                2.7                  13.7                

長時間労働の是正　問題（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

人手不足により

取組が進まない

業務に支障が

出る、

負担が増えた

コストがかかる

取組に対する

意識や理解が

得られない

効果が

感じられない

ノウハウ不足

により取組が

進まない

従業員の

モチベーション

が下がった

その他 特に問題はない 無回答

全体(n=208) 36.1                  20.2                  15.4                  11.5                  7.2                    5.8                    3.4                    3.4                    14.9                  27.9                  

建設業(n=28) 28.6                  14.3                  17.9                  17.9                  7.1                    -                         -                         -                         25.0                  32.1                  

製造業(n=48) 52.1                  22.9                  25.0                  14.6                  8.3                    8.3                    2.1                    2.1                    12.5                  10.4                  

卸売業(n=20) 35.0                  40.0                  20.0                  5.0                    15.0                  10.0                  5.0                    5.0                    5.0                    30.0                  

小売業(n=39) 15.4                  15.4                  7.7                    5.1                    5.1                    2.6                    2.6                    2.6                    15.4                  46.2                  

サービス業(n=73) 39.7                  17.8                  11.0                  12.3                  5.5                    6.8                    5.5                    5.5                    15.1                  27.4                  

休暇の取得促進　問題（配布先業種別） (単位：%、複数回答)
業務に支障が

出る、

負担が増えた

人材の不足等

により休暇取得

を推進できない

コストがかかる

業務の効率性

や生産性が

低下した

休暇の取得が

進まない

取組に対する

意識や理解が

得られない

従業員のモチ

ベーションが

低下した

その他 特に問題はない 無回答

全体(n=208) 27.9                  26.4                  12.5                  10.6                  8.2                    5.8                    2.4                    3.4                    17.3                  25.0                  

建設業(n=28) 10.7                  25.0                  7.1                    3.6                    7.1                    10.7                  -                         -                         35.7                  28.6                  

製造業(n=48) 50.0                  29.2                  25.0                  16.7                  10.4                  6.3                    -                         -                         12.5                  12.5                  

卸売業(n=20) 50.0                  25.0                  10.0                  25.0                  25.0                  10.0                  5.0                    5.0                    -                         30.0                  

小売業(n=39) 17.9                  20.5                  7.7                    7.7                    5.1                    5.1                    2.6                    2.6                    10.3                  41.0                  

サービス業(n=73) 19.2                  28.8                  9.6                    6.8                    4.1                    2.7                    4.1                    6.8                    21.9                  21.9                  

働き方の多様化　問題（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

人手不足により

取組が進まない

企業の実態に

そぐわない
コストがかかる

効果が

感じられない

取組に対する

意識や理解が

得られない

ノウハウ不足

により取組が

進まない

制度が

浸透しない

従業員のモチ

ベーションが

下がった

その他 特に問題はない 無回答

全体(n=208) 20.2                  13.0                  10.6                  10.1                  7.2                    6.7                    4.8                    1.0                    1.0                    11.1                  49.0                  

建設業(n=28) 17.9                  17.9                  7.1                    10.7                  14.3                  7.1                    7.1                    3.6                    -                         7.1                    57.1                  

製造業(n=48) 25.0                  12.5                  14.6                  8.3                    2.1                    10.4                  6.3                    -                         2.1                    10.4                  45.8                  

卸売業(n=20) 35.0                  25.0                  15.0                  25.0                  15.0                  10.0                  5.0                    -                         -                         -                         40.0                  

小売業(n=39) 10.3                  5.1                    7.7                    7.7                    2.6                    2.6                    2.6                    2.6                    -                         7.7                    66.7                  

サービス業(n=73) 19.2                  12.3                  9.6                    8.2                    8.2                    5.5                    4.1                    -                         1.4                    17.8                  41.1                  

多様な雇用　問題（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

人手不足により

取組が進まない
コストがかかる

効果が

感じられない

取組に対する

意識や理解が

得られない

ノウハウ不足に

より取組が

進まない

従業員のモチ

ベーションが

下がった

その他 特に問題はない 無回答

全体(n=208) 18.8                  12.5                  6.7                    6.3                    3.4                    1.4                    4.3                    20.2                  38.5                  

建設業(n=28) 21.4                  3.6                    14.3                  10.7                  -                         3.6                    3.6                    14.3                  42.9                  

製造業(n=48) 18.8                  10.4                  4.2                    6.3                    6.3                    -                         4.2                    22.9                  29.2                  

卸売業(n=20) 25.0                  25.0                  10.0                  5.0                    -                         -                         5.0                    20.0                  35.0                  

小売業(n=39) 17.9                  15.4                  7.7                    -                         2.6                    2.6                    2.6                    15.4                  48.7                  

サービス業(n=73) 16.4                  12.3                  4.1                    8.2                    4.1                    1.4                    5.5                    23.3                  38.4                  
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(7) 必要な支援・援助 

 

 

2. 働き方改革に関連する ICT の利活用状況 

(1) 導入している ICT 

(2) ICT 活用の問題点 

(3) ICT 活用で行政や商工会議所に望むこと 

 

必要な支援・援助（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

補助金・助成金
新規採用の
支援

事例集などで
の情報提供

発注元の理解
促進、社会全体

の機運醸成

セミナーや講演
会等の開催

専門家との
窓口相談、

専門家派遣

労働基準監督
署による丁寧な

支援・指導

その他 無回答

全体(n=208) 45.7                 25.5                 20.2                 13.5                 13.5                 9.6                    9.1                    3.8                    19.2                 

建設業(n=28) 32.1                 25.0                 17.9                 32.1                 17.9                 -                         3.6                    3.6                    25.0                 

製造業(n=48) 43.8                 25.0                 22.9                 18.8                 20.8                 10.4                 14.6                 2.1                    12.5                 

卸売業(n=20) 60.0                 30.0                 25.0                 10.0                 15.0                 10.0                 25.0                 10.0                 15.0                 

小売業(n=39) 51.3                 15.4                 12.8                 5.1                    2.6                    15.4                 5.1                    5.1                    17.9                 

サービス業(n=73) 45.2                 30.1                 21.9                 8.2                    12.3                 9.6                    5.5                    2.7                    23.3                 

ＩＣＴ活用で行政や商工会議所に望むこと（配布先業種別） (単位：%、複数回答)
設備・ICT投資の

ための助成制度

の整備・拡充

参考となる事例
紹介

最新のICT情報
の提供

社内ICT人材の
育成支援

ICT関連の
セミナー事業

ICTツールの
相談会・展示会

ICTメーカー、

ベンダー等との

マッチング支援

その他 特にない 無回答

全体(n=208) 32.7                    26.9                    17.8                    11.1                    10.1                    4.3                      1.4                      0.5                      25.5                    18.3                    

建設業(n=28) 25.0                    28.6                    25.0                    10.7                    21.4                    3.6                      -                           -                           21.4                    17.9                    

製造業(n=48) 39.6                    45.8                    12.5                    16.7                    8.3                      4.2                      2.1                      -                           20.8                    8.3                      

卸売業(n=20) 25.0                    35.0                    20.0                    20.0                    10.0                    -                           -                           -                           10.0                    35.0                    

小売業(n=39) 23.1                    15.4                    17.9                    5.1                      5.1                      7.7                      2.6                      -                           41.0                    17.9                    

サービス業(n=73) 38.4                    17.8                    17.8                    8.2                      9.6                      4.1                      1.4                      1.4                      26.0                    20.5                    

導入しているＩＣＴ（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

持ち運び可の端
末（ノートPC、タ
ブレット）支給

メールを社外か
ら利用できる
環境

グループウェア
等の情報共有シ
ステムの導入

遠隔会議システ
ム（テレビ会議、
Web会議）の導入

勤怠管理
ソリューションの
導入

リモートアクセ
ス・仮想デスク
トップ環境を構築

ERP（各部門の
情報を統合する）
システムの導入

人工知能（AI）、
RPA等の業務自
動化システムの
導入

ICTを活用した
ヘルスケア管理
の実施

ビジネスチャット
を社外から利用
可能

その他 導入していない 無回答

全体(n=208) 32.2                    25.5                    19.7                    15.4                    13.0                    9.6                      3.4                      2.9                      2.4                      1.4                      0.5                      34.6                    15.9                    

建設業(n=28) 25.0                    28.6                    17.9                    10.7                    7.1                      3.6                      3.6                      -                           -                           -                           -                           25.0                    21.4                    

製造業(n=48) 45.8                    39.6                    27.1                    29.2                    25.0                    14.6                    2.1                      6.3                      2.1                      -                           -                           31.3                    8.3                      

卸売業(n=20) 25.0                    25.0                    -                           -                           5.0                      5.0                      -                           -                           -                           -                           5.0                      35.0                    20.0                    

小売業(n=39) 23.1                    17.9                    12.8                    10.3                    12.8                    2.6                      2.6                      2.6                      2.6                      2.6                      -                           48.7                    12.8                    

サービス業(n=73) 32.9                    19.2                    24.7                    15.1                    9.6                      13.7                    5.5                      2.7                      4.1                      2.7                      -                           32.9                    19.2                    

ＩＣＴ活用の問題点（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

コスト負担が
大きい

従業員のICT活
用能力が不足し
ている

自社に合ったICT
システムが
分からない

情報漏えい等、
セキュリティ面の
不安

ICT導入を推進で
きる人間が
いない

ICT導入の費用
対効果が
分からない

経営層の理解が
不足

社内システム間
の連携

情報システム障
害の不安

既存システムか
らの切り替えや
データ移行が
困難

取引先との
データ連携

その他 特にない 無回答

全体(n=208) 36.1                    19.2                    17.8                    16.8                    15.9                    13.9                    8.7                      6.7                      5.8                      2.4                      1.9                      1.4                      15.9                    18.3                    

建設業(n=28) 32.1                    21.4                    25.0                    17.9                    17.9                    10.7                    7.1                      7.1                      14.3                    3.6                      -                           3.6                      7.1                      21.4                    

製造業(n=48) 45.8                    29.2                    25.0                    16.7                    25.0                    18.8                    10.4                    6.3                      6.3                      2.1                      4.2                      -                           10.4                    12.5                    

卸売業(n=20) 40.0                    5.0                      20.0                    10.0                    25.0                    20.0                    15.0                    10.0                    -                           -                           -                           5.0                      5.0                      35.0                    

小売業(n=39) 23.1                    15.4                    12.8                    10.3                    7.7                      20.5                    12.8                    5.1                      -                           2.6                      -                           2.6                      25.6                    15.4                    

サービス業(n=73) 37.0                    17.8                    12.3                    21.9                    11.0                    6.8                      4.1                      6.8                      6.8                      2.7                      2.7                      -                           20.5                    17.8                    

ＩＣＴ活用で行政等に望むこと（配布先業種別） (単位：%、複数回答)
設備・ICT投資の
ための助成制度
の整備・拡充

参考となる事例
紹介

最新のICT情報
の提供

社内ICT人材の
育成支援

ICT関連の
セミナー事業

ICTツールの
相談会・展示会

ICTメーカー、
ベンダー等との
マッチング支援

その他 特にない 無回答

全体(n=208) 32.7                    26.9                    17.8                    11.1                    10.1                    4.3                      1.4                      0.5                      25.5                    18.3                    

建設業(n=28) 25.0                    28.6                    25.0                    10.7                    21.4                    3.6                      -                           -                           21.4                    17.9                    

製造業(n=48) 39.6                    45.8                    12.5                    16.7                    8.3                      4.2                      2.1                      -                           20.8                    8.3                      

卸売業(n=20) 25.0                    35.0                    20.0                    20.0                    10.0                    -                           -                           -                           10.0                    35.0                    

小売業(n=39) 23.1                    15.4                    17.9                    5.1                      5.1                      7.7                      2.6                      -                           41.0                    17.9                    

サービス業(n=73) 38.4                    17.8                    17.8                    8.2                      9.6                      4.1                      1.4                      1.4                      26.0                    20.5                    

導入しているＩＣＴ（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

持ち運び可の端
末（ノートPC、タ
ブレット）支給

メールを社外か
ら利用できる
環境

グループウェア
等の情報共有シ
ステムの導入

遠隔会議システ
ム（テレビ会議、
Web会議）の導入

勤怠管理
ソリューションの
導入

リモートアクセ
ス・仮想デスク
トップ環境を構築

ERP（各部門の
情報を統合する）
システムの導入

人工知能（AI）、
RPA等の業務自
動化システムの
導入

ICTを活用した
ヘルスケア管理
の実施

ビジネスチャット
を社外から利用
可能

その他 導入していない 無回答

全体(n=208) 32.2                    25.5                    19.7                    15.4                    13.0                    9.6                      3.4                      2.9                      2.4                      1.4                      0.5                      34.6                    15.9                    

建設業(n=28) 25.0                    28.6                    17.9                    10.7                    7.1                      3.6                      3.6                      -                           -                           -                           -                           25.0                    21.4                    

製造業(n=48) 45.8                    39.6                    27.1                    29.2                    25.0                    14.6                    2.1                      6.3                      2.1                      -                           -                           31.3                    8.3                      

卸売業(n=20) 25.0                    25.0                    -                           -                           5.0                      5.0                      -                           -                           -                           -                           5.0                      35.0                    20.0                    

小売業(n=39) 23.1                    17.9                    12.8                    10.3                    12.8                    2.6                      2.6                      2.6                      2.6                      2.6                      -                           48.7                    12.8                    

サービス業(n=73) 32.9                    19.2                    24.7                    15.1                    9.6                      13.7                    5.5                      2.7                      4.1                      2.7                      -                           32.9                    19.2                    

ＩＣＴ活用の問題点（配布先業種別） (単位：%、複数回答)

コスト負担が
大きい

従業員のICT活
用能力が不足し
ている

自社に合ったICT
システムが
分からない

情報漏えい等、
セキュリティ面の
不安

ICT導入を推進で
きる人間が
いない

ICT導入の費用
対効果が
分からない

経営層の理解が
不足

社内システム間
の連携

情報システム障
害の不安

既存システムか
らの切り替えや
データ移行が
困難

取引先との
データ連携

その他 特にない 無回答

全体(n=208) 36.1                    19.2                    17.8                    16.8                    15.9                    13.9                    8.7                      6.7                      5.8                      2.4                      1.9                      1.4                      15.9                    18.3                    

建設業(n=28) 32.1                    21.4                    25.0                    17.9                    17.9                    10.7                    7.1                      7.1                      14.3                    3.6                      -                           3.6                      7.1                      21.4                    

製造業(n=48) 45.8                    29.2                    25.0                    16.7                    25.0                    18.8                    10.4                    6.3                      6.3                      2.1                      4.2                      -                           10.4                    12.5                    

卸売業(n=20) 40.0                    5.0                      20.0                    10.0                    25.0                    20.0                    15.0                    10.0                    -                           -                           -                           5.0                      5.0                      35.0                    

小売業(n=39) 23.1                    15.4                    12.8                    10.3                    7.7                      20.5                    12.8                    5.1                      -                           2.6                      -                           2.6                      25.6                    15.4                    

サービス業(n=73) 37.0                    17.8                    12.3                    21.9                    11.0                    6.8                      4.1                      6.8                      6.8                      2.7                      2.7                      -                           20.5                    17.8                    

ＩＣＴ活用で行政等に望むこと（配布先業種別） (単位：%、複数回答)
設備・ICT投資の
ための助成制度
の整備・拡充

参考となる事例
紹介

最新のICT情報
の提供

社内ICT人材の
育成支援

ICT関連の
セミナー事業

ICTツールの
相談会・展示会

ICTメーカー、
ベンダー等との
マッチング支援

その他 特にない 無回答

全体(n=208) 32.7                    26.9                    17.8                    11.1                    10.1                    4.3                      1.4                      0.5                      25.5                    18.3                    

建設業(n=28) 25.0                    28.6                    25.0                    10.7                    21.4                    3.6                      -                           -                           21.4                    17.9                    

製造業(n=48) 39.6                    45.8                    12.5                    16.7                    8.3                      4.2                      2.1                      -                           20.8                    8.3                      

卸売業(n=20) 25.0                    35.0                    20.0                    20.0                    10.0                    -                           -                           -                           10.0                    35.0                    

小売業(n=39) 23.1                    15.4                    17.9                    5.1                      5.1                      7.7                      2.6                      -                           41.0                    17.9                    

サービス業(n=73) 38.4                    17.8                    17.8                    8.2                      9.6                      4.1                      1.4                      1.4                      26.0                    20.5                    
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(4) 広 報 

①定期刊行 

・会報「ＮＡＶＩ大垣」毎月1回（第876～887号）発行 

・おおがき商工会議所女性会会報「なごみ」（第34号）発行（2月） 

・「女性会情報さろん」（5月、8月、10月、11月、3月） 

②不定期刊行 

・パンフレットの部 

各種共済年金制度      小規模企業共済制度 

経営セーフティ共済制度   経営改善普及事業のご案内 

マル経融資制度       西美濃産業観光読本 

大垣市の産業         

・ポスターの部 

地域活性化セミナー     リアル大垣合同企業展 

ワンストップ経営相談会    

親子でチャレンジ！西美濃ゆったりサイクリングツアー 

義の武将「明智光秀」と「島津豊久」ゆかりの地ツアー 

養老鉄道で行く桑名初詣の旅 

・その他 

施策普及卓上カレンダー、封筒 
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(5) 証明・鑑定・検査

ａ．貿易関係証明 913件
　　・原産地証明 707件

原産地証明書国別・商品別一覧表
商品別 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1 0 0 0 0 4 0 0 0 0 0 4
2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
4 116 0 0 0 1 0 3 3 1 17 141
5 0 0 0 0 0 0 0 3 0 1 4
6 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
7 0 0 0 0 58 0 0 0 0 0 58
8 0 0 0 0 1 0 3 0 0 0 4
9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
12 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3
13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
14 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9
15 0 0 0 0 0 0 0 19 0 0 19
16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
17 0 0 0 0 0 0 8 100 0 0 108
18 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2
19 15 0 0 0 2 0 5 0 4 66 92
20 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

144 0 0 0 68 0 19 125 5 84 445

21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
22 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
25 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
26 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
27 0 0 32 0 0 0 0 0 0 0 32
28 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
29 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
30 22 0 0 0 0 0 0 0 0 0 22
31 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
32 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2
33 4 0 0 0 0 0 0 0 4 0 8
34 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

29 0 32 0 0 0 1 0 4 0 66

35 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
36 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1
37 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
38 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
39 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2

40 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
41 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
42 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
43 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5
44 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
45 0 0 0 0 3 0 1 0 0 0 4
46 0 0 0 0 0 0 101 0 0 0 101
47 0 0 0 0 0 0 7 0 0 0 7
48 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8
49 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
50 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
51 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
52 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
53 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 3

14 0 0 0 3 0 112 0 0 0 129

①証明

国
コ
ー

ド

計
国別

一 般
機 械

電 気
機 器

輸送用
機 械

精 密
機 械

金属及び
金属製品

化 学
製 品

紡績及び
繊維製品

食料品 雑 貨 その他

ア

ジ

ア

バングラデシュ

ブ ル ネ イ

カ ン ボ ジ ア

中 国

香 港

イ ン ド

イ ン ド ネ シ ア

韓 国

ラ オ ス

マ レ ー シ ア

モ ン ゴ ル

ミ ャ ン マ ー

パ キ ス タ ン

フ ィ リ ピ ン

シ ン ガ ポ ー ル

ス リ ラ ン カ

台 湾

タ イ

ベ ト ナ ム

そ の 他

小 計

中

近

東

バ ー レ ー ン

イ ラ ン

イ ラ ク

イ ス ラ エ ル

ヨ ル ダ ン

ク ウ ェ ー ト

レ バ ノ ン

オ マ ー ン

カ タ ー ル

サウジアラビア

シ リ ア

ト ル コ

アラブ首長国連邦

そ の 他

小 計

ア

フ

リ

カ

ア ル ジ ェ リ ア

エ ジ プ ト

南 ア フ リ カ

チ ュ ニ ジ ア

そ の 他

小 計

欧

州

ベ ル ギ ー

デ ン マ ー ク

フ ラ ン ス

ド イ ツ

ギ リ シ ャ

オ ラ ン ダ

イ タ リ ア

ポ ル ト ガ ル

ロ シ ア

ス イ ス

ス ペ イ ン

ス ウ ェ ー デ ン

英 国

そ の 他

小 計

112



54 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2
55 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 2

0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 4

56 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
57 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
58 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1
59 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
60 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
61 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
62 0 0 0 0 1 0 46 0 0 0 47
63 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
64 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
65 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
66 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
67 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 2 0 46 0 0 0 49

68 1 0 0 0 0 0 3 4 0 0 8
69 0 0 0 0 0 0 4 0 0 0 4
70 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 7 4 0 0 12

190 0 32 0 73 0 187 132 9 84 707

　　・その他証明　206件

ｂ．国内取引関係証明　なし

ｃ．会員証明　8件

ｄ．サービスマーク関連証明

・商標証明　なし

・営業証明　なし

②鑑定　なし

③検査　なし

(6) 信用調査

なし

北

米

カ ナ ダ

米 国

小 計

中

南

米

ア ル ゼ ン チ ン

ボ リ ビ ア

ブ ラ ジ ル

チ リ

コ ロ ン ビ ア

エ ク ア ド ル

メ キ シ コ

パ ナ マ

パ ラ グ ア イ

合 計

ペ ル ー

ベ ネ ズ エ ラ

そ の 他

小 計

太
平
洋

オーストラリア

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

そ の 他

小 計
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(7) 各種行事 

①水都まつり 

大垣の商工業に恩恵を与えた水への感謝とまちづくりのための賑わい創出、「水の都 大垣」の

ＰＲを目的として、水都まつりを実施した。 

ａ．実施年月日 令和元年 8月 1日（木）～8月 4日（日） 

ｂ．場   所 大垣駅通り、本町通り、ブラツキ通り、郭町東2丁目通り、水門川一帯 

ｃ．主   催 水都まつり実行委員会 

ｄ．来 場 者 14万人  

水都まつりを華麗に彩る七夕飾り         大垣おどり大会 

 

②十万石まつり 

活力あるまちづくりのための賑い創出を目的に、大垣藩十万石の城主を祀る常葉神社の例祭とし

て始められた歴史ある十万石まつりを実施した。 

ａ．実施年月日  令和元年 10月 13日（日） 

ｂ．場   所  常葉神社、大垣城ホール、大垣駅通り、大垣城西広場、東外側町  

ｃ．主   催  十万石まつり実行委員会 

ｄ．来 場 者  12万人 

オープニングパレード          新大橋交差点での神輿練り歩き 

 

③第 28回西美濃まるごとバザール 

中心市街地の賑いを創出し、活性化の一助とするとともに、西濃圏域各市町の交流を深めること

を目的に、各地域の特色ある産品を販売する大バザールを開催した。また、ステージでは奥の細道

紀行 330年を記念し、PRキャラバン隊のセレモニーやラジオの公開録音を実施した。 

ａ．実施年月日 令和元年 11月 16日(土)・17日(日) 
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ｂ．場   所 大垣駅通り一帯 

ｃ．主   催 西美濃まるごとバザール実行委員会 

ｄ．出 店 者 商工会議所各部会、女性会、西美濃市町、商工会、商店街など各種団体による 

バザール、大垣駅通りを会場に特産品などの展示・即売 

(1)出店自治体 

関ケ原町、羽島市、飛騨市、東京都荒川区、宮城県栗原市、山形県尾花沢

市、山形県新庄市、愛知県犬山市、愛知県稲沢市、富山県高岡市、富山県

滑川市、石川県小松市、石川県加賀市、福井県敦賀市、滋賀県長浜市、鹿

児島県日置市（16市区町) 

(2)出店者数 

78事業所・団体 85テント 

ｅ．関連イベント 新大橋特設ステージイベント、地元商店街によるイベント等の開催 

(1)集客イベント(会場:新大橋特設ステージ） 

地元保育園による演奏や踊り、お笑いライブ、奥の細道紀行 330年記念

PRキャラバン隊セレモニーやラジオ公開録音、けむり体験等 

(2)商店街イベント 

ブラツキ商店街による花鉢プレゼント、本町一番街商店街による出店展

示販売等 

f．来 場 者 数 18万人(18日：9万人、19日：9万人) 

買い物を楽しむ来場者         特色ある産品を販売する出店者 
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④講演会

講演会名・テ　ー　マ 開催年月日 講　　　師

建設業安全大会講演会
「建設業における働き方改革に
ついて」

令和1年7月5日
大垣労働基準監督署
第三方面主任監督官　立川　景一 氏

192

第１弾　新卒採用ノウハウ塾
「大学から見た就活の現状と正
しい大学との付き合い方」

令和元年9月26日
名古屋経済大学　
キャリアセンター長　大黒　光一 氏

23

地域活性化セミナー
「時代の流行を読み解く方法～
新たなマーケットを切り拓くに
は～」

令和元年10月2日
世代・トレンド評論家
牛窪　恵 氏

240

第２弾　新卒採用ノウハウ塾
「学生に伝えるべき自社の魅力
とは～自社が求める学生に対
し、いつ、何を、どう伝えるこ
とが重要なのか～」

令和元年10月24日
㈱フリービズ
角井　秀行 氏

21

サクセスレディ推進事業セミナー
「女性がいきいきと働きやすい職
場づくりのために」

令和元年11月14日
ＮＰＯ法人ファザーリング・ジャパン
理事　高祖　常子　氏

56

働き方改革セミナー
「中小企業のための働き方改革
セミナー～人手不足・時代の変
化に対応するために始めるべき
こととは～」

令和元年12月20日
ＮＰＯ法人ブルーバード　
代表理事　西尾　果小里 氏

15

女性会講演会
「生きていられること、歌える
ことに感謝」

令和2年2月5日
ミュージック・オフィース103
野村　富昭　氏

60

イクボス推進事業セミナー
「会社も家族も幸せに出来る次
世代ボスになろう
「イクボス」速攻養成講座」

令和2年2月6日
オフィスhint link
代表　槙本　千里　氏

50

ＩＴセミナー
「ＡＩを活用した生産性向上に
ついて ～働き方×ＩＣＴ～」

令和2年2月20日
ＮＴＴ西日本ビジネスフロント㈱
取締役東海支店長　小林　正和　氏

31

参加人員
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⑤講習会・研修会

テ　ー　マ 開催年月日 講　　　師

日商簿記3級講座（昼間）
令和元年5月22日～
令和元年9月20日
（計20回）

岐阜県立大垣養老高等学校
　講師　松本　智澄　氏

延べ
248

ものづくりリーダー育成講座
令和元年7月3日、
7月18日、7月31日
（計3日間）

ものづくり改善オフィス　
　代表　高津　正吉　氏
ケィ・サポート　
　代表　桑原　喜代和
イズミ・リサーチ　
　代表　奥野　泉　氏

述べ
25

金型人材育成講座 基礎コース
令和元年7月20日～
令和元年10月26日
（計12回）

岐阜大学　工学部教授
　王 志剛　氏 他

10

日商簿記3級講座（夜間）
令和元年9月3日～
令和元年11月12日
（計18回）

岐阜経済大学
　非常勤講師 問山 悦男　氏

延べ
145

金型人材育成講座
ハイテン材成形コース

令和元年11月2～
令和元年12月14日
（計6回）

岐阜大学　工学部教授
　山下　実氏 他

3

日商簿記2級講座（昼間）
令和元年9月25日～
令和2年2月7日
（計30回）

岐阜県立大垣養老高等学校
　講師　松本　智澄　氏

延べ
247

金型人材育成講座
精密プレスコース

令和2年1月25日～
令和2年2月29日
（計6回）

岐阜大学　工学部教授
　王 志剛　氏 他

2

参加人員
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⑥視察団派遣

実施年月日 視察・見学先 部会・委員会・団体

令和元年5月20日 下賀茂神社、南禅寺（京都府） 女性会 26

令和元年9月8日
　　　　～10日

㈱南日本情報処理センター
情報委員会
情報・公益部会

8

令和元年9月18日
㈱ダイフク日に新た館（滋賀県蒲生郡）
HILLTOP㈱（京都府宇治市）

労働委員会 8

令和元年10月31日
ＮＴＴ　ＧＲＯＵＰ　ＣＯＬＬＥＣＴＩＯＮ
　２０１９（愛知県名古屋市）

情報・公益部会
サービス業部会

14

令和元年11月6日
　　　　　～7日

大垣精工㈱長崎工場（長崎県東彼杵郡）
ＮＩＴＴＯＫＵ㈱長崎工場（長崎県大村市）

工業部会
産業振興委員会

20

令和1年11月11日
㈱アクト篠山・大正ロマン館
（兵庫県丹波篠山市）、
㈱中島大祥堂 丹波工場（兵庫県丹波市）

食品部会 20

令和1年11月29日
豊田商工会議所、㈱おとうふ工房いしかわ
（愛知県豊田市）

商業部会 13

令和1年12月18日
山室木材工業㈱（滋賀県米原市）
㈱パナソニック 草津工場（滋賀県草津市）

地域振興委員会
建設部会

17

令和2年2月13日
　　　　～14日

全国商工会議所観光振興大会2020in金沢 交流産業委員会 7

参加人員
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6 15 14 35

1 5 6 12

12 7 16 35

3 3 13 19

10 13 14 37

0 3 10 13

28 35 44

4 11 29 44

141

大垣市情報工房、ドリーム・コア

第154回

26

74

674

4

受験者数

合格者数

受験者数

受験者数

合格者数

第126回

第217回

合 計

回 数 実 施 年 月 日

第218回

会場： ソフトピアジャパン、大垣市情報工房

　※段位認定

3 段

107

合格者数

63

合 計 2 2 0 0

会場：

令和 2年 2月23日

合 計

受験者数

合格者数

0 0 0

0

0

4

129

37

63

636

合 計

0

3 級2 級

0 00 0

10

第128回 令和 2年 2月 9日 0 0 0 0

0

4 段

1 0

第127回 令和元年10月27日 0 2 0 0

令和元年 6月23日 2 0

準3段

0 0 0

5 段準初段 初 段 準2段 2 段

受験者数

合格者数

珠算段位認定者数

令和元年 6月23日

受験者数

合格者数

受験者数

合格者数

受験者数

合格者数

令和元年10月27日

令和 2年 2月 9日

(8) 技術技能の普及・検定

①検定試験

　ａ．珠算（試験施行は西濃珠算振興会に委託）

回 数 実 施 年 月 日 人 員 2 級 3 級 合 計1 級

第216回

1 級

0

人 員

第153回 令和元年11月17日

会場： ソフトピアジャパン、大垣市情報工房

　ｂ．簿記

回 数 実 施 年 月 日

第152回 令和元年 6月 9日

1,373

542

195

43

200

35

241

397

125

326

194

223

346

117

563

233

464

192

岐阜協立大学、大垣商業高等学校、大垣養老高等学校、海津明誠高等学校、
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大垣商工会議所、大垣市情報工房、岐阜協立大学

大垣養老高等学校、岐阜農林高等学校

　ｅ．日商簿記（初級）

19

15

受験者数

4 49

139

9

　ｃ．リテールマーケティング（販売士）

51 1

会場： アビバアクアウォーク大垣校、パソコン寺子屋揖斐大野塾、㈱ユニテツク、

1 46

61

29

合格者数 0

245 305

合格者数 0

人 員

98

合格者数 0

合 計
受験者数 3 57

38

令和元年 7月 13日

回 数

受験者数

第85回 令和 2年2月 19日

合格者数

実 施 年 月 日

3

第84回

14

18 60

45

147

3 級人 員 1 級 2 級

会場：

78

　ｄ．日商ＰＣ

回 数 実 施 年 月 日 1 級 2 級

大垣商業高等学校

回 数 実 施 年 月 日

3 級 ﾍﾞｰｼｯｸ

2 43

合 計

0

合 計

会場：

随　時　実　施
受験者数 61

合格者数 34

回 数

0 33 33
随　時　実　施

166

実 施 年 月 日

随　時　実　施
受験者数 0

受験者数

会場： 大垣商業高等学校

随　時　実　施

　ｇ．日商プログラミング

0

会場： 大垣商業高等学校

0 46

合格者数

ENTRY 合 計実 施 年 月 日

受験者数

大垣商業高等学校

人 員 EXPERT
STAN
DARD

BASIC

2 44

0

人 員

人 員

回 数

49

合格者数 39

　ｆ．原価計算（初級）
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14 21

9 15

1 13 22

0 4 13

1 27 43

0 13 28

12

53

21

102

33

1 17 3

3 53 46

28 22

49

0

44

第46回 令和元年12月 8日

受験者数

合格者数

受験者数

受験者数

合格者数

受験者数

25

回 数 実 施 年 月 日

合格者数

5

人 員 1 級 2 級 3 級 合 計

第46回 令和元年6月16日
受験者数 24 20

合格者数 7 18

第47回 令和元年12月1日
受験者数 1 2 2

合格者数 0 0 0

合 計
受験者数 1 26 22 49

合格者数 0 7 18

会場： 大垣市情報工房、岐阜工業高等専門学校、大垣商工会議所

　ｉ．福祉住環境コーディネーター

回 数 実 施 年 月 日 人 員 1 級 2 級 3 級

受験者数 25 24

合格者数 7 5

人 員 1 級 2 級 3 級

第43回 令和元年11月24日

合 計
合格者数 1

会場：

合 計

35

24

36

合格者数
第45回 令和元年 6月 30日

71

41

会場： 大垣市情報工房、大垣商工会議所

17

大垣市情報工房、清凌高等学校

　ｊ．ビジネス実務法務

8

受験者数 3

第42回 令和元年7月7日

合 計

合 計

25

回 数 実 施 年 月 日

24

　ｈ．カラーコーディネーター
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38

4

11

合格者数

第27回 令和元年12月15日
合格者数 30

合格者数

第10回 令和元年11月10日

35

受験者数 31

合格者数 2

6

5

　ｋ．環境社会（eco検定）

回 数 実 施 年 月 日 人 員

第26回 令和元年 7月21日
受験者数

会場： 大垣市情報工房、大垣商工会議所

第9回 令和元年 7月14日
受験者数

7

受験者数

5

受験者数

合格者数

6

合格者数

受験者数
合 計

合 計

会場： 大垣市情報工房、大垣商工会議所、岐阜工業高等専門学校

　ｌ．ビジネスマネジャー

回 数 実 施 年 月 日 人 員

122



件

件

件

件

件

件

件

件

件

件

件合 計 3,388

（経営改善事業含む）

②国外取引

税 務 相 談 216

経 営 革 新 相 談 67

金 融 相 談 148

ミ ラ サ ポ 21

(9) 取引紹介、あっせん

①国内取引

（経営改善事業含む）

経 営 相 談 2,599

創 業 相 談 158 （経営改善事業含む）
24 時 間 経 営 相 談
ネ ッ ト 受 付

7 （経営改善事業含む）

エキスパートバンク 16 （経営改善事業含む）

 0件

(11)相談、指導、あっせん

12 （経営改善事業含む）

（経営改善事業含む）

社会保険労務相談 144

（経営改善事業含む）

（経営改善事業含む）

(10)取引紛争のあっせん、調停、仲裁

 0件

法 律 相 談

（経営改善事業含む）

 15件（経営改善普及事業含む）
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回

　

企業

巡
回
指
導

窓
口
指
導

項　　目

40記 帳 指 導 員 1 1 170 406 59

　　③ 記帳継続指導

項　　　目 配 分 人 員 員 数 雇 用 日 数 指導延回数 対象事業者数 うち機械化数

0

計 214 73 214 656 156 656

そ の 他 76 1 76 0 0

0

環 境 対 策 0 0 0 0 0 0

取 引 0 0 0 0 0

115

労 働 59 3 59 36 8 36

税 務 48 68 48 115 16

54

金 融 0 0 0 29 17 29

情 報 化 31 1 31 54 33

人

経 営 一 般 0 0 0 393 67 393

人 29 15 回 29

受 講 者 数

注2（1人当りの窓口指導回数 11.1回／月）（1人当りの年間窓口指導回数 133.8回／年)

　　② 講習会等の開催による指導

集団指導（講習会の開催） 個別指導（専門講師実施分）

経 営 革 新 0 0 回 0

ｻｰﾋﾞｽ業

創 業

そ の 他

計 2

指導対象企業数 回 数指導対象企業数 回 数 受 講 者 数

1

0

0

86

8

8350 331019

6

0

399

33

10

注1（1人当りの巡回指導回数 25.6回／月）（1人当りの指導日数 10.2日／月)

12

0

46

0

0 13 175

1

11

1

42

0 54

122小 売 業

0

0

0

2

卸 売 業

1

0

6

0

0

0

0

0

0

0

5

4

27

0

0

17

3

21

0

45

計

1

1

2

11

1

製 造 業

建 設 業

31

668

262

675

77

661

0

327

151

142

3

0

8

2

0

0

1,849

1

1

0

0

0

8

39

4

75

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

3

20

4

14

0

卸 売 業

33

2

43

ｻｰﾋﾞｽ業

創 業

小 売 業 7

0

13

0

0そ の 他

627

1

0

7

0

0

13

3

48

88

回 18 回

建 設 業 0 2 0 2 0

回 回 0 回 0回 5 回 11 回製 造 業 93企業 5 回 0

(12) 経営改善普及事業

　　① 経営指導員の指導回数

項　　　目 指導対象企業数 経営革新 経営一般 情報化 金融 税務 取引労働

125

220 3

環境対策 その他 計

71

208

40

251

0

5

1

0

11

1

6

0

3

26

0

292

34

60

21

175

0

130

597

68

545

0

19

1,579

675

17

2

384

0

0

5

35
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県  制  度  融  資 15 15

77,980

会員ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ融資制度 7 7 35,280 35,280

日本政策
金融公庫

実施
時間
(H)

小　　　　計 14 14 77,000

60

合　　　計 36 36 154,980 154,980

小　　　　計 22 22 77,980

その他

42,700 42,700

千円 20,000件 20,000

77,000

千円

マ ル 経 資 金 10 10 57,000 57,000

一 般 ・ 特 別 4 件 4

　　⑤ 金融あっせん

区　　　分 斡旋件数 貸付件数 斡旋総額 貸付総額

令和元年9月25日
      ～令和2年2月7日

　　④ 講習会等の開催

講演会の内容

種 類 テ ー マ
開催年月日

参加
者数

日商簿記3級講座(夜
間)

45
延べ
145人

講　師

岐阜協立大学
非常勤講師　松本　智澄　氏

岐阜協立大学
非常勤講師　問山 悦男　氏

令和元年9月3日
      　　～11月12日

税　務

令和元年5月22日～
      　　～9月20日

延べ
248人

税　務

岐阜協立大学
非常勤講師　松本　智澄　氏

税　務
日商簿記2級講座(昼
間)

日商簿記3級講座(昼
間)

90
延べ
247人

令和元年10月28日 その他

「理容所における消
毒と衛生管理」

「NEO BARBER LIFE 
STYLE」

西濃保健所　生活衛生課
主任技師　田中　健一郎　氏

岐阜県本部講師
黒田　貢一郎　氏

2 76人
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⑥小規模事業者のための共済制度の普及 

ａ.小規模企業共済制度       31件（新規 26件、増額 5件） 

ｂ.中小企業倒産防止共済制度     4件（新規 4件） 

 

⑦小規模事業施策普及事業 

パンフレット、カレンダー、封筒、ウェットティッシュなどを作成するとともに、各種経営改

善普及事業を会議所広報誌「ＮＡＶＩ大垣」に掲載し、国・県の施策を周知した。 

＜カレンダー＞  ・卓上カレンダー           800部（共同作成） 

＜そ の 他＞  ・マル経融資   角 2封筒     12,000部（共同作成） 

         ・マチ付封筒   角 2封筒       500部（単独作成） 

・小規模企業共済 長 3封筒     10,000部（共同作成） 

・ウェットティッシュ        2,000部（単独作成） 

・施策普及シール           200枚（単独作成） 

 

(13) 受託事業 

①ＪＡＮコード登録事業 

ａ．受 託 先 日本商工会議所（（財）流通システム開発センター） 

ｂ．事 業 内 容 流通の効率化を推進するため、ＪＡＮの流通関係コードの登録管理の取り次ぎ

や導入のための啓発活動を実施した｡ 

ｃ．取 扱 件 数 新規登録 2件   更新 11件 

 

②汚染負荷量賦課金受託業務事業 

ａ. 受 託 先 日本商工会議所（（独）環境再生保全機構） 

ｂ．事 業 内 容  「公害健康被害の補償等に関する法律」に基づき、納付義務事業所の汚染負荷 

量賦課金申告書の取次を行った。 

ｃ. 申 告 件 数 37件 

〇申告説明会 

ａ．開催年月日 平成 31年 4月 3日（水） 

ｂ．場   所 岐阜商工会議所 4階 4－C会議室 

ｃ．議   題 (1)公害健康被害補償制度の概要及び平成 31年度賦課料率について 

(2)汚染負荷量賦課金申告・納付の手続きについて 

(3)申告書類の作成方法について 

 

③容器包装リサイクル受託業務事業 

ａ．受 託 先 日本商工会議所（（公財）日本容器包装リサイクル協会） 

ｂ．事 業 内 容 「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」(容器包装リ

サイクル法)に基づき、特定業者の再商品化委託契約申込の取次を行なった。 

ｃ．契 約 件 数 26件 
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平成31年4月1日

件

○ 商取引紹介・斡旋証明・信用調査・統計資料・経営改善普及資料として利用した。

平成27年4月1日

○

鹿島町3丁目7番の1　 ㎡

旭町6丁目3番の1 ㎡

401号室 ㎡

402号室 ㎡

403号室 ㎡

9. 土地・事務所

(1) 土　地

197.19

8. 登録

(2) 任意台帳

(1) 法定台帳

訂 正 年 月 日

該当事業所の状況把握のため、全事業所に照会し、その資料により台帳の整備を行
い、管理運用した。

1,735

作 成 年 月 日

登 録 者 数

管 理 運 用

入居日：平成22年7月6日

2,022.67

206.72

197.19

大垣市小野4丁目35番地10

ソフトピアジャパンアネックス401-403号室

(2) 事務所

大垣市 1,479.24
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会議

平成31年

(令和元年)

4月17日 各種委員会に出席

18日 各種委員会・常議員会に出席

5月16日 全国商工会議所専務理事・事務局長会議に出席

6月20日 移動常議員会・総会・エキスカーションに出席

7月17日 夏季政策懇談会に出席

18日 各種委員会・常議員会・議員総会に出席

9月17日 各種委員会に出席

18日 常議員会・議員総会に出席

19日 通常会員総会・会員大会に出席

10月16日 各種委員会に出席

17日 各種委員会・常議員会に出席

12月17日 ベストウィズクラブ新任専務理事共済制度懇談会に出席

18日 各種委員会に出席

19日 各種委員会・常議員会に出席

令和2年

1月15日 ベストウィズクラブ総会・表彰式に出席

16日 各種委員会に出席

2月19日 各種委員会に出席

20日 各種委員会・常議員会に出席

令和元年

10月1日 東海ブロック会議所相談所長会議に出席

平成31年

(令和元年)

4月12日 県下商工会議所専務理事会議に出席

5月14日 県下商工会議所相談所長会議に出席

7月11日 県下商工会議所会頭副会頭会議に出席

19日 県下統一アクサ福祉共済制度キャンペーン表彰式・懇親会に出席

8月30日 県下商工会議所相談所長会議に出席

11月11日 県下商工会議所専務理事会議に出席

地位　岐阜県商工会議所連合会副会長

会議

10. 関係団体への加入および連携

(1) 日本商工会議所

地位　日本商工会議所議員

(2) 東海商工会議所連合会

地位　東海商工会議所連合会会員

会議

(3) 岐阜県商工会議所連合会
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19日 県下商工会議所会頭会議に出席

令和2年

1月24日 県下商工会議所専務理事会議に出席

2月13日 県下商工会議所事務局長会議に出席

平成31年

(令和元年)

4月1日 大垣市功労者表彰式に出席

4日 四季の回廊推進協議会総会に出席

5日 (公財)大垣交通遺児育英会贈呈式に出席

10日 大垣ミナモソフトボールクラブ・大垣ミナモソフトボールクラブを育てる会総会に出席

25日 大垣地域職業訓練協会理事会に出席

27日 養老線全線開通100周年記念出発式に出席

〃 奥の細道紀行330年記念モニュメント除幕式に出席

5月8日 大垣地域経済戦略推進協議会総会・地域経済講演会に出席

9日 ＪＵ岐阜西濃支部通常総会に出席

15日 （公財）大垣交通遺児育英会理事会に出席

〃 大垣地域伝統芸能振興会理事会総会に出席

16日 ＳＪ情場クラブ役員会・SJ夏祭り実行委員会に出席

20日 大垣青色申告会総会に出席

22日 大垣市商店街振興組合連合会総会に出席

24日 Ｇ・Ｉ・ＮＥＴ㈱取締役会に出席

28日 ソフトピアジャパン定例理事会に出席

15日 大垣観光協会理事会に出席

6月4日 (公財)日本電信電話ユーザ協会岐阜支部理事会に出席

10日 (公財)大垣交通遺児育英会評議員会に出席

〃 大垣法人会講演会・総会に出席

11日 西濃ブロック商工会協議会総会に出席

13日 (公財)日本電信電話ユーザ協会大垣地区総会に出席

16日 大垣親善大使審査会に出席

18日 ＳＪ定時評議員会に出席

24日 小さな新切総会・実行章贈呈式に出席

25日 ねんりんピック岐阜2020大垣市実行委員会設立総会に出席

27日 市制100周年記念事業実行委員会に出席

〃 東海環状自動車道西回りルート建設促進大会及び建設事業説明会に出席

7月9日 岐阜県警察官友の会西濃支部総会に出席

24日 まるごとバザール実行委員会に出席

〃 西濃地下水対策幹事会・総会に出席

27日 大垣花火大会オープニングに出席

31日 ガキビズ1周年記念経済戦略講演会に出席

8月1日 養老線地域公共交通再生協議会に出席

2日 ＳＪ夏祭りに出席

3日 鹿児島おはら踊り隊市表敬・歓迎会に出席

〃 水都まつり商店街視察に出席

(4) その他の団体
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21日 東海環状自動車道岐阜県西部地域建設促進期成協議会総会、

建設事業説明会に出席

30日 西濃地区商工団体連絡協議会・東海環状自動車道西濃地域

建設期成協議会合同総会・西濃議員団との意見交換会に出席

9月17日 ツール・ド・西美濃開会式に出席

18日 Ｇ・Ｉ・ＮＥＴ取締役会に出席

27日 中津川商工会議所70周年記念式典に出席

30日 大垣市市民環境賞選考委員会に出席

10月3日 ＯＫＢ証券開業記念式典に出席

13日 十万石まつりに出席

19日 ソフこい祭りオープニングに出席

29日 奉祝委員会設立総会に出席

11月13日 大垣地域経済戦略推進協議会臨時総会に出席

16日 まるごとバザール　オープニングセレモニーに出席

25日 おおがきマラソン実行委員会に出席

〃 大垣推奨観光土産品選考委員会に出席

30日 大垣イルミネーションオープニングセレモニーに出席

12月15日 おおがきマラソン開会式に出席

20日 Ｇ・Ｉ・ＮＥＴ取締役会に出席

25日 叙勲褒章受章祝賀会に出席

24日 大垣市市民環境賞選考委員会に出席

令和2年

1月9日 近代協・市商連新年の集いに出席

11日 大垣市体育連盟新年会に出席

14日 岐阜県下財界新春懇親会に出席

〃 ツール・ド・西美濃実行委員会　2019年度総会に出席

19日 ロボカップジュニア大垣ノード大会開会式に出席

2月1日 中古車ジャンボフェア開会式に出席

14日 大垣市市民環境賞選考委員会に出席

16日 平野学園ファッションフェスティバル作品審査に出席

23日 奉祝式典に出席

3月4日 大垣地域経済戦略推進協議会臨時総会に出席

5日 (公財)大垣交通遺児育英会総務委員会に出席

6日 大垣銀行協会社員総会・理事会に出席

18日 Ｇ・Ｉ・ＮＥＴ取締役会 書面決議

19日 大垣観光協会理事会 書面決議

23日 大垣市雇用対策運営協議会 書面決議

〃 (公財)大垣交通遺児育英会理事会 書面決議

24日 ソフトピアジャパン理事会に出席

25日 西濃県事務所 コロナウィルス対策協議会圏域部会に出席

26日 大垣市勤労者福祉サービスセンター理事会に出席

30日 大垣市社会福祉協議会評議員会に出席
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(2) その他の関係団体

特定非営利活動法人大垣観光協会

西美濃三十三霊場会

11. その他

(1) 事務受託団体

岐阜県警察官友の会西濃支部

大垣地域経済戦略推進協議会

大垣ミナモソフトボールクラブ

大垣まちづくり株式会社

一般社団法人大垣法人会

大垣青色申告会

一般社団法人大垣青年会議所

大垣ロータリークラブ

大垣西ロータリークラブ

公益財団法人大垣交通遺児育英会

大垣中ロータリークラブ

大垣センチュリーロータリークラブ

大垣西ローターアクトクラブ

大同生命保険株式会社

大垣市商店街振興組合連合会

アクサ生命保険株式会社

131





令和元年度　収支決算書



大 垣 商 工 会 議 所

（単位：円）

一 般 会 計
不動産管理・
共 済
特 別 会 計

特 定 退 職 金
共 済 事 業
特 別 会 計

小 規 模
事 業
特 別 会 計

退 職 給 与
積 立 金
特 別 会 計

財 政 調 整
積 立 金
特 別 会 計

繰 越 金 6,124,051 7,272,509 1,585,814 2,839,765 19,445,036 206,846,892 244,114,067

実 収 入 133,673,406 44,035,768 269,377,125 52,575,154 857 21,288 499,683,598

繰 入 金 18,000,000 0 0 35,400,000 10,000,000 8,000,000 71,400,000

157,797,457 51,308,277 270,962,939 90,814,919 29,445,893 214,868,180 815,197,665

実 支 出 103,960,346 25,801,444 270,208,161 76,562,729 14,090,618 0 490,623,298

繰 出 金 44,168,000 17,525,000 101,000 6,606,000 0 3,000,000 71,400,000

148,128,346 43,326,444 270,309,161 83,168,729 14,090,618 3,000,000 562,023,298

9,669,111 7,981,833 653,778 7,646,190 15,355,275 211,868,180 253,174,367

本 年 度 末
資 金 残 高
次年度へ繰越

本 年 度 末
資 金 残 高
次年度へ繰越

備　　　　考
収 支 剰 余 金
次年度へ繰越

収 支 剰 余 金
次年度へ繰越

収 支 剰 余 金
次年度へ繰越

収 支 剰 余 金
次年度へ繰越

令和元年度 収支決算書総括表

平成３１年　４月　１日から

令和　２年　３月３１日まで

事 業 会 計 積 立 会 計

会 計 別 合 計

差引収支残高

収

入

の

部

収 入 合 計

支

出

の

部

支 出 合 計
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大 垣 商 工 会 議 所

（単位：円）

1. 会 費 85,815,375 85,118,000 697,375

1. 会 費 68,324,375 67,646,000 678,375 会費、共済特別会費

2. 特 別 会 費 2,472,000 2,472,000 0 議員研究会費

3. 議員選挙負担金 15,000,000 15,000,000 0 負担金

4. 過 年 度 会 費 19,000 0 19,000
@9,000×2社、@1,000×1
社

2. 特定商工業者負担金 1,999,500 1,980,000 19,500

1. 本 年 度 負 担 金 1,999,500 1,980,000 19,500 @1,500×1,333社

2. 過 年 度 負 担 金 0 0 0

3. 事 業 収 入 32,048,372 32,712,000 △ 663,628

1. 商工振興事業収入 6,560,952 7,536,000 △ 975,048 広告掲載料・商工振興事業負担金他

2. 検 定 事 業 収 入 10,282,476 9,241,000 1,041,476 簿記・ﾘﾃｰﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ等検定受験料他

3. 手 数 料 15,204,944 15,935,000 △ 730,056 事務受託手数料・各種証明手数料他

4. 交 付 金 11,785,445 12,608,000 △ 822,555

1. 国 ・ 県 補 助 金 1,309,974 1,503,000 △ 193,026
日本商工会議所、厚生労
働省

2. 市 補 助 金 7,422,781 8,052,000 △ 629,219 大垣市

3. そ の 他 補 助 金 3,052,690 3,053,000 △ 310
大垣労務推進協会、大垣
法人会他

5. 雑 収 入 2,024,714 499,000 1,525,714

1. 預 金 利 息 74 1,000 △ 926 預金利息

2. 雑 収 入 2,024,640 498,000 1,526,640
株式配当金、外郭団体受
取消耗品代等

6. 積立金取崩収入 3,000,000 3,000,000 0

1. 財政調整積立金取崩収入 3,000,000 3,000,000 0

2. 出資金取崩収入 0 0 0

7. 繰 入 金 15,000,000 15,000,000 0

1. 繰 入 金 15,000,000 15,000,000 0
不動産管理・共済特別会
計より繰入

8. 繰 越 金 6,124,051 5,441,000 683,051

1. 繰 越 金 6,124,051 5,441,000 683,051 前年度繰越金

157,797,457 156,358,000 1,439,457合 計

平成３１年　４月　１日から

令和元年度　一般会計収支決算書

収 入 の 部

款

勘 定 科 目
備 考比較増・減 (△ )予 算 額

令和　２年　３月３１日まで

項
決 算 額
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（単位：円）

1. 事 業 費 42,664,741 46,577,000 △ 3,912,259

1. 商 工 振 興 費 20,274,385 22,517,000 △ 2,242,615 商工振興事業費・イベント事業費等

2. 検 定 事 業 費 4,366,471 3,815,000 551,471 簿記・ﾘﾃｰﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ等検定事業費

3. 部 会 事 業 費 3,141,000 3,141,000 0 部会活動費

4. 部会共通事業費 40,500 25,000 15,500

5. 委 員 会 費 2,430,074 4,000,000 △ 1,569,926 委員会調査研究費・会議費等

6. 調 査 広 報 費 2,905,665 3,029,000 △ 123,335 「NAVI大垣」印刷費・広告掲載料等

7. 議員研究会事業費 2,491,033 2,472,000 19,033
定例会費・｢会議所ﾆｭｰｽ｣・｢石
垣｣購読料

8.
法定台帳作成

管 理 運 営 費
6,654,613 7,238,000 △ 583,387 給与費1名・事務局費・事業費

9. ＯＡ機器関係費 361,000 340,000 21,000
ｼｽﾃﾑｻﾎﾟｰﾄ料・OA関係消耗品・OA機

器ﾘｰｽ料等

2. 管 理 費 61,457,605 62,817,000 △ 1,359,395

1. 俸 給 15,635,219 15,705,000 △ 69,781 役員2名、職員1名

2. 諸 手 当 4,883,800 4,829,000 54,800 扶養・通勤等諸手当

3. 賞 与 7,320,507 6,993,000 327,507 夏期・年末手当

4. その他の人件費 7,810,185 8,375,000 △ 564,815 嘱託・パート職員分等

5. 福 利 厚 生 費 4,310,748 4,437,000 △ 126,252 社会保険料事業主負担分等

6. 旅 費 交 通 費 632,863 935,000 △ 302,137 出張・研修旅費等

7. 通 信 運 搬 費 2,188,896 2,237,000 △ 48,104
郵送費・振込手数料・電
話代等

8. 印 刷 費 148,484 176,000 △ 27,516
会費納入通知書印刷費・名刺
代等

9. 什 器 備 品 費 0 0 0

10. 消 耗 品 費 710,161 724,000 △ 13,839 事務用品・印刷用紙・コピー代等

11. 図 書 費 90,798 75,000 15,798 新聞代・図書費

12. 選 挙 事 務 費 1,790,002 1,625,000 165,002

13. 会 議 費 327,764 432,000 △ 104,236 議員総会・常議員会等開催費

14. 渉 外 費 822,443 900,000 △ 77,557
叙勲褒章祝賀会負担金・慶
弔費等

15. 公 課 1,055,182 1,010,000 45,182 消費税等

16. 分 担 金 2,770,000 2,760,000 10,000 日商・県連会費

17. 事 務 研 修 費 313,350 610,000 △ 296,650 研修会参加費等

18. 支 払 家 賃 5,904,740 6,082,000 △ 177,260 事務局支払家賃等

19. 水 道 光 熱 費 972,913 880,000 92,913 事務局電気代

20. 諸 団 体 会 費 634,500 750,000 △ 115,500 諸団体会費

21. PCB廃棄物処理費 2,860,548 3,000,000 △ 139,452

22. 雑 費 274,502 282,000 △ 7,498 会議所向けイベント保険料等

支 出 の 部

勘 定 科 目
款 項

決 算 額 予 算 額
比較増・減
( △ )

備 考
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勘 定 科 目
款 項

決 算 額 予 算 額
比較増・減
( △ )

備 考

3. 繰 出 金 44,006,000 44,006,000 0

1.
小 規 模 事 業
特 別 会 計

35,400,000 35,400,000 0 小規模事業費・OA機器関係費等

2.
不動産管理・共済
特 別 会 計

0 0 0

3.
退 職 給 与 積 立 金
特 別 会 計

606,000 606,000 0 退職給与積立金会計へ繰出

4.
財 政 調 整 積 立 金
特 別 会 計

8,000,000 8,000,000 0 財政調整積立金会計へ繰出

5.
特 退 金 共 済 事 業
特 別 会 計

0 0 0

4. 予 備 費 0 2,958,000 △ 2,958,000

1. 予 備 費 0 2,958,000 △ 2,958,000

5. 補 助 金 返 還 分 0 0 0

1. 補 助 金 返 還 分 0 0 0

148,128,346 156,358,000 △ 8,229,654

9,669,111 0 9,669,111 次年度繰越金

157,797,457 156,358,000 1,439,457

支 出 合 計

合 計

収 支 剰 余 金
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大 垣 商 工 会 議 所

（単位：円）

1. 共 済 手 数 料 21,485,068 19,909,000 1,576,068

1. 生 命 共 済 7,086,062 7,244,000 △ 157,938 制度運営費、事務手数料等

2. 大 型 共 済 360,768 360,000 768 事務手数料

3. 医 療 保 険 共 済 0 15,000 △ 15,000 　　〃

4. 福祉プラン共済 0 1,000 △ 1,000 　　〃

5. 個 人 年 金 共 済 265,660 280,000 △ 14,340 　　〃

6. 終 身 保 険 共 済 1,719,635 1,800,000 △ 80,365 　　〃

7.
フリー設計保険
共 済

6,080 10,000 △ 3,920 　　〃

8. エスリー保険共済 8,658 8,000 658 　　〃

9. 終身医療保険共済 6,592,919 5,300,000 1,292,919 　　〃

10. 個人扱い保険共済 39,768 50,000 △ 10,232 　　〃

11. 団 体 扱 い 保 険 0 1,000 △ 1,000 　　〃

12. 低払型定期保険 3,283,571 3,320,000 △ 36,429 　　〃

13. ガ ン 治 療 共 済 292,370 220,000 72,370 　　〃

14. 定期保険群集団 1,244,083 950,000 294,083 　　〃

15.
ラ イ フ プ ロ
デ ュ ー ス

30,052 70,000 △ 39,948 　　〃

16. ユニットリンク 555,442 280,000 275,442 　　〃

2. 賃 貸 料 収 入 20,904,000 20,994,000 △ 90,000

1. 不動産賃貸料収入 18,000,000 18,000,000 0 土地賃貸料

2. 駐車場賃貸料収入 2,904,000 2,994,000 △ 90,000 駐車場賃貸料

3. 共 益 費 収 入 1,623,000 1,530,000 93,000

1.
OA機器関係

共 益 費 収 入
1,623,000 1,530,000 93,000 各会計より繰入

収 入 の 部

令和元年度　不動産管理・共済特別会計収支決算書

平成３１年　４月　１日から

令和　２年　３月３１日まで

比較増・減 (△ ) 備 考
勘 定 科 目

決 算 額 予 算 額
款 項
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比較増・減 (△ ) 備 考
勘 定 科 目

決 算 額 予 算 額
款 項

4. 事 業 収 入 0 0 0

1. 事 業 収 入 0 0 0

5. 雑 収 入 23,700 2,000 21,700

1. 預 金 利 息 823 2,000 △ 1,177 預金利息

2. 雑 収 入 22,877 0 22,877 受取手数料

6. 繰 入 金 0 0 0

1. 繰 入 金 0 0 0

7. 繰 越 金 7,272,509 6,230,000 1,042,509

1. 繰 越 金 7,272,509 6,230,000 1,042,509 前年度繰越金

51,308,277 48,665,000 2,643,277合 計
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（単位：円）

1. 事 業 費 1,577,719 1,708,000 △ 130,281

1. 通 信 運 搬 費 556,524 487,000 69,524 「ＮＡＶＩ大垣」郵送料

2. 印 刷 費 973,695 970,000 3,695 「ＮＡＶＩ大垣」印刷代等

3. 財政基盤強化費 47,500 251,000 △ 203,500 会員・共済加入報奨金

2. 見舞金等給付金 270,000 490,000 △ 220,000

1. 見 舞 金 160,000 260,000 △ 100,000 生命共済給付金

2. 結 婚 祝 金 50,000 80,000 △ 30,000 　　〃

3. 出 産 祝 金 60,000 150,000 △ 90,000 　　〃

3. 不 動 産 関 係 費 2,896,200 2,909,000 △ 12,800

1. 不 動 産 賃 借 料 2,592,000 2,592,000 0 駐車場賃借料

2. 不動産管理委託費 304,200 317,000 △ 12,800 駐車場管理業務委託料等

4. 管 理 費 21,057,525 23,745,000 △ 2,687,475

1. 俸 給 5,942,550 8,039,000 △ 2,096,450 職員 2名

2. 諸 手 当 1,533,513 1,588,000 △ 54,487
扶養・通勤等諸手当　職員 
2名

3. 賞 与 2,169,014 3,326,000 △ 1,156,986 夏期・年末手当　職員 2名

4. その他の人件費 3,265,510 2,040,000 1,225,510 嘱託職員分

5. 福 利 厚 生 費 1,546,737 2,126,000 △ 579,263 社会保険料事業主負担分等

6. 旅 費 交 通 費 196,909 284,000 △ 87,091 出張旅費・公用車関連費

7. 通 信 運 搬 費 379,769 324,000 55,769 郵送料・振込手数料

8. 印 刷 費 5,715 8,000 △ 2,285 名刺代

9. 消 耗 品 費 100,622 122,000 △ 21,378 コピー代・事務用品代等

10. 共 益 費 753,000 753,000 0
家賃・水道光熱費・電話代負
担金

11. ＯＡ機器関係費 1,803,684 1,700,000 103,684
OA機器リース料・システムサ
ポート料・OA関係消耗品代等

12. 公 課 3,210,762 3,289,000 △ 78,238 固定資産税・消費税・市県民税等

13. 雑 費 149,740 146,000 3,740 火災保険料、税務指導謝金等

5. 繰 出 金 17,525,000 17,525,000 0

1. 一 般 会 計 15,000,000 15,000,000 0 一般会計へ繰出

2.
退職給与積立金
特 別 会 計

2,525,000 2,525,000 0
退職給与積立金特別会計
へ繰出

6. 予 備 費 0 2,288,000 △ 2,288,000

1. 予 備 費 0 2,288,000 △ 2,288,000

43,326,444 48,665,000 △ 5,338,556

7,981,833 0 7,981,833 次年度繰越金

51,308,277 48,665,000 2,643,277

支 出 の 部

勘 定 科 目

款 項
決 算 額 比較増・減 (△ ) 備 考

支 出 合 計

収 支 剰 余 金

合 計

予 算 額
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大 垣 商 工 会 議 所

（単位：円）

1. 共済事業掛金収入 151,337,600 148,800,000 2,537,600

1. 受 入 保 険 料 143,770,720 141,360,000 2,410,720 受入保険料

2. 事 務 費 収 入 7,566,880 7,440,000 126,880 制度運営費

2.
企 業 年 金 契 約

給 付 金 受 入
118,039,464 160,000,000 △ 41,960,536

1. 給 付 金 受 入 118,039,464 160,000,000 △ 41,960,536 制度加入者退職金

3. 事 業 収 入 0 0 0

1. 事 業 収 入 0 0 0

4. 雑 収 入 61 1,000 △ 939

1. 預 金 利 息 61 1,000 △ 939 預金利息

2. 雑 収 入 0 0 0

5. 繰 入 金 0 0 0

1. 繰 入 金 0 0 0

6. 繰 越 金 1,585,814 1,422,000 163,814

1. 繰 越 金 1,585,814 1,422,000 163,814 前年度繰越金

270,962,939 310,223,000 △ 39,260,061合 計

勘 定 科 目
決 算 額 予 算 額

款

令和元年度　特定退職金共済事業特別会計収支決算書

平成３１年　４月　１日から

令和　２年　３月３１日まで

比較増・減 (△ ) 備 考
項

収 入 の 部
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（単位：円）

1. 事 業 費 1,562,719 1,630,000 △ 67,281

1. 通 信 運 搬 費 556,524 487,000 69,524 「ＮＡＶＩ大垣」郵送料

2. 印 刷 費 973,695 978,000 △ 4,305 「ＮＡＶＩ大垣」印刷代等

3. 財政基盤強化費 32,500 165,000 △ 132,500 会員加入報奨金等

2. 共済事業給付金 118,039,464 160,000,000 △ 41,960,536

1. 退 職 金 118,039,464 160,000,000 △ 41,960,536 制度加入者退職給付金

3. 管 理 費 6,835,258 7,079,000 △ 243,742

1. 俸 給 2,749,200 2,750,000 △ 800 職員 1名

2. 諸 手 当 288,702 341,000 △ 52,298 通勤等諸手当　職員 1名

3. 賞 与 1,019,495 1,020,000 △ 505
夏期・年末手当　職員 1
名

4. その他の人件費 1,140,453 1,193,000 △ 52,547 パート職員分

5. 福 利 厚 生 費 645,337 632,000 13,337 社会保険料事業主負担分等

6. 旅 費 交 通 費 273,488 352,000 △ 78,512 出張旅費・公用車関連費

7. 通 信 運 搬 費 161,826 220,000 △ 58,174 郵送料・振込手数料

8. 印 刷 費 1,620 2,000 △ 380 名刺代

9. 消 耗 品 費 58,637 67,000 △ 8,363 コピー代等

10. ＯＡ機器関係費 90,000 85,000 5,000 OA機器関係負担金

11. 共 益 費 377,000 377,000 0
家賃・水道光熱費・電話代

負担金

12. 公 課 29,500 40,000 △ 10,500 自動車税

13. 雑 費 0 0 0

4. 支 払 保 険 料 143,770,720 141,360,000 2,410,720

1. 支 払 保 険 料 143,770,720 141,360,000 2,410,720 支払保険料

5. 繰 出 金 101,000 101,000 0

1. 一 般 会 計 0 0 0

2.
退職給与積立金
特 別 会 計

101,000 101,000 0
退職給与積立金特別会計
へ繰出

6. 予 備 費 0 53,000 △ 53,000

1. 予 備 費 0 53,000 △ 53,000

270,309,161 310,223,000 △ 39,913,839

653,778 0 653,778 次年度繰越金

270,962,939 310,223,000 △ 39,260,061合 計

支 出 の 部

勘 定 科 目

款 項
予 算 額 比較増・減 (△ ) 備 考

支 出 合 計

収 支 剰 余 金

決 算 額
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（単位：円）

1. 補 助 金 50,736,953 51,573,000 △ 836,047

1. 県 補 助 金 45,314,716 44,902,000 412,716 俸 給 等

社 会 保 険 料 等 41,737,008

退職給与積立金等

指 導 事 業 費 （ 主
席・主任設置費） 480,000

指導事業費（講習
会 等 開 催 費 ） 933,733

指導事業費（記帳
指 導 員 人 件 費 ） 1,085,280

旅 費 119,503

事 務 費 374,964

資質向上対策事業
費 262,000

地 域 振 興 事 業 費 322,228

合 計 45,314,716

2. 国 補 助 金 5,422,237 6,671,000 △ 1,248,763

2. 手 数 料 1,726,101 2,075,000 △ 348,899

1. 事 業 主 負 担 金 157,000 350,000 △ 193,000

2. 記帳機械化手数料 1,009,860 1,031,000 △ 21,140

3. 共 済 手 数 料 413,051 550,000 △ 136,949

4. 景況調査手数料 146,190 144,000 2,190

3. 雑 収 入 112,100 30,000 82,100

1. 雑 収 入 112,100 30,000 82,100

4. 繰 入 金 35,400,000 35,400,000 0

1. 繰 入 金 35,400,000 35,400,000 0 一般会計より繰入

5. 繰 越 金 2,839,765 952,000 1,887,765

1. 繰 越 金 2,839,765 952,000 1,887,765 前年度繰越金

90,814,919 90,030,000 784,919合 計

経理事務講習会受講料

記帳機械化事務手数料

中小企業景況調査手数料
(日本商工会議所)

講師謝金、交通費、会場代等

事務所費・事務費(岐阜県信
用保証協会)等

小規模企業共済・経営セーフ
ティ共済事務手数料

県補助金交付内訳

項

令和元年度　小規模事業特別会計収支決算書

平成３１年　４月　１日から

収 入 の 部

比 較 増 ･ 減
（ △ ）款

中小企業経営指導相談所

令和　２年　３月３１日まで

決 算 額

大 垣 商 工 会 議 所

備 考
勘 定 科 目

予 算 額
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（単位：円）

1. 人 件 費 56,759,078 60,445,000 △ 3,685,922

1. 34,469,955 36,187,000 △ 1,717,045 11名

2. 532,800 629,000 △ 96,200 2名

3. 1,138,300 1,222,000 △ 83,700 11名

4. 0 0 0

5. 12,586,847 13,704,000 △ 1,117,153 11名

6. 193,084 120,000 73,084 9名

7. 7,838,092 8,583,000 △ 744,908 社会保険料・労働保険料 11名

2. 旅 費 146,485 260,000 △ 113,515

1. 119,503 180,000 △ 60,497 巡回指導旅費等 6名

2. 26,982 80,000 △ 53,018 研修会出席旅費等 8名

3. 事 務 費 378,128 595,000 △ 216,872  

1. 378,128 595,000 △ 216,872
金融審査委員委嘱費、コピー
代、通信費等

2. 0 0 0

4. 事 業 費 9,717,166 11,327,000 △ 1,609,834

1. 2,718,339 3,020,000 △ 301,661
各種個別相談謝金、記帳指
導員謝金、主席・主任手当
（3名）等

2. 556,172 625,000 △ 68,828
中小企業大学校研修5名
経営支援員研修会1名

3. 64,468 76,000 △ 11,532 郵送代

4. 1,650 0 1,650 HP削除代

5. 0 0 0

6. 165,600 426,000 △ 260,400 利子補給金

7. 6,160 34,000 △ 27,840 郵送代

8. 0 0 0

9. 226,526 131,000 95,526 講師謝金、交通費等

10. 3,848,122 4,856,000 △ 1,007,878 講師謝金、交通費等

11. 0 0 0

12. 322,228 344,000 △ 21,772 講師謝金、交通費等

13. 1,807,901 1,815,000 △ 7,099 講師謝金、交通費等

支 出 の 部

通 勤 手 当

住 居 手 当

款 項

俸 給

扶 養 手 当

勘 定 科 目
備 考

賞 与

福 利 厚 生 費

伴走型小規模事業者
支 援 推 進 事 業 費

決 算 額

指 導 事 業 費

ワンストップ経営
相 談 会 事 業 費

資質向上対策事業費

比 較 増 ･ 減
（ △ ）

超 過 勤 務 手 当

予 算 額

商工業補助金等活用
支 援 事 業 費

指 導 旅 費

中小企業景況調査
事 業 費

働き方改革推進支援
事 業 費

研修会 出席 旅費

指 導 事 務 費

調 査 研 究 費

大 垣 CCI ネ ッ ト
シ ョ ッ プ 事 業 費
経営相談ネット受付
事 業 費

創 業 資 金 利 子
補 給 事 業 費

マ ル 経 利 子
補 給 事 業 費

事業承継支援事業費

大垣ビジネスサポー
トセンター事業費
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款 項

勘 定 科 目
備 考決 算 額

比 較 増 ･ 減
（ △ ）

予 算 額

5. 一 般 管 理 費 9,561,872 10,117,000 △ 555,128

1. 2,017,231 2,240,000 △ 222,769 管理職手当、超過勤務手当

2. 562,603 720,000 △ 157,397 出張旅費等

3. 1,082,000 1,020,000 62,000 ＯＡ機器関係負担金

4. 4,549,878 4,542,000 7,878
共益費、振込手数料、消耗
品費等

5. 15,000 20,000 △ 5,000 会議参加費等

6. 121,538 162,000 △ 40,462 記帳機械化消耗品等

7. 721,529 700,000 21,529
チラシ用紙代、封筒作成代
等

8. 396,627 513,000 △ 116,373 定期健康診断料等

9. 95,466 200,000 △ 104,534 消費税等

6.
過 年 度
支 出 見 返 金

0 0 0

1. 0 0 0

7. 繰 出 金 6,606,000 6,606,000 0

1. 6,606,000 6,606,000 0
退職給与積立金特別会計へ
繰出

8. 予 備 費 0 680,000 △ 680,000

1. 0 680,000 △ 680,000

83,168,729 90,030,000 △ 6,861,271

7,646,190 0 7,646,190 次年度繰越金

90,814,919 90,030,000 784,919合 計

支 出 合 計

管理福 利厚 生費

管 理 人 件 費

管理記帳機械化費

管 理 会 議 費

管 理 旅 費

管 理 施 策 普 及 費

管 理 事 務 費

収 支 剰 余 金

管 理 雑 費

予 備 費

過 年 度
支 出 見 返 金

繰 出 金

ＯＡ機 器関 係費
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大 垣 商 工 会 議 所

（単位：円）

1. 退 職 積 立 金 10,000,000 10,000,000 0

1. 退 職 積 立 金 10,000,000 10,000,000 0 一般会計　606,000円
一般会計(法定台帳管理運営
費)　162,000円
管理・共済会計 　　　     
 2,525,000円
特退金共済会計            
  101,000円
小規模事業会計            
 6,606,000円

2. 雑 収 入 857 2,000 △ 1,143

1. 雑 収 入 857 2,000 △ 1,143 預金利息

3. 繰 越 金 19,445,036 19,443,000 2,036

1. 繰 越 金 19,445,036 19,443,000 2,036 前年度繰越金

29,445,893 29,445,000 893

（単位：円）

1. 退 職 給 与 金 9,851,778 9,852,000 △ 222

1. 退 職 給 与 金 9,851,778 9,852,000 △ 222

2. 退職金共済掛金 4,235,000 4,520,000 △ 285,000

1. 退職金共済掛金 4,235,000 4,520,000 △ 285,000 中退共・特退共掛金

3. 通 信 運 搬 費 3,840 3,000 840

1. 通 信 運 搬 費 3,840 3,000 840 決済用預金口座管理手数料

4. 予 備 費 0 15,070,000 △ 15,070,000

1. 予 備 費 0 15,070,000 △ 15,070,000

14,090,618 29,445,000 △ 15,354,382

15,355,275 0 15,355,275 次年度繰越金

29,445,893 29,445,000 893

本 年 度 末 資 金 残 高

合 計

令和元年度　退職給与積立金特別会計収支決算書

平成３１年　４月　１日から

収 入 の 部

勘 定 科 目
決 算 額 予 算 額 比較増・減 (△ ) 備 考

支 出 合 計

勘 定 科 目
決 算 額 予 算 額

款 項

令和　２年　３月３１日まで

比較増・減 (△ ) 備 考

合 計

支 出 の 部

款 項
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（単位：円）

1. 財 政 調 整 資 金 8,000,000 8,000,000 0

1. 本 年 度 積 立 金 8,000,000 8,000,000 0 一般会計より

2. 雑 収 入 21,288 25,000 △ 3,712

1. 雑 収 入 21,288 25,000 △ 3,712 預金利息

3. 繰 越 金 206,846,892 206,841,000 5,892

1. 繰 越 金 206,846,892 206,841,000 5,892 前年度繰越金

214,868,180 214,866,000 2,180

（単位：円）

1. 財政調整支出金 3,000,000 3,000,000 0

1. 財政調整支出金 3,000,000 3,000,000 0 PCB廃棄物処理費用

2. 予 備 費 0 211,866,000 △ 211,866,000

1. 予 備 費 0 211,866,000 △ 211,866,000

3,000,000 214,866,000 △ 211,866,000

211,868,180 0 211,868,180 次年度繰越金

214,868,180 214,866,000 2,180

令和元年度　財政調整積立金特別会計収支決算書

平成３１年　４月　１日から

令和　２年　３月３１日まで

収 入 の 部

予 算 額 備 考
勘 定 科 目

比較増・減 (△ )決 算 額

備 考
款 項

決 算 額

支 出 合 計

予 算 額 比較増・減 (△ )

合 計

本 年 度 末 資 金 残 高

合 計

支 出 の 部

項

勘 定 科 目

款
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（単位：円）

金 額 金 額

30,616,288 4,460,376

25,517,889 1,345,110

4,016,199 2,127,150

1,082,200 988,116

302,543,838 24,955,275

（有形固定資産） 70,732,183 9,600,000

2,028,483 15,355,275

68,703,700 負 債 計 29,415,651

（その他の固定資産） 231,811,655

4,793,200 211,868,180

15,150,275 211,868,180

211,868,180

91,876,295

65,925,383

9,669,111

7,981,833

653,778

7,646,190

正 味 財 産 計 303,744,475

333,160,126 333,160,126

（注）1． 什器備品の減価償却累計額 8,916,263円

2． 前払金には4月分の特定退職金共済掛金205,000円を含んでいる。

特定退職金共済掛金は退職給与積立金の一部であるため、

収支決算書における資金の範囲には含まれていない。

3． 特定退職金共済事業特別会計、不動産管理・共済特別会計において、

不動産管理・共済会計と一般会計に支出するべき繰出金の一部を未払金とするとともに

特定退職金共済事業特別会計と一般会計では未収金として処理したが、この貸借関係は

対外的債権・債務でないことから商工会議所会計実務に則り、相殺除去している。

一般会計(未収金)　4,000,000　／　不動産管理・共済会計(未払金)　4,000,000

不動産管理・共済会計(未収金)　32,500　／　特定退職金共済事業特別会計(未払金)　32,500

流動 負債

不動産管理・共済特別会計
収 支 剰 余 金

貸　借　対　照　表

令和　２年　３月３１日現在

借 方 貸 方

積 立 金

未 払 金

科 目 科 目

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】

流動 資産

現 金 及 び 預 金

出 資 金

前 受 金

預 り 金

未 収 金

合 計 合 計

一 般 会 計 収 支 剰 余 金

固 定 財 産

固定 負債

預 り 保 証 金

什 器

退 職 給 与 引 当 預 金

財 政 調 整 積 立 預 金

土 地

小規模事業特別会計
収 支 剰 余 金

特定退職金共済事業特別会計
収 支 剰 余 金

剰 余 金

財 政 調 整 積 立 金

【 正 味 財 産 の 部 】

前 払 金

固定 資産

退 職 給 与 引 当 金

146



大 垣 商 工 会 議 所

（単位：円）

金 額

現金手許持有高 一 般 会 計 48,706

普通預金 （ 9金融機関） 一 般 会 計 5,807,509

 　〃 （ 2　 〃 　） 不 動 産 管 理 ・ 共 済 特 別 会 計 4,267,485

　 〃 （ 1　 〃 　） 特定退職金共済事業特別会計 702,830

　 〃 （ 1　 〃 　） 小 規 模 事 業 特 別 会 計 5,091,359

定期預金 （ 1　 〃 　） 不 動 産 管 理 ・ 共 済 特 別 会 計 9,600,000 25,517,889

一 般 会 計 229,200

不 動 産 管 理 ・ 共 済 特 別 会 計 648,000

退 職 給 与 積 立 金 特 別 会 計 205,000 1,082,200

国・市補助金等 一 般 会 計 486,513

県補助金、景況調査手数料等 小 規 模 事 業 特 別 会 計 3,525,006

生命共済利益配当金戻し 不 動 産 管 理 ・ 共 済 特 別 会 計 4,680 4,016,199

（有形固定資産）

 1点 一 般 会 計 2,028,460

（合計28点）

27点 不 動 産 管 理 ・ 共 済 特 別 会 計 23 2,028,483

宅地 3,501.91㎡ 不 動 産 管 理 ・ 共 済 特 別 会 計 68,703,700 68,703,700

（その他の固定資産）

（60株） 3,000,000

（20株） 293,200

（30株） 1,500,000 4,793,200

普通預金 （ 1金融機関） 15,150,275 15,150,275

普通預金 （ 1金融機関） 23,299,441

定期預金 （ 9　 〃 　） 188,568,739 211,868,180

資 産 の 部 合 計 333,160,126

未 収 金

特定退職金共済制度掛金

ｸﾞﾚｰﾄｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾈｯﾄﾜｰｸ㈱

駐車場代

【 資 産 の 部 】

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

前 払 金

土 地

什 器

固 定 資 産

出 資 金

財　産　目　録

令和　２年　３月３１日現在

科 目 摘 要

商工会議所イベント保険料他

ｱ ｸ ｻ 保 険 ﾎ ｰ ﾙ ﾃ ﾞ ｨ ﾝ ｸ ﾞ ㈱

財 政 調 整 積 立 預 金

大 垣 ま ち づ く り ㈱

退 職 給 与 引 当 預 金
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金 額科 目 摘 要

社会保険料事業主負担金等 一 般 会 計 541,691

〃 不 動 産 管 理 ・ 共 済 特 別 会 計 283,095

〃 特定退職金共済事業特別会計 16,552

〃 小 規 模 事 業 特 別 会 計 503,772 1,345,110

会費、特定商工業者負担金 一 般 会 計 4,500

会館跡地賃貸料、駐車場代 不 動 産 管 理 ・ 共 済 特 別 会 計 2,122,650 2,127,150

社会保険料被保険者負担金等 一 般 会 計 356,626

〃 不動産管理・共済特別会計 165,087

　　　　　〃〃 小 規 模 事 業 特 別 会 計 466,403 988,116

㈱ファミリーマート 9,600,000 9,600,000

15,355,275 15,355,275

負 債 の 部 合 計 29,415,651

差 引 正 味 財 産 303,744,475

退 職 給 与 引 当 金

固 定 負 債

前 受 金

預 り 保 証 金

預 り 金

流 動 負 債

未 払 金

【 負 債 の 部 】
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殿

監 事 山 田 通 博 ㊞

監 事 小 川 明 ㊞

監 事 髙 橋 茂 樹 ㊞

令和元年度 事業報告書

〃 一般会計収支決算書

〃 不動産管理・共済特別会計収支決算書

〃 特定退職金共済事業特別会計収支決算書

〃 小規模事業特別会計収支決算書

〃 退職給与積立金特別会計収支決算書

〃 財政調整積立金特別会計収支決算書

〃 貸借対照表

〃 財産目録

以上につき関係書類監査の結果、その適正であることを確認しましたので報告します。

注：監査報告書原本には押印されておりますが、印影保護のため本報告書では省略させていただきました。

監　査　報　告　書

令和２年５月２７日

田 口 義 隆会 頭
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